
第３次札幌市生涯学習推進構想
 関連事業実施状況調査票
番号 事業・取組名 事業概要 所管課

平成29年度 令和６年度 事業評価 令和７年度

実施結果
決算額

令和６年度までの課題 　実施予定 実施結果
決算額

　実施予定
予算額

施策の
展開項

（１）実施結果 （２）課題 （３）今後の予定
事業量

（H29→R6）

（千円） （千円） （千円）

1

2

3

4

5

6

子ども企画課

親子で学ぶ消費
者教育推進事業

1 5

（１）各区の子育てサロン等に消費
者被害防止ネットワークの消費生活
推進員を派遣し、絵本の読み聞かせ
を通じた、子どもの事故防止に係る
講座を実施
（２）年1回程度、子どもの事故防
止や消費者教育に関する親子向けの
イベントを「消費者キッズフェス
タ」として実施
（３）子育て関係事業者向けに、子
どもの事故防止に係る講座を実施

4,188

より多くの市民、子育て
関係事業者に参加してい
ただけるよう、効果的な
周知方法を検討する必要
がある。

引き続き、保護者や子育
て関係事業者が子どもの
製品事故防止に関する情
報を得られる場を用意す
る。
【令和6年度実施予定】
⑴ 子育てサロン等におけ
る講座：21回
⑶ 子育て関係事業者向け
講座：１回

(1) 各区の子育てサロン、児童会館等において、幼児とその保護者向けに子ど
もの製品事故防止に関する出張講座を実施した。
・実施回数：22回
・受講者数：167組
(2) 新型コロナウイルス感染症の影響により、2019年度以降イベント自体が開
催されていない。
(3) 子育て関係事業者向けに「事例で学ぶ事故予防実践～思いっきりチャレン
ジできる環境を目指して～」と題した講座を実施した。
・受講者数：19人

883

より多くの市民、子育て関
係事業者に参加していただ
けるよう、効果的な周知方
法を検討する必要がある。

引き続き、保護者や子育て関係事業者が子どもの製品事故防止に関する情報
得られる場を用意する。
【令和７年度実施予定】
⑴ 子育てサロン等における講座：20回
⑶ 子育て関係事業者向け講座：１回

626

市）消費生活課

福祉のまち推進
事業

1 4

地区福祉のまち推進センターが実施
する地域福祉活動（子育てサロンや
異世代交流事業、健康普及啓発事業
などを含む）に対し補助金を交付

81,174

子育てサロン等の地域福
祉活動の担い手が固定化
している。
事業の在り方について、
独自の事業展開を見出す
等工夫が必要な部分も生
じると思われる。

引き続き地区福祉のまち
推進センターへの補助を
継続していく予定であ
る。新型コロナウイルス
の感染法上の位置づけが
５類に移行したことか
ら、子育てサロンや異世
代交流の実施数が増加す
る可能性がある。

子育てサロン等の地域福祉
活動の担い手が固定化して
いる。
事業の在り方について、独
自の事業展開を見出す等工
夫が必要な部分も生じると
思われる。

引き続き地区福祉のまち推進センターへの補助を継続していく予定である。

78,000

保）地域福祉・生活支援課

ワーキングマタ
ニティスクール

1

勤労初妊婦とその配偶者を対象に、
妊娠期の健康管理や育児に関する正
しい知識の普及・啓発と情報提供等
を行い、妊娠・出産・育児と就労の
両立を支援

【実施回数】6回
【参加人数】336
名（うち夫婦で
参加140組、妊婦
のみ参加60組）
【アンケート結
果】全てのプロ
グラムにおいて
「参考になっ
た」と回答した
人の割合80％以
上

1,376

感染症対策や妊婦の身体
的な負荷にならないよう
時間が長くならないよう
配慮する必要がある。一
方、体験ブースの希望や
ニーズに応じた内容を盛
り込む必要がある。

勤労初妊婦とその配偶者
を対象に、妊娠期の健康
管理や育児に関する正し
い知識の普及・啓発と情
報提供等を行い、妊娠・
出産・育児と就労の両立
を支援する。ニーズに合
わせたプログラムに改訂
し、オンラインやオンデ
マンド配信も活用し、効
果的な知識の普及を目指
す

プログラム内容の一部は、オンデマンド配信で視聴してもらうようにし、教室
実施内容の効率化を図った。その分、会場では先輩パパママの講話や育児実習
を充実させ、参加者の負担のないプログラム構成になるようにした。

【令和６年度実績】
・実施回数　６回
・参加者数　377人（うち、夫の参加数176人　）

2,190

就労している妊婦が増加し
ている昨今、従来の教室内
容を見直し、共働き夫婦が
仕事と育児を両立できるよ
う支援する教室内容に見直
していく。

業務委託により、勤労している初妊婦とその配偶者が参加できるよう、土曜
日または日曜日に教室を開催し、来所が困難な方もオンラインで参加できる
ようにする。妊娠・出産・育児に関する知識や情報が得られ、参加者同士の
交流が図られる機会とする。保活や育休等制度の話など、ニーズに合った内
容をプログラムに追加し、夫婦が協力して子育てをする意識をもてるよう働
きかける。

2,500

子）母子保健担当課

母親教室・両親
教室

1

初めて出産を迎える夫婦に、妊娠・
出産・育児の知識を普及し、親とし
ての意識が高まるよう、「講義・実
習・交流会」等を実施

【母親教室】
回数：96コー
ス、268回
参加人数：延
4,202人
【両親教室】
回数：39コー
ス、39回
参加人数：延
2,699人

2,260

人数や日時に上限がある
ため、すべての希望者の
ニーズに応える体制に
なっていない。

初めて出産を迎える夫婦
に、妊娠・出産・育児の
知識を普及し、親として
の意識が高まるよう、
「講義・実習・交流会」
等を実施。
※オンラインマタニティ
教室はワーキングマタニ
ティスクールに包含され
た。

初めて出産を迎える夫婦に、妊娠・出産・育児の知識を普及し、親としての意
識が高まるよう、「講義・実習・交流会」等を実施。

【令和６年度実績】
１　実施回数　111回
２　参加者数　1870人（うち、夫の参加838人）

2,226

妊娠・出産に関する正しい
知識や育児方法を普及する
とともに、父親の育児参加
を促進する契機とする。

各区保健センターにおいてマタニティ教室を開催し、講話、育児体験、交流
等を実施することで、妊娠・出産に関する正しい知識や育児方法を普及する
とともに、父親の育児を促進する契機とする。

2,226

子）母子保健担当課

子ども用調理器
具の貸出

1 2

幼児や児童が調理を体験する機会を
増やして、食への関心を高めること
を目的に子ども用調理器具の貸出を
実施

子ども用調理器
具の貸出回数：
29回

0

なし 継続して実施する。 ・子ども調理器具貸出回数：34回

0

なし。 継続して実施する。

0

保）ウェルネス推進課

児童会館運営

1 2 22

放課後子ども総合プランに基づく、
児童会館の運営（クラブ・サークル
活動・各種つどい・野外活動・合同
行事・子育て支援事業など）

児童会館106館を
運営し、年間
2,162,048人（高
校生までの利用
者数累計）の児
童が利用した。

2,998,190

３次構想を踏まえ、青少
年期を育む学びを充実さ
せる必要がある。

指定管理者による運営を
継続するとともに、多く
の児童に利用してもらえ
る事業を引き続き実施す
る。
【令和６年度実施予定】
・実施館数：111館

児童会館111館を運営し、年間2,616,995人（高校生までの利用者数累計）の児
童が利用した。

3,880,105

３次構想を踏まえ、青少年
期を育む学びを充実させる
必要がある。

指定管理者による運営を継続するとともに、多くの児童に利用してもらえる
事業を引き続き実施する。
【令和７年度実施予定】
・実施館数：112館

4,366,989

子）

（１）各区の子
育てサロン、児
童会館等におい
て、幼児とその
保護者向けに子
どもの製品事故
防止に関する出
張講座を実施し
た。
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
20回
・受講者数：224
組
（２）札幌コン
ベンションセン
ター主催の「Ｓ
ＯＲＡこそだて
フェスティバル
2017」に出展
し、親子で遊び
ながら製品事故
等の消費者教育
について学べる
イベントを開催
した。
【平成29年度実
績】
・来場者数：
3,200人
（３）子育て関
係事業者向けに
「科学的に事故
を防止しよ
う！」と題した
講座を開催し
た。
【平成29年度実
績】
・受講者数：36
人

地区における見
守り活動はほぼ
全地区で実施さ
れている。
・交付地区数：
89地区
・交付金額：
43,990千円
・子育てサロン
実施地区数：61
地区　　　　　
　　　　　
・異世代交流実
施地区数：58地
区

↓

―

↑

↓

↑

↑

〇

〇

〇

〇

〇

〇

子育てサロン・異世代交流共に、新型コロナウイルスの影響により減少
していたものが徐々に回復し、令和２年度～６年度にかけて実施数は増
加傾向にある。
＜参考＞
令和６年度実施数…子育てサロン34地区(前年度：24地区)、異世代交流
44地区(前年度：40地区)

76,637



7

8

9

10

（２）子育てア
ドバイザーの活
動支援
（３）次世代育
成支援

11

12

プレーパーク推
進事業

1 2

子どもの自主性・創造性・協調性を
育むことを目的として、地域住民等
が規制を極力排除した公園等におい
て開催・運営する「プレーパーク」
を推進

プレーパーク参
加者数4,543人
プレーパーク開
催回数94回

2,948

令和５年度は前年度と比
較して、参加者数がやや
減少した。プレーパーク
のさらなる拡充に向け、
より広域にプレーパーク
の認知度を高めていく必
要がある。

同規模実施予定。 プレーパーク参加者数8,239人
プレーパーク開催回数141回

4,415

同規模実施予定。

4,500

子）子どもの権利推進課

子育てサロン支
援

1 14

地域主体の子育てサロンを立ち上げ
る団体への、遊具の貸し出し、会場
の提供などの立ち上げ及び継続運営
支援

・地域主体の子
育てサロン設置
箇所数：168か所
・利用者数：
81,479人
・地域主体の子
育てサロン助成
団体数：131団体

7,138

なし ・子育てしやすいまちづ
くりのために、地域主体
の子育てサロンの運営支
援を継続して行う。

・地域子育てサロン設置個所数：157か所
・利用者；25,199人　
・地域子育てサロン助成団体数：101団体

5,628

なし 子育てしやすいまちづくりのために、地域主体の子育てサロンの運営支援を
継続して行う。

7,233

子）子育て支援推進担当課

さっぽろ親子絵
本ふれあい事業

1

絵本の配布を受
けた家庭に対し
て１歳６か月健
診時に行ったア
ンケートによる
と、読み聞かせ
が習慣化してい
る家庭の割合が
非常に高く、こ
の事業が継続し
て絵本と触れ
合っていくこと
に大変効果的で
ある結果が出て
いる。
平成29年度絵本
配布件数：
13,257冊

8,356

なし ・４か月児健康診査にて
絵本１冊の配布と、家庭
での絵本の読み聞かせに
関する情報発信を行う。

・絵本配布数～9,541冊
・４か月児健康診査にて絵本１冊の配布と、家庭での絵本の読み聞かせに関す
る情報発信を行った。

3,158

なし 4か月児健康診査にて絵本１冊の配布と、家庭での絵本の読み聞かせに関す
る情報発信を行う。

8,500

子）子育て支援推進担当課

子育て支援総合
センター運営
（１）子育てボ
ランティアの育
成活動及び子育
て支援者の活動
支援

1 3 10

(1）ボランティア活動の場を提供す
るとともに、必要な技術を学ぶため
の各種研修等を開催。
(2)子育て・家族支援者として専門
的な知識、技能を習得した子育てア
ドバイザーの育成と地域における子
育て支援の場を提供。
（3）児童、生徒、学生に子育てに
関する多様な体験の機会を提供する
ほか、複合施設の機能を有効に活用
し、小学校や保育所と合同事業や、
小学生対象の赤ちゃんとのふれあい
体験「赤ちゃんってすごい！」事業
を実施。

・平成29年度登
録子育てアドバ
イザー19名に
「日曜ファミ
リー子育て広場
（サンデーサロ
ン）等での活動
の場を提供。
・子育てアドバ
イザーを含む子
育て支援者を対
象とした合同研
修会の実施2回。
・総合センター
における子育て
ボランティア研
修会の実施2回。
・平成29年度子
育て子育てボラ
ンティアの活動
支援（登録63名
　活動575件）。
・次世代育成支
援来所者数59件
280人　「赤ちゃ
んってすごい」
等の次世代育成
支援12件577人。

27,239

子育てアドバイザーの減
少に伴う「日曜ファミ
リー子育て広場（サン
デーサロン）」での活動
者の減少。

(1)子育てアドバイザーを
含む子育て支援者を対象
とした合同研修を２回実
施。
(2)令和６年度子育てアド
バイザー登録者11名に、
「日曜ファミリー子育て
広場（サンデーサロ
ン）」を活動の場として
提供。サンデーサロン活
動者減少への対応につい
ては、今後検討を行って
いく。

(1)子育てアドバイザーを含む子育て支援者を対象とした合同研修を２回実施。
(2)令和６年度子育てアドバイザー登録者11名に、「日曜ファミリー子育て広場
（サンデーサロン）」を活動の場として提供。
※子育て支援総合センターは令和５年３月末に閉館。事業概要の(3)は、各区健
康・子ども課（子育て支援係）にて実施。

310

子育てアドバイザーの減少
に伴う「日曜ファミリー子
育て広場（サンデーサロ
ン）」での活動者の減少。

768

子）子育て支援推進担当課

家庭教育事業
（１）家庭教育
学級
（２）親育ち応
援団事業

1 5 16

（１）家庭における教育力向上のた
め、子どもの心や体の理解・親の役
割などについて、親等が自主学習す
る場として、幼稚園、小・中学校で
開設
（２）家庭教育の重要性について意
識啓発を図るため、仕事を持つ保護
者等も参加しやすい講演会の開催、
家庭教育に関する情報発信などを実
施

8,119

共働き世帯の増加等によ
り、学習機会への参加が
困難な親が増えており、
学級数及び学級生数が
年々減少している。
家庭教育に関心の低い親
に対しても、家庭教育の
重要性について発信する
ため、オンラインを活用
した取り組みを中心に、
多様な学習機会の提供に
ついて検討する必要があ
る。

各家庭教育学級への活動
支援を行うほか、親育ち
応援団講演会のオンライ
ン配信や、「さっぽろ家
庭教育ナビ」において動
画コンテンツを追加する
など、より一層オンライ
ンを活用した取組みに力
を入れ、多様な学習機会
の提供を図っていく。
また、引き続き乳幼児の
保護者や、家庭教育学級
未開設の園・学校の保護
者を対象として親育ち応
援団講座を実施し、広く
家庭教育の重要性を発信
していく。
【家庭教育学級令和６年
度実施予定】（７月現
在）
・83学級開設

(1)83の園・学校（園8、小69、中5、特支1）で家庭教育学級を開設し、2,071人
の学級生が活動した。
(2)子育て支援事業と連携し、乳幼児の保護者を対象とした講座を行ったほか
（参加者282人）、家庭教育学級未開設の園・学校の保護者を対象に講座を実施
した（参加者144人）。
また、自宅で気軽に家庭教育を学べるよう、著名人を講師としたオンライン配
信による講演会を実施したほか（視聴回数821回）、ＨＰ「さっぽろ家庭教育ナ
ビ」のサイト更新を行い、コンテンツの充実を図った(延べ閲覧者数16,053
人）。

5,103

共働き世帯の増加等によ
り、学習機会への参加が困
難な親が増えており、学級
数及び学級生数が年々減少
している。
家庭教育に関心の低い親に
対しても、家庭教育の重要
性について発信するため、
オンラインを活用した取り
組みを中心に、多様な学習
機会の提供について検討す
る必要がある。

各家庭教育学級への活動支援を行うほか、親育ち応援団講演会のオンライン
配信や、「さっぽろ家庭教育ナビ」において動画コンテンツを追加するな
ど、より一層オンラインを活用した取組みに力を入れ、多様な学習機会の提
供を図っていく。
また、引き続き乳幼児の保護者や、家庭教育学級未開設の園・学校の保護者
を対象として親育ち応援団講座を実施し、広く家庭教育の重要性を発信して
いく。
【家庭教育学級令和７年度実施予定】（７月現在）
・78学級開設

8,400

教）生涯学習推進課

保護者啓発支援
事業

1

様々な家庭の状況に対応した預かり
保育を実施
預かり保育の実践を通して園と家庭
が連携したより良い幼児期の子育て
の在り方について発信

・市立幼稚園９
園にて、平日と
長期休業中合わ
せて239日実施
・利用延べ人数
　9園合計13,753
名
・預かり保育を
通した子どもの
育ちや子育てに
関することを配
布物やホーム
ページで定期的
に保護者に発信

33,634

・預かり保育の質や子ど
もの育ち、長時間保育の
在り方などを保護者や市
内幼児教育施設と共有
し、子どもの健やかな成
長を支える体制について
発信する必要がある。預
かり保育を補助する幼稚
園教諭の負担が大きく、
職員配置に課題がある。

・市立幼稚園９園で実
施。（実施日：月～金及
び長期休業中の８時～18
時（教育時間を除く））
・園と保護者が連携した
よりよい子育ての在り方
や長時間保育の在り方に
ついて研究し、その成果
を園便りやホームページ
等を活用して市民及び市
内幼児教育施設に発信す
る。
・預かり保育士22名。

・市立幼稚園９園にて、平日と長期休業中合わせて232日実施
・延べ利用人数　９園合計11.797名
・預かり保育を通した子どもの育ちや子育てに関することを配布物やホーム
ページで定期的に保護者に発信
・市立幼稚園の実践研究をまとめたパンフレットの中で「預かり保育の時間を
含めた幼児期にふさわしい生活」に係る成果を掲載し、市内幼児教育施設や市
民へ発信
・預かり保育士研修の実施

73,740

・預かり保育の質や子ども
の育ち、長時間保育の在り
方などを保護者や市内幼児
教育施設と共有し、子ども
の健やかな成長を支える保
育内容や体制について発信
する必要がある。預かり保
育を補助する幼稚園教諭の
負担が大きく、職員配置に
課題がある。

・市立幼稚園５園で実施。（実施日：月～金及び長期休業中の８時～18時
（教育時間を除く））
・園と保護者が連携したよりよい子育ての在り方や長時間保育の在り方につ
いて研究し、その成果を便りや市立幼稚園ポータルサイト等を活用して市民
及び市内幼児教育施設に発信する。
・預かり保育士の研修機会を確保し、質の高い預かり保育を目指す。

38,000

教）幼児教育担当課

(1)154の園・学
校（園16、小114
、中22、特支2）
が家庭教育学級
を開設し、4,454
人の学級生が活
動した。合同学
習会には362人、
情報交換会には
143人の学級生が
参加した。
(2)ホールを会場
とした講演会を
２回開催し、平
日夜間の部：256
人、休日の部：
608人がそれぞれ
参加した。ま
た、企業等を対
象に家庭教育に
関する出前講座
を実施し、10回
197人が参加し
た。

↑

→

→

―

―

→

〇

〇

〇

〇

〇

〇

絵本の読み聞かせを通じて乳幼
児と保護者が心ふれあうひとと
きをもつきっかけをつくること
を目的とし、４か月児健康診査
の際に0歳～1歳児向け絵本を１
冊配布

(1)子育てアドバイザーを含む子育て支援者を対象とした合同研修を
２回実施。
(2)令和７年度子育てアドバイザー６名に、「日曜ファミリー子育て
広場（サンデーサロン）」を活動の場として提供。サンデーサロン活
動者減少への対応については、継続的な運営に向けて、実施方法含め
検討する。
(3)子育て支援総合センターは令和５年３月末に閉館。事業概要の(3)
は、各区健康・子ども課（子育て支援係）にて実施。
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14

15

16

17

（２）アイヌ文化交流センターから
遠隔地にあるなど、体験プログラム
参加が困難な学校に対して、出前方
式でのプログラムを提供

保護者啓発支援
事業（講座、イ
ベント、講演
会）

1

保護者や市民を対象とした市立幼稚
園における子育て講座(ポロップひ
ろば)や幼児教育に関する理解啓発
を図るためのイベント(さっぽろ・
ようちえん・こどもえんにこにこ
フェスティバル)、講演会(幼児教育
講演会)を実施

349

より多くの方が参加でき
るように、「講演会」や
「ポロップひろば」の実
施方法や内容を工夫す
る。参加が難しい家庭に
対し、既存の各園のHPに
加えて、市立幼稚園ポー
タルサイトを立ち上げて
子育て情報を発信する。

・保護者や市民を対象と
した市立幼稚園における
子育て講座(ポロップひろ
ば)を５月から３月まで実
施し、各園の取組の様子
を取りまとめてホーム
ページに掲載する。
・幼児教育に関する理解
啓発を図るための幼児教
育講演会は、８月から９
月にかけて４週間の期間
を設けてオンデマンド配
信する。

・ポロップひろば
　参加者総数：2,296名 （100回開催）
・幼児教育講演会
　オンデマンド配信で総視聴回数227回
・札幌市公式LINEアカウント、さっぽろ子育てアプリのプッシュ通知により、
「ポロップひろば」を市民へ周知

310,000

より多くの方が参加できる
ように、「講演会」や「ポ
ロップひろば」の実施方法
や内容を工夫する。既存の
各園HPや市立幼稚園ポータ
ルサイトでの子育て情報発
信に加え、PR動画を作成し
てユーチューブで公開する
など、広く周知できる方法
を検討する。

・保護者や市民を対象とした市立幼稚園における子育て講座(ポロップひろ
ば)を５月から３月まで実施し、各園の取組の様子を取りまとめてホーム
ページに掲載する。
・幼児教育に関する理解啓発を図るための幼児教育講演会は、9月1日から９
月30日にまでの期間を設けてオンデマンド配信する。

341

教）教育相談担当課

えほん図書館の
運営

1 20

乳幼児期の子どもと保護者の読書活
動推進を目的に、「多くの絵本に囲
まれ、幼児が読書を楽しみ学べる
場」と、「幼児の読書活動を通じた
子育てを支援する場」という２つの
機能を有するえほん図書館を運営

乳幼児とその保
護者が絵本に親
しみ読書活動を
促進するため、
主に以下の事業
を実施した。
・年齢別おはな
し会
（152回開催。延
べ参加者数4,989
人）
・図書館デ
ビュー
（12回開催。延
べ参加者数1,539
人）
・デジタル絵本
ワークショップ
（3回開催。延べ
参加者数422人）
・絵本づくり等
体験型ワーク
ショップ
（9回開催。延べ
参加者数424人）
・ボランティア
団体読み聞かせ
会
（40回開催。延
べ参加者数982
人）

53,001

 引き続き、絵本、読書と
あまり接点のない乳幼児
やその保護者に対し、乳
幼児期からの読書活動を
浸透させていく必要があ
る。
　また、来館者の居住区
は白石区とその周辺が多
いため、遠隔居住者に対
しても、施設の認知及び
利用の促進を図っていく
必要がある。

　乳幼児期からの読書の
きっかけづくりを目的と
して、乳幼児が保護者と
ともに多くの絵本を楽し
み、学べる場となるよう
主に以下の事業を実施す
る。
・年齢別おはなし会（6月
末現在26回開催。延べ参
加者数351人）
・図書館デビュー（6月末
現在4回開催。延べ参加者
数144人)
・ボランティア団体読み
聞かせ会（6月末現在12回
開催。延べ参加者数432
人）
・えほんとわらべうたの
会（2回開催予定　9月、3
月）
・各種ワークショップ（2
回開催予定。7月、1月）
・ぬいぐるみおとまり会
（2回開催予定。8月、2
月）
・団体利用（6月末現在1
回利用。延べ参加者数19
人）
　
　また、乳幼児の読書活
動推進のため、「めざ
せ！えほんマイスター」
の取組は継続して実施す
る
（令和6年４月20日から５
月21日までの間、新規登
録キャンペーンを実施。
74人登録）

　以下の事業を実施した。
・年齢別おはなし会
（110回開催。延べ参加者数2,028人）
・図書館デビュー
（20回開催。延べ参加者数967人）
・ボランティア団体行事（おはなし会、工作会ほか）
（53回開催。延べ参加者数1,963人）
・えほんとわらべうたの会
（2回開催。延べ参加者数88人）
・各種ワークショップ
（4回開催。延べ参加者数82人）
・ぬいぐるみおとまり会
（2回開催。延べ参加者数54人）
・ヨムくんをさがそう！
（令和6年12月1日～12月25日。延べ参加者数169人）
・えほんおみくじ
（令和7年1月4日～1月19日。延べ参加者数254人）
・えいごでえほん！ALTといっしょ
（1回開催。参加者数71人）
・マイえほんぶくろをつくろう！
（1回開催。参加者数90人）
・しろっぴーキッズシアターミニ
（4回開催。延べ参加者数145人）
・団体利用
（23回開催、延べ参加者数431人）
・「めざせ！えほんマイスター」新規登録キャンペーン
（令和6年4月2日～5月21日。期間中新規登録74人）

その他認知度向上、利用促進のために、無料の地域情報誌（全市版）にイベン
ト情報の掲載を働きかけた。（10回掲載）

56,448

　引き続き、絵本、読書と
あまり接点のない乳幼児や
その保護者に対し、乳幼児
期からの読書活動を浸透さ
せていく必要がある。
　また、来館者の居住区は
白石区とその周辺が多いた
め、遠隔居住者に対して
も、施設の認知及び利用の
促進を図っていく必要があ
る。

　乳幼児期からの読書のきっかけづくりを目的として、乳幼児が保護者とと
もに多くの絵本を楽しみ、学べる場となるよう主に以下の事業を実施する。
・年齢別おはなし会
（6月末現在24回開催。延べ参加者数316人）
・図書館デビュー
（6月末現在4回開催。延べ参加者数185人)
・ボランティア団体行事（おはなし会、工作会ほか）
（6月末現在15回開催。延べ参加者数510人）
・えほんとわらべうたの会
（2回開催予定。9月、3月）
・各種ワークショップ
（3回開催予定。7月、12月、1月）
・ぬいぐるみおとまり会
（2回開催予定。8月、2月）
・えいごでえほん！ALTといっしょ
（2回開催予定。8月、1月）
・団体利用
（6月末現在1回利用。参加者数25人）
　また、乳幼児の読書活動推進のため、「めざせ！えほんマイスター」の取
組は継続して実施する
（令和7年4月19日から5月20日までの間、新規登録キャンペーンを実施。期
間中新規登録71人）

58,406

教）運営企画課

チャレンジ自然
体験（再掲41）

1 2

困りや悩みを抱えた子どもたちに自
然や他者と触れ合う体験プログラム
を提供

（R6新規） （R6新
規）

不登校等により教育支援
センターを利用している
小中学生を対象に体験プ
ログラムを提供する。

【令和６年度実施予定】
・実施回数：年２回×教
育支援センター２か所
・定員：教育支援セン
ター１か所につき10名程
度

3,549

・他部局や他機関との連携
体制の構築
・対象となる子どもたちの
状況に合わせた活動プログ
ラムの開発

教育支援センターを利用している小中学生を対象に体験プログラムを提供す
る。

【令和７年度実施予定】
・実施回数：年２回×教育支援センター３か所
・定員：教育支援センター１か所につき10名程度

2,230

教）生涯学習推進課

自然体験活動
リーダー養成講
座（再掲55）

1 3

地域等における自然体験活動の担い
手を養成するため、18歳以上の市民
等を対象とした講座を実施

自然体験活動の基礎知識
や安全管理のほか、子ど
も向けイベントでの実践
など全６回の講座を実施
する。

【令和６年度実施予定】
・実施期間：９～３月の
間で全６回
・定員：20名程度

18歳以上の市民を対象に講座を実施。座学により基礎知識を学んだほか、受講
生同士で意見を出し合いながら作成した活動プログラムをもとに、自然体験活
動イベントを実施した。

【令和６年度実績】
・実施期間：９～３月の間に全６回実施。
・受講者数：10名 58

・野外教育の推進につなが
るような事業効果の検証及
びPR手法の検討

自然体験活動の基礎知識や安全管理のほか、子ども向けイベントでの実践な
ど全７回の講座を実施する。

【令和７年度実施予定】
・実施期間：９～２月の間で全７回
・定員：20名程度

2,170

教）生涯学習推進課

アイヌ文化体験
（１）小中高校
生団体体験プロ
グラム
（２）小中高校
生団体出前体験
プログラム

2 7

（１）南区の小金湯にあるアイヌ文
化交流センターにおいて、市内の小
中高校生などを対象に、アイヌの
人々による伝統楽器の演奏、古式舞
踊の披露、アイヌ伝統文化の体験、
展示解説などを提供

5,048

プログラムを効果的に継
続して提供できるよう提
供体制を整える。

(1)小中高校生団体体験プ
ログラム
【令和6年度実施予定】
・実施講座数： 99講座
・受講者数：7,219名
(2)小中高校生団体出前体
験プログラム
【令和6年度実施予定】
・実施講座数：71講座
・受講者数：5,143名

青少年期を育む学びの充実の観点から、次のとおり実施
(1)小中高校生団体体験プログラム
【令和6年度実績】
・実施講座数：95講座
・受講者数：7,372名
(2)小中高校生団体出前体験プログラム
【令和6年度実績】
・実施講座数：75講座
・受講者数：5,604名

7,073

中学校、高校の受け入れ体
制を整える。

青少年期を育む学びの充実の観点から、次のとおり実施
(1)小中高校生団体体験プログラム
【令和7年度予定】
・実施講座数：89講座
・受講者数：6,712名
(2)小中高校生団体出前体験プログラム
【令和7年度予定】
・実施講座数：58講座
・受講者数：4,543名

7,796

市）アイヌ施策課

・ポロップひろ
ば　
  参加者総数：
5,789名（開催
142回）
・幼児教育講演
会　　
  参加者数：104
人
・さっぽろ　よ
うちえん・こど
もえん　にこに
こフェスティバ
ル　
  参加者数：297
人

青少年期を育む
学びの充実の観
点から、次のと
おり実施
(1)小中高校生団
体体験プログラ
ム
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
57講座
・受講者数：
4,013名
(2)小中高校生団
体出前体験プロ
グラム
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
23講座
・受講者数：
2,185名

―

―

―

―

↑

〇

〇

〇

〇

◎

教育支援センターを利用している小中学生を対象に、秋季は「自然への
親しみ」をテーマに、公園の葉っぱを使ったレクリエーションなどを実
施。冬季は「仲間同士の関わり」をテーマに、チームで協力しながら雪
積み競争などを実施した。

【令和６年度実績】
・教育委支援センター宮の沢
　実施日：①10/29、②2/17
　申込者：①10名、②11名

・教育支援センター白石
　実施日：①10/30、②2/18
　申込者：①８名、②８名
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子ども企画課

23

子ども企画課

24

子ども企画課

25

26

子どもの文化芸
術体験事業

2 7

感性豊かな子どもたちが優れた文化
芸術に触れる機会の充実を図り、創
造性を育むことを目的とし、市内の
小学生を対象に、おとどけアート、
ハロー！ミュージアム、子どもの
ミュージカル体験、Kitaraファース
ト・コンサート、ニッセイ名作シ
リーズの各事業を実施

・おとどけアー
ト…3小学校で実
施し、1,062人の
児童が参加。
・ハロー!ミュー
ジアム…市内の
全小学5年生を対
象に実施し、200
校から14,431人
の児童が参加。
・子どもの
ミュージカル体
験…市内の全小
学6年生を対象に
実施し、206校か
ら14,786人の児
童が参加。
・キタラファー
ストコンサート
…市内の全小学6
年生を対象に実
施し、210校から
14,407人の児童
が参加。

33,564

各学年の全児童を対象に
実施している事業は、本
市教育委員会ほか関係機
関とも連携のうえ、引き
続き全児童が参加できる
よう事業運営を図る。

・おとどけアート…3小学
校で実施し、1,575人の児
童が参加予定。
・ハロー！ミュージアム
…市内の全小学5年生を対
象に実施し、190校から
14,169人の児童が参加予
定。
・子どものミュージカル
体験…市内の全小学6年生
を対象に実施し、203校か
ら15,247人の児童が参加
予定。
・Kitaraファースト・コ
ンサート…札幌連携中枢
都市圏の小学6年生を対象
に実施し313校から17,249
人の児童が参加予定。
・ニッセイ名作シリーズ
…札幌連携中枢都市圏の
小学4年生を対象に実施
し、94校から6,507人の児
童が参加予定。

・おとどけアート･･･市立小学校3校で実施し、1,633人の児童が参加。
・ハロー!ミュージアム…市内の全小学5年生を対象に実施し、188校から13,509
人の児童が参加。
・子どものミュージカル体験…市内の小学6年生を対象に実施し、191校から
13,219人の児童が参加。
・キタラファーストコンサート…札幌連携中枢都市圏の小学6年生を対象に実施
し、238校から15,635人の児童が参加。
・ニッセイ名作シリーズ…札幌連携中枢都市圏の小学4年生を対象に実施し、95
校から6,425人の児童が参加。

53,000

各学年の全児童を対象に実
施している事業は、本市教
育委員会ほか関係機関とも
連携のうえ、引き続き全児
童が参加できるよう事業運
営を図る。

53,000

市）文化振興課

札幌まなびのサ
ポート事業

2 16

生活保護受給世帯及び就学援助受給
世帯の中学生に対し、「貧困の連
鎖」を防ぐために、学習習慣の定着
を図り高校進学を実現するととも
に、自己肯定感を持てるような居場
所の提供を行うことを目的とした学
習支援を実施

45,952

参加者によっては人との
関わりや学習自体に忌避
感を抱いており、事業へ
の参加が中止となる場合
がある。また、高校進学
後の生活に馴染めずに中
退してしまう者がいるこ
とから、定期的な声掛け
や見守りが必要となって
いる。

引き続き、生活保護受給
世帯及び就学援助利用世
帯の中学生を対象とし、
学習支援を実施する。
実施規模は昨年同様、市
内40会場で実施。600人の
参加を見込んでいる。令
和６年度は新たに課外授
業の充実や、保護者説明
会の実施予定。
個別学習支援の開始時期
については、令和５年度
と同様に前年度からの継
続参加者は４月開始、新
規参加者は５月開始とす
る。
また、高校進学後のフォ
ローアップを実施するこ
とで中退防止に向けた取
り組みも行っていく。

令和４年度から複数年契約となり、事業の通年実施を開始した。前年度からの
継続参加者は４月から、新規参加者は５月から個別学習支援を開始。

令和６年度実績
生活保護受給世帯及び就学援助利用世帯の中学生を対象に市内40会場（約15人/
会場）で実施し、参加者は556人、年度末まで参加した中学３年生の高校等進学
率は100%であった。
また、保護者向けに進学に向けた自宅での学習方法や進学費用についての相談
会を年３回実施した。
課外事業については、商業施設や専門学校、空港などの見学を実施し、子ども
たちの職業観形成を促した。

参加者によっては人との関
わりや学習自体に忌避感を
抱いており、事業への参加
が中止となる場合がある。
また、高校進学後の生活に
馴染めずに中退してしまう
者がいることから、定期的
な声掛けや見守りが必要と
なっている。

引き続き、生活保護受給世帯及び就学援助利用世帯の中学生を対象とし、学
習支援を実施する。
実施規模は昨年同様、市内40会場で実施。600人の参加を見込んでいる。ま
た、利用者の利便性向上に向け、オンライン申請による事業参加申込を開始
する。
個別学習支援の開始時期については、令和６年度と同様に前年度からの継続
参加者は４月開始、新規参加者は５月開始とする。
また、高校進学後のフォローアップを実施することで中退防止に向けた取り
組みも行っていく。

58,000

保）保護課

食育推進事業

2 6

若い世代の食生活の改善を図るた
め、高校生・大学生等への各区での
食育事業や事業所給食施設利用者へ
の食育支援事業等を実施

1,701

・お弁当レシピコンテス
トについては、応募者数
増加に伴い、事務作業が
膨大化しているため外部
業者へ委託する等の検討
が必要。
・本気めしプロジェクト
については、オンライン
ツールの活用等、引き続
き実施方法について工夫
が必要。

・「お弁当レシピコンテ
スト」は令和2年度から、
中・高校生のみを対象に
実施しており、今後も同
様に実施する。業務の効
率化を図るため、昨年度
から外部業者へ一部委託
（入選作品の表彰式につ
いて）し実施した。今年
度は更に外部委託の範囲
を広げて実施予定。
・「本気めし」プロジェ
クトについては、今後も
オンライン等のツールを
活用し、効果的に実施し
ていく。

・お弁当レシピコンテスト応募数：644作品
・本気めしプロジェクト実施回数：58回

2,942

・お弁当レシピコンテスト
：応募作品の減少、業務量
の増加。
・本気めしプロジェクト：
企業及び各区食育事業との
円滑な連携

・お弁当レシピコンテスト：令和２年度から中・高校生のみを対象に実施し
ており、今後も同様に実施する。また、新たに令和７年度から市内中学校の
給食だよりにて作品募集を掲載し、周知の拡大を図った。なお、業務の効率
化を図るため、外部業者への業務委託の範囲をより広げる予定。
・本気めしプロジェクト：オンライン等のツールを活用して関係機関との円
滑な連携に努め、引き続き効果的な事業実施を目指す。

4,058

保）ウェルネス推進課

子ども食品Ｇメ
ン体験事業

2

食の安全についての知識や理解を深
めてもらうため、小学３年生～６年
生の親子を対象に、中央卸売市場や
食品工場等における食の安全・安心
への取組を現地で見学しながら、
「食品Ｇメン（食品衛生監視員）」
の仕事を体験

7月と1月の2回開
催し、24組48名
が参加。

1,232

見学等受入先の確保。 令和６年８月に実施予
定。
・参加人数：15組30名
・実施場所：札幌市中央
卸売市場

・令和６年８月１日に開催し、14組28名
・実施場所：札幌市中央卸売市場

822

参加者以外にも事業の内容
を広く周知する

令和７年８月７日に実施予定。
・参加人数：14組29名
・実施場所：札幌市中央卸売市場

1,309

保）食の安全推進課

ミニ児童会館運
営

2

放課後子ども総合プランに基づく、
ミニ児童会館の運営（クラブ・サー
クル活動・各種つどい・野外活動・
合同行事など）

ミニ児童会館97
館を運営し、年
間1,464,516人
（高校生までの
利用者数累計）
の児童が利用し
た。

1,769,885

３次構想を踏まえ、青少
年期を育む学びを充実さ
せる必要がある。

業務委託による運営を継
続するとともに、多くの
児童に利用してもらえる
事業を引き続き実施す
る。
【令和６年度実施予定】
・実施館数：88館

ミニ児童会館88館を運営し、年間1,470,870人（小学生の利用者数累計）の児童
が利用した。

2,337,602

３次構想を踏まえ、青少年
期を育む学びを充実させる
必要がある。

業務委託による運営を継続するとともに、多くの児童に利用してもらえる事
業を引き続き実施する。
【令和７年度実施予定】
・実施館数：87館

2,385,614

子）

放課後子ども教
室等事業

2

放課後子ども教
室3ヶ所、放課後
子ども館２か所
を運営した。

22,905

３次構想を踏まえ、青少
年期を育む学びを充実さ
せる必要がある。

業務委託による運営を継
続する
【令和６年度実施予定】
・実施館数：３か所

放課後子ども教室3か所を運営した。

8,965

３次構想を踏まえ、青少年
期を育む学びを充実させる
必要がある。

業務委託による運営を継続する
【令和７年度実施予定】
・実施館数：３か所 9,900

子）

札幌市児童育成
会運営補助

2

留守家庭児童の健全育成を図るため
に設置された、「民間児童育成会」
への補助

民間児童育成会
48団体に補助金
を交付した。 496,661

３次構想を踏まえ、青少
年期を育む学びを充実さ
せる必要がある。

補助金の交付により各団
体の運営を助成する。
【令和６年度実施予定】
・実施館数：42団体

民間児童育成会42団体に補助金を交付した。

711,636

３次構想を踏まえ、青少年
期を育む学びを充実させる
必要がある。

補助金の交付により各団体の運営を助成する。
【令和７年度実施予定】
・実施館数：42団体 760,000

子）

少年国際交流事
業

2 5

国際感覚を身につけた青少年の育成
を図るため、市内の中高生を対象と
した姉妹都市（ノボシビルスク市・
大田広域市）やシンガポールとの相
互派遣・受入を実施

（1）姉妹都市少
年少女交流事業
ノボシビルスク
市　８名受入
大田広域市　10
名受入
（2）シンガポー
ル少年少女交流
事業
シンガポール　
14名派遣

4,901

姉妹都市については、国
際情勢に応じて、各国と
実施のあり方を検討す
る。

（1）姉妹都市少年少女交
流事業
国際情勢が改善し、交流
再開の目途がたった際に
事業の実施を検討してい
く。
（2）シンガポール少年少
女交流事業
シンガポールの中学生12
名受入予定。

（1）姉妹都市少年少女交流事業
国際情勢に鑑み、事業を実施できなかった。
（2）シンガポール少年少女交流事業
シンガポールの中学2年生12名を受入した。

1,820

国際情勢に応じて、各国と
実施のあり方を検討する。

（1）姉妹都市少年少女交流事業
姉妹都市（大田広域市）の中学1年生から高校1年生までの生徒10名を受入予
定。
（2）シンガポール少年少女交流事業
市内の中学2年生14名をシンガポール共和国へ派遣予定。

7,300

子）子どもの権利推進課

子どもの体験活
動の場支援事業

2 8 11

開館日数　179日
行事数　112回
来場者数　
17,762人

32,235

なし 同規模実施予定 実施回数　205回（プレーパーク165回、体験プログラム40回）※延べ来場者数
　31,079人

29,510

同規模実施予定

30,000

子）子どもの権利推進課

市内40会場（主
に児童会館）に
おいて、中学生
に対する個別学
習支援を週１回
のペースで行う
とともに、中学
生とその保護者
に対する生活相
談、更に高校中
退防止を目的と
して、本事業を
卒業した高校生
との交流会も試
行的に実施し
た。
【平成29年度実
績】
・学習支援事業
延べ開催日数　
1,514日
・事業参加者実
数　552人
・事業参加者の
高校等進学率　
99%

・お弁当レシピ
コンテスト　
中・高校生の部
応募数：208作
品、一般の部応
募数：126作品
・本気めしプロ
ジェクト　実施
回数：21回
・ヘルシーラン
チモニター事業
　栄養成分表示
を参考にしてい
るモニター事業
参加者の割合：
55％

児童会館・ミニ児童会館が利用しに
くい地域等において、放課後子供教
室・放課後子ども館を運営し、放課
後の子どもの居場所を確保する事業
の実施

旧真駒内緑小学校跡施設「まこま
る」において、プレーパークや昔遊
びなど、多様な体験機会を子どもに
提供する子どもの体験活動の場「Ｃ
ｏミドリ」の運営を支援
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↓
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↓
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・おとどけアート･･･市立小学校3校で実施し、1,183人の児童が参加
予定。
・ハロー!ミュージアム…市内の全小学5年生を対象に実施し、193校
から13,973人の児童が参加予定。
・子どものミュージカル体験…市内の全小学6年生を対象に実施し、
193校から13,667人の児童が参加予定。
・Kitaraファースト・コンサート…札幌連携中枢都市圏の小学6年生
を対象に実施し227校から15,522人の児童が参加。
・ニッセイ名作シリーズ…札幌連携中枢都市圏の小学4年生を対象に
実施し、107校から7,138人の児童が参加。

56,013
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ジモトのシゴト
ワク！ＷＯＲ
Ｋ！【R2から】
※（旧）ものづ
くり学校祭

2

ものづくりをはじめとした地元企業
への将来的な就職促進を目的とし
て、高校生を対象に地元企業の魅力
発信をする体験型イベントを年１回
開催。

出展企業・大学
等毎にオリジナ
ルの体験企画を
用意し、体験を
メインとしたイ
ベントを実施。
【平成29年度実
績】
・実施日数：1日
・出展数：30
（企業15、大学
等15）
・参加数：約330
名

2,977

実際に職業体験をしたり
地元企業の方に会って話
を聞く機会は、高校生・
出展企業の双方において
ニーズが高く、引き続
き、職業体験の機会を設
けて地元企業の魅力を発
信していく必要がある。

9月17日～18日の2日間、
つどーむにて開催。40企
業・団体が出展し、約
6,000名の高校生が来場予
定。

9月17日～18日の2日間、つどーむにて開催。42企業・団体が出展し、5,687名の
高校生が来場した。

6,869

実際に職業体験をしたり地
元企業の方に会って話を聞
く機会は、高校生・出展企
業の双方においてニーズが
高く、引き続き、職業体験
の機会を設けて地元企業の
魅力を発信していく必要が
ある。

9月10日～11日の2日間、つどーむにて開催。40企業・団体が出展し、約
4,400名の高校生が来場予定。

9,300

経）産業振興課

市場施設の見学

2

市場の持つ役割と機能に対する理解
を深めてもらうこと、食育を推進す
ること等を目的に、見学者通路や展
示室を整備し、個人から町内会学校
等の団体まで一般市民の見学を実施

【29年度実績】
見学者数：4,418
人
うち、小学生な
ど学校関係：926
人

8,100

　見学者数はコロナ前で
あった令和元年度の水準
に近い人数であり、学校
関係は令和元年度の人数
を上回っている。
　一方で、展示物の老朽
化も進んでおり、早朝の
見学も含め市場流通の実
際の現場を体感できるよ
う、より充実した見学内
容の検討を進めていく必
要がある。

【令和６年度６月末まで
の実績】
見学者数：1,102人
うち、小学生など学校関
係：564人

【令和６年度実績】
見学者数：3,792人
うち、小学生など学校関係：1,439人

9,306

　見学者数はコロナ前で
あった令和元年度よりも多
い人数となったが、展示物
の老朽化も進んでいること
から、市場流通の実際の現
場を体感できるよう、より
充実した見学内容の検討を
進めていく必要がある。

【令和７年度６月末までの実績】
見学者数：1,293人
うち、小学生など学校関係：751人

10,893

経）管理課

円山動物園教育
普及事業

2 5 11

環境教育の場として動物園を有効活
用するため小中学校の総合的な学習
時間の受け入れ、貸し出し用を含む
教材の開発・製作などを実施

小中学生を対象
とした、環境教
育、動物園の役
割紹介及びバッ
クヤードツアー
等を147件5,442
人に対し実施し
た。

2,367

引き続き対面での講座を
充実させるほか、小中学
校との連携授業など、よ
り深く効果的な学びの場
を提供していくことが重
要。

学習効果の定着を促すた
め、引き続きワークシー
トを活用した事前と事後
の学習にも力を入れ、自
ら考える力を養う取組を
進めていく。また、新施
設の公開に合わせて新た
な教育プログラムの開発
や教材の作成を実施す
る。

小中学生を対象とした環境教育、動物園の役割紹介及び飼育員や動物園獣医の
業務についての講座等を200件10,203人に対し実施した。

2,237

引き続き対面での講座を充
実させるほか、園内展示を
活用したプログラムなど、
より深く効果的な学びの場
を提供していくことが重
要。

学習効果の定着を促すため、引き続き対面での講座等を実施するほか、園内
展示を活用したプログラムやオンラインでの講座など、効果的な学びの場を
提供していく。

2,586

環）保全・教育推進課

水道記念館運営

2

市民と水道事業のコミュニケーショ
ンを育む接点となることを目指し、
水道の仕組みや水道と自然環境の関
わりを楽しく学ぶことができる参
加・体験型の展示室等の運営

隣接する藻岩浄
水場の見学ツ
アーを行い、浄
水過程に関する
展示等とリンク
させることによ
り、利用者の学
習効果をより一
層高める機会を
提供した。
【平成29年度実
績】
・来館者数：
110,356人
・藻岩浄水場見
学ツアー参加者
数：8,834人

69,271

令和５年度はコロナ以前
と同水準の運営を行い、
来館者数は戻りつつある
が、平成29年度に比べる
と減少している。屋外を
中心とした大型イベント
（夏季・秋季計４日間）
は天候に左右されやす
く、秋季は夏季に比べて
来場者数が大きく減少し
た。また、天候に左右さ
れにくい来館促進の取組
が必要であることから、
来館者により興味・関心
をもってもらえるような
イベントやPRを行う必要
がある。

隣接する藻岩浄水場の見
学ツアーを行い、浄水過
程に関する展示等とリン
クさせることにより、利
用者の学習効果をより一
層高める機会を提供す
る。また、夏季、秋季の
大型イベントの他、より
多くの人に水道事業に興
味・関心をもってもらえ
るようミニイベントを開
催する。
さらに水道局オリジナル
カード「WAPICA」を水道
記念館で月替わりで配布
することにより、水道事
業に興味・関心が少ない
層にも水道事業に触れて
いただく機会をもつとと
もに、来館促進や水道事
業のPRに繋げる。

Ｒ６年度は第１次札幌水道ビジョンの目標値である年間12万人の来館に向け、
下水道科学館や中央図書館との共同イベント、水道にちなんだ工作会など、ミ
ニイベントを多く開催した。その他、水道局オリジナルカード「ＷＡＰＩＣ
Ａ」の常設配布を行い、来館者数は前年度と同水準となった。
また、隣接する藻岩浄水場の見学ツアーを行い、浄水過程に関する展示等とリ
ンクさせることにより、利用者の学習効果をより一層高める機会を提供した。

【令和６年度実績】
・来場者数：96,473人
・開館期間：4/13～11/15

91,629

一部展示物は設置から約20
年が経過しており、老朽化
や陳腐化が進んでいること
が課題となっている。
第２次札幌水道ビジョンで
は令和16年度末までに累計
来館者数250万人達成を目
標としており（令和６年度
末の累計来館者数は約147
万人）、今後もより多くの
人に来館してもらうため、
一部展示物の更新による施
設の魅力向上が必要となっ
ている。

123,085

水）企画課

火災予防推進事
業
（１）少年消防
クラブ
（２）教えて！
ファイヤーマン
事業
（３）ジュニア
防火防災スクー
ル
（４）インター
ンシップ受け入
れ

2 5

（１）防火・防災教育を通じて団体
活動による連帯意識を養い、将来の
地域の防火・防災活動の担い手とし
ての基礎を築くことを目的として小
学生、中学生及び高校生を対象に活
動を実施
（２）地域の防災力の向上のため、
全市の小学校３年生の社会科単元授
業において、講師として消防職員が
教壇に立ち、体験型の授業を行い、
体験を通じた基礎的な防火・防災教
育を実施
（３）心身ともに発達した中学生が
体験を通じ自助・共助の精神を学
び、災害に直面した時に自らの身の
安全を確保する能力と、災害時の初
期消火、負傷者の搬送や救命処置な
ど、大人と同等の対応能力を高める
ため、より「実践」を意識した体験
型の活動支援教育を実施し、地域に
おける防火・防災の担い手を育成
（４）将来の生き方や進路について
考えさせるという学校側からの依頼
に基づいた職場体験学習を通じ、防
火・防災教育の一環として、災害能
力の向上及び地域貢献意識の醸成を
図ることを目的に実施

2,388

なし 昨年度と同様に実施予
定。

⑴小学生～高校生が加入している少年消防クラブにて、防火研修会、防火パト
ロール、老人ホーム等の慰問などの活動を実施。
延べ回数：104

⑵市内の小学校へ職員が出向し、消防のしごとについて体験型の授業を行う
「教えて！ファイヤーマン」を実施。
延べ回数：200

⑶市内の中学校へ職員が出向し、防火防災について、体験型の授業を行う
「ジュニア防火防災スクール」を実施。
延べ回数：42

(4)中学校18校、高等学校4校に対して、インターンシップの受け入れを行っ
た。

3,259

なし 令和６年度末をもって、（３）ジュニア防火防災スクールの事業が終了した
ことから実施しない。

2,967

消）予防課

地域学校協働活
動推進事業
（旧）サッポロ
サタデースクー
ル事業
（再掲:134、162
、169、209、224
）

2 8 19 11 12 22

子どもたちを対象に地域の力を生か
した多様な学びや体験の機会を提供
するとともに、活動を通じて地域と
学校の持続可能な連携・協働の体制
づくりを支援し、地域全体で子ども
を育てる環境を醸成

30の小中学校
（小23、中7）
で、地域の多様
な経験や技能を
持つ人材・企業
等の豊かな社会
資源を活用した
プログラムを228
回実施し、延べ
12,763人の児童
生徒が参加し
た。

7,007

コミュニティ・スクール
の導入に合わせて、本事
業の全市的な展開を目指
し、実施校の更なる拡大
が必要。研修等の機会を
通じて事業の活用につい
て普及啓発を図る必要が
ある。

引き続き子どもたちを対
象に多様な学びや体験の
機会を提供するととも
に、活動の中核を担う
コーディネーターとして
地域学校協働活動推進員
の配置を進めるなど、地
域と学校の持続可能な連
携・協働の体制づくりを
支援する。
　

12,331

　コミュニティ・スクール
の導入に合わせて、本事業
の全市的な展開を目指し、
実施校を更に拡大するた
め、研修等の機会を通じて
事業の活用について普及啓
発を図る必要がある。ま
た、推進員間のノウハウや
取組事例を共有することに
より、推進員の育成及び持
続可能な体制づくりを進め
る必要がある。

　引き続き子どもたちを対象に多様な学びや体験の機会を提供するととも
に、従来の地域コーディネーターを地域学校協働活動推進員へ切り替え、配
置拡大を進めることにより、地域と学校の連携・協働の体制づくりを支援し
ていく。また、推進員やコーディネーターを対象に情報交流会を実施し、
各々の経験や活動事例の共有、横のつながりの形成に向けた支援を行うこと
で、持続可能な体制づくりを進めていく。

30,555

教）生涯学習推進課
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→
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〇

一部展示物の更新のため、令和７年度に展示物等設計業務を委託予定
であり、公募型企画競争により契約候補者の選定を行った。（令和８
年度に製作業務を委託し、令和９年度から新展示を公開予定。）
また、夏季・秋季の大型イベントに加え、より多くの人に水道事業へ
の興味・関心をもってもらえるようミニイベントを開催し、効果的な
来館促進を行う。
さらに夏季・秋季イベントや夏休み期間中に、水道水とミネラル
ウォーターの飲み比べを行う「きき水体験」を実施し、水道水のおい
しさを実感してもらい、札幌水道の取組に関心を持ってもらう。
水道局オリジナルカード「WAPICA」の常設配布も継続し、水道事業に
興味・関心が少ない層にも水道事業に触れていただく機会をもつとと
もに、来館促進や水道事業のPRに繋げる。

(1)  少年消防
クラブ
　   市内の49
クラブが、防火
研修会、防火パ
   トロール、
老人ホーム等の
慰問等の活動を
　 461回実施し
た。

(2)  教えて！
ファイヤーマン
事業
　   小学校204
校（私立、国立
等を含む)中、
   204校で実施
した。

(3)  ジュニア
防火防災スクー
ル
　   中学校106
校（私立、国立
を含む）中、
   101校で実施
した。

(4)  インター
ンシップ受け入
れ
　   中学校42
校、高等学校10
校に対して実施
   した。

　48校44地域学校協働本部にて子どもたちに学びや体験の機会等を提供
し、子どもの年間延べ参加者数が47,000人を超えるなど、平成26年度の
事業発足以降、過去最大の実施校数及び参加者数となった。また、本年
度より、学校と地域のコーディネート機能強化や教職員の負担軽減を目
的に、実施校の内10校をモデルとし、従来の地域コーディネーターから
地域学校協働活動推進員への切替を実施（小７校、中３校）。地域と学
校の連携・協働の体制づくりを支援した。



33

34

35

36

37

38

39

林間学校

2 1 8 22

青少年山の家を会場として、小学生
を対象に野外炊事やスノーシューハ
イキングなどの季節に応じた野外活
動の機会を提供

※令和元年度以前は中学生までを対
象に、学校やその他の野外教育施設
を会場に実施していた。

【夏季】4会場11
コース、参加者
数722人（応募者
数790人）
【冬季】2会場9
コース、参加者
数432人（応募者
数451人）

3,650

・新たな組織体制による
運営スキームの確立
・学校教育への成果還元
の推進

・夏季林間学校
　期間：7/27(土)～29
（月）
　会場・コース：青少年
山の家（1・2年生、3・4
年生、5・6年生）※1・2
年生は日帰り、3・4、5・
6年生コースは宿泊
　定員：200人

・冬季林間学校（小学生
対象）
　期間：1/5(日)～6
（月）
　会場・コース：青少年
山の家（1・2年生、3・4
年生、5・6年生）※1・2
年生は日帰り、3・4、5・
6年生コースは宿泊
　定員：200人

248

・学校教育への成果還元の
推進

・夏季林間学校（小学生対象）
　期間：7/27（日）～7/29（火）
　会場：青少年山の家
　コース：１・２年生（日帰り）、３・４年生（宿泊）、５・６年生（宿
泊）
　定員：200人

・冬季林間学校（小学生対象）
　期間：1/10（土）～1/12（月）
　会場：青少年山の家
　コース：１・２年生（日帰り）、３・４年生（宿泊）、５・６年生（宿
泊）
　定員：200人

300

教）生涯学習推進課

青少年山の家運
営

2 8

野外活動の普及振興を図る拠点施設
として、定員400人の大型宿泊施設
を運営し、各学校の宿泊学習や、一
般団体の研修等を受入れ。また、周
囲の広大な自然環境を生かした、体
験活動に関する多様なプログラムや
事業を実施

実利用者数：
46,639人
利用団体数：802
団体

130,612

・閑散期である 11 月～
12 月の利用促進

・社会情勢や利用者ニー
ズを的確に把握し、利用
者にとってより良い施設
運営を行う。
・学校団体の利用におい
ては、教育目標を達成す
るための効果的なプログ
ラムについ
て、引き続き学校と連携
しながら検討・提案を行
う。
・事業実施については、
他団体との連携強化も意
識しつつ取り組んでい
く。

・利用団体数：691団体
・利用人数：36,098人

131,617

・閑散期である11月～12月
の利用促進（新規利用団体
の確保）

・社会情勢や利用者ニーズを的確に把握し、利用者にとってより良い施設運
営を行う。
・学校団体の利用においては、教育目標を達成するための効果的なプログラ
ムについ
て、引き続き学校と連携しながら検討・提案を行う。
・新規利用団体の確保については、ターゲット層を明確にし、それぞれの団
体に対する効果的なアプローチ方法を検討する。

139,033

教）生涯学習推進課

学校図書館ボラ
ンティア派遣事
業

2

全中学校及び地域開放図書館が設置
されていない小学校に対して学校図
書館ボランティアを派遣。
中学校においては平成27年度から学
校図書館司書の配置に合わせて配置
校を順次削減。令和２年度から学校
司書が全校に配置されたため、ボラ
ンティアの派遣は終了。

5,338

３次構想を踏まえ、生涯
にわたる学びの基盤であ
る読書の充実のために、
学校図書館ボランティア
の人材確保や研修等をよ
り工夫していく必要があ
る。

地域開放図書館が設置さ
れていない小学校に対し
て、事業を継続するとと
もに、児童の読書活動の
一層の充実のため、学校
との連携を深めながら貸
出・返却業務（補助）、
環境整備、読み聞かせ等
の事業実施を図ってい
く。
【令和６年度実施予定】
・実施校数：72校程度
（小学校、夜間中学校の
み）

児童・生徒の読書活動の充実に向け、地域開放図書館が設置されていない小学
校及び夜間中学校に対して、貸出・返却業務、環境整備、読み聞かせ等を行う
ことを目的として学校図書館ボランティアを派遣した。

2,048

３次構想を踏まえ、生涯に
わたる学びの基盤である読
書の充実のために、学校図
書館ボランティアの人材確
保や研修等をより工夫して
いく必要がある。

地域開放図書館が設置されていない小学校、義務教育学校及び夜間中学校に
対して、事業を継続するとともに、児童の読書活動の一層の充実のため、学
校との連携を深めながら貸出・返却業務（補助）、環境整備、読み聞かせ等
の事業実施を図っていく。
【令和７年度実施予定】
・実施校数：72校程度（小学校、義務教育学校、夜間中学校）

2,920

教）教育課程担当課

運動部活動にお
ける外部人材の
活用

2 6

中学校における運動部活動の充実を
図るため、各学校の状況に応じて外
部人材を活用することができる体制
を構築

17,376

部活動指導員について
は、学校から高いニーズ
があり、学校の要請に応
じられていない実態があ
るため、今後更に増員し
ていくことが必要。

令和６年度は、部活動指
導員の人数を83名に増員
し、各学校に配置すると
ともに、特別外部指導者
について32名を配置予
定。

令和６年度は、学校の要請に応じて部活動指導員83名を配置するとともに、特
別外部指導者を32名を配置した。また、特別外部指導者及び外部指導者の傷害
保険にも加入。
なお、部活動の地域移行に向けて、スポーツ庁・文化庁の委託を受けて、モデ
ル事業（休日の部活動の管理運営を外部に委託するなど）を実施するなど検討
を進めている。

83,172

部活動指導員については、
学校から高いニーズがあ
り、学校の要請に応じられ
ていない実態があるため、
今後更に増員していくこと
が必要。

令和７年度は、部活動指導員の人数を107名に増員し、各学校に配置すると
ともに、特別外部指導者について57名を配置予定。（中学50名、高校7名）

149,000

教）児童生徒担当課

読書チャレン
ジ・子どもの読
書活動推進事業

2 1 12 20

家庭・地域、図書館、学校等が相互
に連携協力して、総合的に子どもの
読書活動の普及・啓発を推進。家庭
での読書活動の普及・啓発に資する
イベント等を実施

6,480

本に関心のない生徒や図
書館に来たことがない生
徒にも本や図書館に興味
を持ってもらえるよう、
イベントの内容を工夫す
る必要がある。

・図書館デビュー
・文字・活字文化の日記
念講演会
・小中学生向けキャリア
教育
・児童向け行事
・特色ある図書館活用取
組発表
・読書ノートの作成、配
布及びこども館長の取り
組みの実施

「さっぽろ読書・図書館プラン20222」の施策16「子どもが読書に関心を持てる
働きかけ」の一環として、読書に関心の薄い子どもや図書館に来たことがない
子どもにも読書や図書館に興味を持ってもらえるよう、下記のイベント等を企
画・実施した。令和６年度は図書館に実際に来てもらうきっかけ作りとして、
来館型イベントを実施した。

【令和６年度実績】
・図書館デビュー(計20回、967名参加)
・小中学生向けキャリア教育事業（計４校、245名参加）
・特色ある図書館活用取組発表（計５校）
・文字・活字文化の日記念講演会（計１回、75名参加）
・小学生向け来館型イベント（計１回、63名参加）
・中高生向け来館型イベント（計１回、14名参加）
・学校司書向け研修（計１回、83名参加）
・一般市民向け講座（計１回、45名参加）

6,028

普段図書館に来ない子ども
や読書習慣がない子どもに
対するアプローチや取り組
みを充実させるとともに、
読書習慣のない層に読書へ
の興味関心を喚起するよう
な行事を実施する必要があ
る。

「さっぽろ読書・図書館プラン20222」の施策16「子どもが読書に関心を持
てる働きかけ」の一環として、読書に関心の薄い子どもや図書館に来たこと
がない子どもにも読書や図書館に興味を持ってもらえるよう、下記のイベン
ト等を企画・実施予定。令和７年度は参加者数が限定的だった来館型イベン
トの実施を見直し、より多くの参加者数が見込めるPOPコンテストを実施す
る。

・図書館デビュー
・小中学生向け読書活動推進事業
・特色ある図書館活用取組発表
・文字・活字文化の日記念講演会
・学校司書向け研修
・一般市民向け講座
・POPコンテスト　　等

6,000

教）利用サービス課

ものづくりkids
拠点構築事業

2

地域の子どもたち（主に小学生）
が、日常的に、ものづくりのプロの
指導の下、色々な工作機械や工具、
材料を使って自由にものづくりがで
きる体験型の拠点を構築・運営す
る。

-

若年層のものづくり離れ
が進む中、ものづくりに
興味を持つきっかけとな
るよう、日常的にものづ
くりに触れられる機会を
創出する必要がある。

株式会社Will-Eに拠点構
築・運営を委託予定。
さっぽろ産業振興セン
ターにて、計20回実施予
定。

株式会社Will-Eに拠点構築・運営を委託。7月～3月の間、札幌市産業振興セン
ターにて計20回開催。290名の子どもが来場した。

3,017

若年層のものづくり離れが
進む中、ものづくりに興味
を持つきっかけとなるよ
う、日常的にものづくりに
触れられる機会を創出する
必要がある。

株式会社Will-Eに拠点構築・運営を委託予定。さっぽろ産業振興センターに
て、計20回実施予定。

3,050

経）産業振興課

子どもの職業体
験事業

2

子どもが将来への夢を描けるよう、
小学校高学年を対象として、働く大
人、社会や職業に関わる様々な現場
に直接触れることのできる企業訪問
型の職業体験事業を実施。

（R6新規） （R6新
規）

市内の小学5・6年生250名
を対象に、子どもに人気
の分野、人材不足が懸念
される分野、今後の産業
構造の変化を見据えた最
先端分野など25種類の職
業体験プログラムを小学
校の冬休み期間中に実施
する。

小学校の冬季休業中に、28種類の職業体験プログラムを実施し、市内の小学
５・６年生243名が参加した。

6,270

参加者が将来の夢や仕事の
大切さについて考える機会
となる体験プログラム内容
とすること。

市内の小学5・6年生300名を対象に、子どもに人気の分野、人材不足が懸念
される分野、今後の産業構造の変化を見据えた最先端分野など30種類程度の
職業体験プログラムを小学校の冬休み期間中に実施する。

6,300

子）子どもの権利推進課

学校図書館司書
や地域開放図書
館が設置されて
いない小中学校
に対して、主に
貸出・返却業務
（補助）、環境
整備、読み聞か
せ等の業務をす
ることを目的と
して、学校図書
館終ボランティ
アを派遣した。
【平成29年度実
績】
・実施校数：154
校
・体験児童生徒
数：65,867名

平成29年度は、
外部顧問（部活
動指導員）を９
校９名に派遣
し、運動部活動
９部の活動を継
続させることが
できた。また、
特別外部指導者
45名の配置によ
り、運動部活動
45部の活動を継
続もしくは充実
させることがで
きた。また、外
部顧問、特別外
部指導者に外部
指導者を加えた
方々の保険の加
入により、外部
人材の方々に安
心して指導して
いただく環境を
整備できた。

図書館デビュー
1,116名
進路探究オリエ
ンテーション2校
中・高生ビブリ
オバトル66名
絵本ふれあいセ
ミナー17名
読み聞かせ技術
講座101名
さっぽろ家庭読
書フォーラム76
名
「文字・活字文
化の日」記念講
演会90名

・夏季林間学校（小学生対象）
　期間：7/27（土）～7/29（月）
　会場：青少年山の家
　コース：１・２年生（日帰り）、３・４年生（宿泊）、５・６年生
（宿泊）
　定員：200人
　参加者：170人

・冬季林間学校（小学生対象）
　期間：1/5（日）～1/6（月）
　会場：青少年山の家
　コース：１・２年生（日帰り）、３・４年生（宿泊）、５・６年生
（宿泊）
　定員：200人
　参加者：191人

その他、学校教育への成果還元を目的に、小学校の宿泊学習向けプログ
ラム資料を作成し、各学校へ提供した。

―

―

→

↑

→

↑

―

〇

〇

〇

◎

〇

〇

〇
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41

42

こども本の森札
幌・北大開設準
備（再掲219、
226）

「こども本の森札幌・北大」の運営
に参画する。

43

44

45

札幌市交通資料
館の運営
（再掲54、138、
194）

2 3 8

令和６年５月、市営交通の歴史を発
信する札幌市交通資料館をリニュー
アルオープン。学びと体験の場を創
出し、市営交通の興味関心の向上を
図っていく。

（R6新規） （R6新
規）

施設の管理・運営のほ
か、来館者促進に資する
イベント等を実施予定。

令和６年５月１日のリニューアルオープン以降、夏休み企画やコンサートなど
の各種イベントを実施し、９月に開催した交通資料館まつりでは、イベント１
日で約2,000人が来場した。
また、定期的な展示物の入れ替えや車両の開放を実施するなど、来館者の増加
に繋がる様々な工夫を行うとともに、市営交通に対する興味関心の向上に努め
た。
【令和６年度実績】
・来館者数：37,781人
・開館期間：5/1～10/31

13,336 13,337

交）総務課

チャレンジ自然
体験（再掲15）

2 1

困りや悩みを抱えた子どもたちに自
然や他者と触れ合う体験プログラム
を提供

（R6新規） （R6新
規）

不登校等により教育支援
センターを利用している
小中学生を対象に体験プ
ログラムを提供する。

【令和６年度実施予定】
・実施回数：年２回×教
育支援センター２か所
・定員：教育支援セン
ター１か所につき10名程
度

教育支援センターを利用している小中学生を対象に、秋季は「自然への親し
み」をテーマに、公園の葉っぱを使ったレクリエーションなどを実施。冬季は
「仲間同士の関わり」をテーマに、チームで協力しながら雪積み競争などを実
施した。

【令和６年度実績】
・教育委支援センター宮の沢
　実施日：①10/29、②2/17
　申込者：①10名、②11名

・教育支援センター白石
　実施日：①10/30、②2/18
　申込者：①８名、②８名

3,549

・他部局や他機関との連携
体制の構築
・対象となる子どもたちの
状況に合わせた活動プログ
ラムの開発

教育支援センターを利用している小中学生を対象に体験プログラムを提供す
る。

【令和７年度実施予定】
・実施回数：年２回×教育支援センター３か所
・定員：教育支援センター１か所につき10名程度

教）生涯学習推進課

2 20 22

子どもの自主的な読書活動の推進と
未来を担う人材の育成のため、建築
家の安藤忠雄氏が北海道大学に建
築・寄附する子ども向け図書施設

（R6新規） （R6新
規）

開設に向けて、運営の方
向性を定める基本方針の
策定や、寄附金募集、施
設の周知のための広報活
動を実施する。

・運営に関する方向性を定めるための「（仮称）こども本の森」基本方針を、
パブリックコメント・キッズコメントによる意見募集を踏まえて、令和７年２
月に策定した。基本方針では、この施設を読書離れが進む小・中学生に対して
読書に対する興味・関心を引き出す取組を行う、新たな市立図書館として設置
することや、北海道大学の構内に立地するという独自性を活かした取組などに
ついてまとめている。
・令和６年12月から、ふるさと納税等を活用した寄附金の募集を開始した。募
集した寄附金は施設の運営経費などに活用する。

11,255

策定した基本方針をもと
に、施設の設置目的である
子どもの自主的な読書活動
推進のための取組を検討
し、実施する必要がある。

開館に向けて、令和８年度から施設を運営する指定管理者を選定する他、子
どもの読書への興味・関心を引き出す本の選書や、蔵書として活用する寄贈
本の募集、クラウドファンディング等も活用した寄附金の募集を行う。

33,000

教）事業推進担当課

未来へつなぐ笑
顔のまちづくり
活動推進事業

3 8 13

区や地域の特性を活かした笑顔があ
ふれるまちづくり活動を推進するた
め、将来を見据えた地域課題の解決
や新たなネットワーク構築に資する
事業など、「徹底した地域主義」に
基づく様々な事業を通じて、市民の
主体的なまちづくり活動を支援

345,004

地域課題の解決に向け
て、コロナ禍前の事業実
施や、より効果的な予算
執行ができるよう、区の
要望を踏まえて運用の検
討を行う。

引き続き、地域の課題や
ニーズに基づき、市民の
参加により行われるまち
づくり活動に対し、各区
の裁量による支援を行
う。

地域の課題やニーズに基づき、市民の参加により行われるまちづくり活動に対
し、各区の裁量により支援を行った。
【令和６年度実績】
・実施事業数：962件
・参加者数：1,154,279人（延べ）
・参加団体数：5,751団体（延べ）
なお、実施事業のうち、町内会をはじめとする住民組織等の主催事業が46％（
444件）、区との共催事業が33％（321件）で、合わせると79％（765件）の事業
が住民主体で実施された。

339,185

地域課題の解決に向けて、
コロナ禍前の事業実施や、
より効果的な予算執行がで
きるよう、区の要望を踏ま
えて運用の検討を行う。

引き続き、地域の課題やニーズに基づき、市民の参加により行われるまちづ
くり活動に対し、各区の裁量による支援を行う。

362,400

市）市民自治推進課

市民活動サポー
トセンター運営

3

市民活動団体を支援する、研修学習
機能。市民活動入門、運営（広報、
会計、ファンドレイジング）などに
関する講座の開催等

28,881

市民活動を行っている
方、関心がある方のニー
ズを踏まえた内容の講座
の実施を継続するととも
に、その時々のニーズを
踏まえた対応に努め、若
者を対象にした講座を充
実させるなど、市民活動
に触れるきっかけづくり
を推進していく必要があ
る。

指定管理者により、市民
活動のスタートアップ支
援や市民活動団体の活動
の発展を目的とした講座
を実施する。引き続き、
市民活動を知るきっかけ
づくりに取り組むととも
に、若者を対象にした出
前授業、体験講座等を通
して市民活動の普及啓発
を図る。
【令和６年度実施予定】
・実施回数：11回程度

指定管理者により、市民活動のスタートアップ支援や市民活動団体の活動の発
展を目的とした講座を実施した。また、市民活動を知るきっかけづくりに取り
組むとともに、若者を対象にした出前授業、体験講座等を通して市民活動への
関心を持ってもらう機会を提供できた。
【令和６年度実施実績】
・実施回数：11回

34,135

市民活動を行っている方、
関心がある方のニーズを踏
まえた内容の講座の実施を
継続するとともに、その
時々のニーズを踏まえた対
応に努め、若者を対象にし
た講座を充実させるなど、
市民活動に触れるきっかけ
づくりを引き続き推進して
いく必要がある。

指定管理者により、市民活動のスタートアップ支援や市民活動団体の活動の
発展を目的とした講座を実施する。引き続き、市民活動を知るきっかけづく
りに取り組むとともに、若者を対象にした出前授業、体験講座等を通して市
民活動の普及啓発を図る。
【令和７年度実施予定】
・実施回数：11回程度

33,821

市）市民自治推進課

女性向けキャリ
ア支援事業

3 10 11

創業を目指す女性の活躍を後押しす
るため、男女共同参画センターで実
施している女性向けコワーキングス
ペースを設置するほか、女性の起
業・就業への取組を行うコミュニ
ティ形成の支援

男女共同参画セ
ンター内に女性
向けコワーキン
グスペースを設
置・運営し、起
業・就業を目指
す女性の自由な
コミュニティ形
成を支援した。
【平成29年度実
績】
コワーキングス
ペース登録者数
：1,056人（Ｈ
30.3.31時点）

2,591

リラコワの運営を契機と
して、男女共同参画セン
ターが女性起業家を支援
するネットワーク構築の
支援拠点となりつつある
が、さらに一歩進んだ支
援を行うためにはロール
モデルや事例づくりが求
められるようになってい
る。

男女共同参画センター内
にて女性向けコワーキン
グスペース「リラコワ」
を運営し、起業や副業な
ど多様かつ柔軟な働き方
を支援するプラット
フォームとして自由なコ
ミュニティ形成を支援す
る。

男女共同参画センター内にて女性向けコワーキングスペース「リラコワ」を運
営し、起業や副業など多様かつ柔軟な働き方を支援するプラットフォームとし
て自由なコミュニティ形成を支援した。

（指定管理業
務のため伐出

不可）

リラコワの運営を契機とし
て、男女共同参画センター
が女性起業家を支援する
ネットワーク構築の支援拠
点となりつつあるが、さら
に一歩進んだ支援を行うた
めにはロールモデルや事例
づくりが求められるように
なっている。

男女共同参画センター内にて女性向けコワーキングスペース「リラコワ」を
運営し、起業や副業など多様かつ柔軟な働き方を支援するプラットフォーム
として自由なコミュニティ形成を支援する。

（指定管理
業務のため
伐出不可）

市）男女共同参画課

 当事業で1,446
事業を実施し、
個人：1,908,360
人、団体：6,246
団体（延べ実
績）の参加が
あった。
　実施事業のう
ち、町内会をは
じめとした住民
組織やボラン
ティア団体、PTA
などが主体と
なって実施され
ている事業が
30.2％（437
件）、区との共
催事業が26.1％
（377件）で、合
わせると56.3％
となっており、
約6割の事業が住
民参加で実施さ
れた。

NPOはじめて講
座、NPO法人設立
講座などのス
タートアップ支
援に関する内容
や、NPOマネジメ
ント講座（広
報、会計、ファ
ンドレイジング
等）など市民活
動団体の運営に
関する講座や、
子ども・若者・
シニア層を対象
とした市民活動
の普及啓発や参
加促進を目的と
した体験型・出
前型の講座を実
施した。
【平成29年度実
績】
・実施回数：17
回
・参加者数：延
べ344人

―

―

―
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→

→
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　今後も来館者数の維
持・増加のため、展示物
の工夫やイベントの開催
等、来館者促進策を継続
的に講じていく必要があ
る。

　令和７年度からは屋外に新たな展示車両を設置し、定期的に車内の
開放を行っている。また、屋内への新たな展示物の設置や各種イベン
トの開催を予定しており、より多くの人に市営交通に興味関心を持っ
てもらえるよう取り組んでいく。さらに冬季の閉館期間にコンサート
を開催するなど、普段市営交通に接する機会が少ない層に対しても交
通事業に触れていただく機会を創出し、来館促進や市営交通のPRに繋
げていく。
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地域共生医療推
進事業

3 10

（１）在宅医療を担う人材の育成
（医師向け研修、歯科医師向け研
修、薬剤師向け研修、看護職向け研
修）
（２）地域住民への普及啓発（市民
向け講演会等の開催）
（３）主治医をサポートするグルー
プ診療体制の構築
（４）在宅医療に関する相談窓口の
設置・運営

25,543
（No.190
の看護職
復職支援
講習会を
含む）

なし 令和5年度と同等程度の回
数を継続予定

医師：16回（受講者数879人）、看護師：8回（受講者数247人）、
歯科医師：2回（受講者数287人）、薬剤師：2回（受講者数237人）

（1）医師向け研修16回（参加者数1,042人）、歯科医師向け研修2回（参加者数
287人）、薬剤師向け研修2回（参加者数237人）看護職向け研修8回（247人）実
施
（2）市民向け講演会2回実施（参加者数158人）
（3）市内10区で区ごとにグループ診療体制を運用

26,203
（No.187の看
護職復職支援
講習会を含

む）

特になし。 （１）在宅医療を担う人材の育成（医師向け研修、歯科医師向け研修、薬剤
師向け研修、看護職向け研修）
（２）地域住民への普及啓発（市民向け講演会等の開催）
（３）主治医をサポートするグループ診療体制の構築
（４）在宅医療連携拠点の運営

92,000

保）医療政策課

市民モニター事
業

3

30名のモニター
から352件の報
告。

91

見学等受入先の確保。 令和６年度は30名の市民
にモニターを委嘱してお
り、併せて研修会を実施
した。６月、９月及び１
２月に委嘱した市民に販
売店等の調査を行っても
らい、報告を受ける予
定。

30名のモニターから237件の報告。

66

満足度向上のための取組 令和７年度は28名の市民にモニターを委嘱しており、併せて研修会を実施し
た。６月、９月及び１２月に委嘱した市民に販売店等の調査を行ってもら
い、報告を受ける予定。

90

保）食の安全推進課

若者支援施設運
営

3

若者の社会的自立を総合的に支援す
ることを目的とした、若者支援総合
センター及び若者活動センター４館
の運営管理

登録若者人数は
若者支援施設５
館計で14,113
人、年間延べ利
用人数は5館計で
232,716人であ
り、いずれも前
年度を上回る利
用者となってい
る。また、相談
事業については
年間延べ5,616件
の相談に対応
し、自立支援事
業登録者354人の
うち194人が進路
決定に至ってい
る。

181,351

前年比で年間延べ利用人
数等は増加したが、いま
だコロナ禍前の水準には
回復していないことか
ら、引き続き積極的な広
報活動等を実施してい
く。

同程度の事業規模で継続
実施予定

登録若者人数は若者支援施設５館計で14,776人、年間延べ利用人数は５館計で
272,168人であった。また、相談事業については年間延べ7,513件の相談に対応
し、新規自立支援事業登録者が310人、進路決定者が199人だった。

199,224

年間延べ利用人数が概ねコ
ロナ禍前の水準まで回復し
てきているものの、若者支
援施設の存在を知らない若
者も多くいるため、引き続
き積極的な広報活動等を実
施していく。

同程度の事業規模で継続実施予定

203,722

子）子どものくらし・若者支援担当課

社会体験機会創
出事業

3 9

ひきこもりやニート等困難を有する
若者の職場体験やボランティア体験
等の受入先となる企業の開拓等を実
施

2,797

前年比で社会体験機会事
業参加者は減少している
ため、引き続き積極的な
広報活動や協力企業の開
拓を実施していく。

同程度の事業規模で継続
実施予定

専任の企業開拓員が企業等を訪問し、若者の職業体験を受け入れてもらえるよ
う積極的な勧誘活動を行うことで、令和６年度は48の協力企業・団体等を開拓
し、困難を有する若者延べ858人に社会体験機会を提供した。

（番号48：若
者支援施設運
営含まれるた
め抜出不可）

同程度の事業規模で継続実施予定

（番号48：
若者支援施
設運営含ま
れるため抜
出不可）

子）子どものくらし・若者支援担当課

3 9 15

働き続けることを望む女性が結婚・
出産を機に仕事を辞めてしまうこと
がないよう、女性社員向けに各種セ
ミナーを実施するとともに、企業向
けにも、女性の仕事と子育ての両立
に向けた集合型・出前型のセミナー
開催

12,960

誰もが活躍できる多様な
職場環境づくりの実現に
向け、人材確保対策をよ
り充実させる必要があ
る。

①テレワーク導入補助金
・通常申請枠…補助率：
2/3、上限額：40万円、交
付枠：20件
・専門家派遣枠…補助率
：2/3、上限額：60万円、
交付枠：40件
②セミナー：30回開催
③出前講座：10社
④コンサルティング支援
：40社
⑤事例集：1,500冊発行
⑥好事例発表会
⑦求人情報発信補助金…
補助率：1/2、上限額：15
万円、交付枠：46件程度

①テレワーク導入補助金
・通常申請枠…補助率：2/3、上限額：40万円、交付件数：20件
・専門家派遣枠…補助率：2/3、上限額：60万円、交付件数：35件
②セミナー：30回開催、546社、621人参加
③出前講座：10社、227人参加
④コンサルティング支援：40社、296回派遣、583時間実施
⑤事例集：1,500冊発行
⑥好事例発表会
⑦求人情報発信補助金…補助率：1/2、上限額：15万円、交付件数：44件

86,353

誰もが活躍できる多様な職
場環境づくりの実現に向
け、人材確保対策の取組を
より充実させる必要があ
る。

①テレワーク導入補助金
・通常申請枠…補助率：2/3、上限額：40万円、交付枠：10件
・専門家派遣枠…補助率：2/3、上限額：60万円、交付枠：10件
②セミナー：30回開催
③出前講座：10社
④コンサルティング支援：40社
⑤事例集：1,500冊発行
⑥好事例発表会
⑦求人情報発信補助金…補助率：1/2、上限額：15万円、交付枠：100件

104,000

経）雇用労働課

就職支援事業に
おける職場定着
調査業務
（旧：若年層職
場定着支援事
業）

3 10

若年層を対象とした各種就職支援事
業参加者の職場定着状況等を調査

若手社員向け講
演会　1回
若手社員向け研
修、人事・人材
担当者向け研
修、若手社員及
び人事・人材担
当者向け研修、
内定者向け研修
　7回

4,990

本事業により得られた調
査結果を今後の事業構築
に反映させることが必要
となる。

過去に若者就職支援に係
る事業に参加した者及び
企業に対し、職場定着等
の調査を実施する。

■定着調査結果（調査回答者のうち、事業を通じて正社員就職した企業に、３
年間正社員として働き続けている人の割合）
・令和３年度ワークトライアル事業
　51.3％（39人中20人）

422

本事業により得られた調査
結果を今後の事業構築に反
映させることが必要とな
る。

過去に若者就職支援に係る事業に参加した者及び企業に対し、職場定着等の
調査を実施する。

1,800

経）雇用労働課

（1）医師向け研
修30回（参加者
数2417人）、歯
科医師向け研修2
回（参加者数85
人）、薬剤師向
け研修3回（参加
者数266人）看護
職向け研修4回（
151人）実施
（2）市民向け講
演会2回実施（参
加者数355人）
（3）市内10区で
区ごとにグルー
プ診療体制を運
用
（4）相談窓口を
開設

市民が「食」に関してどのようなこ
とに不安を感じているか、どのよう
な情報を求めているかなど市民目線
での意見を聴く機会を充実させるた
め、18歳以上の市民を対象に、普段
利用している店舗の衛生状態や食品
の表示などについて調査報告や意見
収集、研修や活動結果報告懇談会も
実施

専任の企業開拓
員が企業等を訪
問し、若者の職
業体験を受け入
れてもらえるよ
う積極的な勧誘
活動を行うこと
で、平成29年度
は36の協力企
業・団体等を開
拓し、困難を有
する若者延べ798
人に社会体験機
会を提供した。

女性社員向け啓
発ベント：1回実
施/89人参加
キャリアデザイ
ンセミナー
・働く女性向け
：9回実施／のべ
78人参加
・復職女性向け
：9回実施／のべ
115人参加
企業向けセミ
ナー
・企業向け集合
セミナー：6回実
施／のべ77人参
加
・出前講座：全
40社／のべ682人
参加

→

→

→

→

→
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働き方改革・
人材確保支援
事業（旧：働
き方改革推進
事業、女性活
躍に向けた働
き方改革サ
ポート事業、
女性社員の活
躍応援事業）
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さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:83、156
、176、182、189
、208、223）

3 10 19 13 15 22

まちづくりを担う人材などを育成す
るため、生涯学習センター等で学習
機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

ボランティア・
市民活動、まち
づくり等を促進
する「市民活動
系」、職業能力
の向上や産業育
成・活性化を促
進する「産業・
ビジネス系」、
生きがいづくり
につながる「文
化・教養系」の
３つの系を柱と
して幅広い分
野、レベルの講
座を実施した。
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
298講座
・受講者数：
5,223名

16,855千
円

３次構想の重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、講座数よりも、各
講座の企画内容の質をさ
らに高めていくことが求
められる。

指定管理業務であること
から、引き続き、指定管
理者に事業を継続させ
る。特に、重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく。

【令和６年度実施予定】
・実施予定講座数：184講
座
・受講者数目標：3,000名

３次構想の重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を
念頭に置いて講座を企画・実施した。
なお、指定管理業務仕様書で定められている実施講座数を満たしたうえで、講
座数を増やすことよりも講座一つひとつの内容の質を高める方向にシフトして
いるため、コロナ禍前と比べて講座数は減少している。

【令和６年度実績】
・実施講座数：207講座
・受講者数：3,829名

10,343

３次構想の重点施策である
施策の展開10「まちの活力
を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、各講座の企画内容の
質をさらに高めていくこと
が求められる。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続させる。
特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和７年度実施予定】
・実施予定講座数：186講座
・受講者数目標：3300名

11,125

教）生涯学習推進課

若者の社会的自
立促進事業

3

教育格差に起因する経済格差解消の
ため、高校中退者等に対し、高卒認
定資格取得及び再入学を目標とした
学習相談・学習支援を実施する。 ―

なし 同程度の事業規模で継続
実施予定

延べ299件の学習相談を実施し、48人が学習支援に参加、そのうち26名が高卒認
定試験に1科目以上合格し、うち14名が高卒認定資格を取得し就労・進学等への
ステップアップを果たした。

4,113

同程度の事業規模で継続実施予定

4,100

子）子どものくらし・若者支援担当課

札幌市交通資料
館の運営
（再掲40、138、
194）

3 2 8

令和６年５月、市営交通の歴史を発
信する札幌市交通資料館をリニュー
アルオープン。学びと体験の場を創
出し、市営交通の興味関心の向上を
図っていく。

（R6新規） （R6新
規）

施設の管理・運営のほ
か、来館者促進に資する
イベント等を実施予定。

13,336 13,337

交）総務課

自然体験活動
リーダー養成講
座（再掲16）

3 １

地域等における自然体験活動の担い
手を養成するため、18歳以上の市民
等を対象とした講座を実施

自然体験活動の基礎知識
や安全管理のほか、子ど
も向けイベントでの実践
など全６回の講座を実施
する。

【令和６年度実施予定】
・実施期間：９～３月の
間で全６回
・定員：20名程度

18歳以上の市民を対象に、９～３月の間で全６回の講座を実施。座学により基
礎知識を学んだほか、受講生同士で意見を出し合いながら作成した活動プログ
ラムをもとに、自然体験活動イベントを実施した。

【令和６年度実績】
・受講者数：10名 58

・野外教育の推進につなが
るような事業効果の検証及
びPR手法の検討

自然体験活動の基礎知識や安全管理のほか、子ども向けイベントでの実践な
ど全７回の講座を実施する。

【令和７年度実施予定】
・実施期間：９～２月の間で全７回
・定員：20名程度

教）生涯学習推進課

老人クラブ活動
費補助金

4 6

老人クラブを育成し、その健全な発
展を図るためクラブの活動費を補助

42,551

老人クラブのクラブ数・
会員数が近年減少傾向に
ある中で、新型コロナウ
イルスによる影響も重な
り、会員数・クラブ数の
減少が継続している。

老人クラブにおける会員
数及びクラブ数は減少傾
向にあるものの、ボラン
ティア活動や友愛活動な
どの「地域を豊かにする
社会活動」の平均活動回
数については増加傾向と
なっており、高齢者の社
会参加・生きがいづくり
に寄与していると考えら
れるため、引き続き事業
を継続する。

老人クラブ活動のうち、市長が適当と認める活動（ボランティア、友愛、ス
ポーツ健康増進、文化・教養・趣味、レクリエーション）について、活動費を
補助した。
なお、会員の減少や高齢化等を理由に解散するクラブが複数あり、会員数やク
ラブ数も減少する結果となったが、ボランティア活動や友愛活動などの「地域
を豊かにする社会活動」の平均参加者数については増加傾向となった。
【令和６年度実績】
・老人クラブ数：319クラブ
・老人クラブ会員数：15,991人

25,836

老人クラブのクラブ数・会
員数が近年減少傾向にある
中で、新型コロナウイルス
による影響も重なり、会員
数・クラブ数の減少が継続
している。

老人クラブにおける会員数及びクラブ数は減少傾向にあるものの、ボラン
ティア活動や友愛活動などの「地域を豊かにする社会活動」の平均参加者数
については増加傾向となっており、高齢者の社会参加・生きがいづくりに寄
与していると考えられるため、引き続き事業を継続する。
また、老人クラブの安定的な組織運営や活動の活成果に寄与する目的とし
て、地域要件および年齢要件の緩和、補助金額の見直し、世代間交流活動加
算の新設および補助対象経費の拡充を実施。

49,000

保）高齢福祉課

高齢者福祉バス
運営費補助金

4

高齢者福祉バス運営への補助（札幌
市社会福祉協議会が民間バスを借上
げ、高齢者団体の地域貢献活動、介
護予防活動などの利用に供している
もの）

29,204

バス事業者を取巻く状況
等から、例年どおりの事
業実施が困難であるた
め、事業のあり方につい
て実施主体の札幌市社会
福祉協議会と協議を行
う。

バスの運転手不足など、
バス事業者を取巻く状況
を理由に、令和６年度は
事業スキームを大幅に見
直し実施することとした
が、今後の事業の在り方
について検討を行う。

札幌市社会福祉協議会が実施する高齢者福祉バス（民間バスを借上げ、高齢者
団体の地域貢献活動、介護予防などの利用に供しているもの）の運営にかかる
経費を補助したが、バスの運転手不足など、バス事業者を取り巻く状況から事
業実施手法の大幅な変更を余儀なくされた結果、利用が大きく減少する結果と
なった。

【令和６年度実績】
・延べ利用団体数：38団体
・延べ利用台数：40台
・延べ利用人数：1,132人 5,801

バス事業者を取巻く状況が
短期間で改善する見通しが
ない。

令和６年度末をもって事業廃止。

0

保）高齢福祉課

老人クラブ活動
のうち市長が適
当と認める活動
（文化・教養・
趣味、レクリ
エーション、ス
ポーツ健康増
進、ボランティ
ア、友愛）に対
し、活動費を補
助した。
【平成29年度実
績】
・老人クラブ数
：450クラブ
・老人クラブ会
員数：26,509人

札幌市社会福祉
協議会が実施す
る高齢者福祉バ
ス（民間バスを
借上げ、高齢者
団体の地域貢献
活動、介護予防
などの利用に供
しているもの）
の運営にかかる
経費を補助し
た。
【平成29年度実
績】
・年間利用者数
：15,163人
・年間利用台数
：429台

↓
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令和６年５月１日のリニューアルオープン以降、夏休み企画やコンサー
トなどの各種イベントを実施し、９月に開催した交通資料館まつりで
は、イベント１日で約2,000人が来場した。
また、定期的な展示物の入れ替えや車両の開放を実施するなど、来館者
の増加に繋がる様々な工夫を行うとともに、市営交通に対する興味関心
の向上に努めた。
【令和６年度実績】
・来館者数：37,781人
・開館期間：5/1～10/31

　今後も来館者数の維
持・増加のため、展示物
の工夫やイベントの開催
等、来館者促進策を継続
的に講じていく必要があ
る。

　令和７年度からは屋外に新たな展示車両を設置し、定期的に車内の
開放を行っている。また、屋内への新たな展示物の設置や各種イベン
トの開催を予定しており、より多くの人に市営交通に興味関心を持っ
てもらえるよう取り組んでいく。さらに冬季の閉館期間にコンサート
を開催するなど、普段市営交通に接する機会が少ない層に対しても交
通事業に触れていただく機会を創出し、来館促進や市営交通のPRに繋
げていく。
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保養センター駒
岡運営

4 11

高齢者等の健康と福祉増進のため、
低廉で健全な保健休養の場及び世代
交流促進の場を提供することを目的
に、宿泊や日帰り利用（入浴やレス
トラン）、教養講座などを実施

86,732

新型コロナウイルス感染
症の影響を受け、令和２
年度以降、利用者安全確
保の観点から、一部縮小
や中止により事業を予定
どおり実施できておら
ず、著しく利用者が減少
した。
令和５年度はコロナ明け
で一部縮小・中止してい
た事業も再開していると
ころであり、利用者数も
回復傾向にあるが、いま
だ利用者はコロナ前まで
は戻っていないため、さ
らに利用を促進してくこ
とが求められる。

指定管理業務であること
から、引き続き、指定管
理者に事業を継続させ
る。３次構想の重点施策
である施策の展開４「高
齢期を豊かに過ごす学び
の充実」を念頭に置き、
高齢者の健康と福祉増進
のため、事業を継続す
る。
【令和６年度実施予定】
・宿泊利用者目標：
10,800人
・休憩利用者目標：
65,000人
・屋外施設利用者目標：
935人
・教養講座：12種
・相談受付件数目標：180
件
・各イベント等参加者目
標：4,310人

宿泊、休憩の保健休養の場を提供するとともに、健康や生きがいの増進を目的
とした教養講座や高齢者の健康・介護等に関する相談を実施した。また、高齢
者の社会参加の機会の創出や地域住民・他世代交流を促進するため、各種イベ
ント等を開催した。
なお、昨年度に比べ利用者は回復傾向にあるが、特に休憩の利用者については
コロナ禍以前の水準には達していない。

【令和６年度実績】
・宿泊利用者：11,016人
・休憩利用者：76,176人
・屋外施設利用者：1,224人
・教養講座延べ参加者：9,433人
・相談受付件数：136件
・各イベント等参加者：3,763人

82,306

令和６年度は、利用者数は
コロナ前の水準近くまで回
復しているが、さらに利用
を促進してくことが求めら
れる。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続させる。
３次構想の重点施策である施策の展開４「高齢期を豊かに過ごす学びの充
実」を念頭に置き、高齢者の健康と福祉増進のため、事業を継続する。
【令和６年度実施予定】
・宿泊利用者目標：11,000人
・休憩利用者目標：80,000人
・屋外施設利用者目標：440人
・教養講座：13種
・相談受付件数目標：100件
・各イベント等参加者目標：4,500人

129,657

保）高齢福祉課

おとしより憩の
家運営補助金

4 6

地域の高齢者が無料で利用できる
「おとしより憩の家」を運営基準に
基づき、自主的に運営している団体
に対して経費の一部を補助

21,350

他の高齢者向けサロン等
との役割分担などを踏ま
え、活動頻度や利用状況
を勘案しながら、より適
切な補助のあり方につい
て検討する必要がある。

一定の市民ニーズがあ
り、高齢者の生きがいづ
くりに寄与していると考
えられるため、引き続き
事業を継続するが、補助
のあり方について検討を
行う。

地域の高齢者が無料で利用できる「おとしより憩の家」について、運営基準に
基づき、自主的に運営している団体に対して経費の一部を補助した。
【令和６年度実績】
・憩の家設置数：59か所
・年間延利用者数：74,438人

20,581

他の高齢者向けサロン等と
の役割分担などを踏まえ、
活動頻度や利用状況を勘案
しながら、より適切な補助
のあり方について検討する
必要がある。

一定の市民ニーズがあり、高齢者の生きがいづくりに寄与していると考えら
れるため、引き続き事業を継続するが、補助のあり方について検討を行う。
【令和７年度実績予定】
・憩の家設置数：56か所

21,000

保）高齢福祉課

老人福祉セン
ター運営

4 11

高齢者からの各種の相談に応じると
共に、健康の増進、教養の向上及び
レクリエーションのための場を提供

412,623

新型コロナウイルス感染
症の影響を受け、令和２
年度以降、著しく利用者
が減少しており、利用者
の安全確保の観点から一
部講座やイベント等にお
いて、予定通りの事業が
実施できていない。

指定管理業務であること
から、引き続き、指定管
理者に事業を継続させ
る。
３次構想の重点施策であ
る施策の展開４「高齢期
を豊かに過ごす学びの充
実」を念頭に置き、高齢
者の健康と福祉増進のた
め、事業を継続する。

高齢者の生活・健康・介護等の相談事業、介護予防運動等の健康事業、教養向
上及び健康増進を目的とした教養講座、レクリエーション・行事等を実施し
た。
なお、昨年度に比べ利用者は回復傾向にあるが、コロナ禍以前の水準には達し
ていない。
【令和６年度実績】
・利用者数：293,840人
・教養講座参加者：68,784人

441,423

新型コロナウイルス感染症
の影響を受け、令和２年度
以降、著しく利用者が減少
しており、参加者数が集ま
らないなどの事情からイベ
ント等において、予定通り
の事業が実施できていな
い。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続させる。
３次構想の重点施策である施策の展開４「高齢期を豊かに過ごす学びの充
実」を念頭に置き、高齢者の健康と福祉増進のため、事業を継続する。

478,241

保）高齢福祉課

札幌シニア大学
運営

4 10

高齢者の社会活動を促進し、生きが
いの向上を図るため、地域社会活動
のリーダー養成を目的として、系統
的な学習の機会を提供。修学期間2
年間、1学年定員100人、年間約50講
座で、概ね月２～３回、札幌市社会
福祉総合センターで開講（学習場所
の改修工事により平成30年度はシニ
ア大学を休止するため、平成29・30
年度の新入生募集は行わない）

5,486

応募人数が定員数を下回
り、受講者数が減少して
いることから、事業の周
知方法など、広報の強化
が求められる。

３次構想の重点施策であ
る施策の展開４「高齢期
を豊かに過ごす学びの充
実」を念頭に置き、高齢
者の社会活動促進や生き
がいの向上に寄与してい
ると考えられるため、引
き続き事業を継続する。
より効果的な講座カリ
キュラムを検討できるよ
う、シニア大学卒業生に
実施しているアンケート
について、受講前後の効
果をより的確に把握でき
るようアンケートの内
容・手法を検討する。

高齢者の社会活動を促進し、生きがいの向上を図るため、地域社会活動のリー
ダー養成を目的として講座を実施した。
【令和６年度実績】
・卒業者数：57人
・入学後に新たに地域活動を始めた大学生の割合：47.8％（R5年度卒業生）

5,952

応募人数が定員数を下回
り、受講者数が減少してい
ることから、事業の周知方
法など、広報の強化が求め
られる。

３次構想の重点施策である施策の展開４「高齢期を豊かに過ごす学びの充
実」を念頭に置き、高齢者の社会活動促進や生きがいの向上に寄与している
と考えられるため、引き続き事業を継続する。
より効果的な講座カリキュラムを検討できるよう、シニア大学卒業生に実施
しているアンケートについて、受講前後の効果をより的確に把握できるよう
アンケートの内容・手法を検討する。

6,300

保）高齢福祉課

介護サポートポ
イント事業

4

高齢者が介護保険制度への理解を深
めるとともに高齢者の介護に関わる
ボランティア活動を促進し、自身の
健康増進や介護予防につなげること
を目的として、65歳以上の要介護認
定を受けていない高齢者が、介護サ
ポーターとして介護施設でボラン
ティア活動を行った際に、その活動
に対してポイントを付与し、申請に
よりポイントに応じた現金を交付

高齢者が社会参
加を通じ、自ら
介護予防に取り
組むため、介護
サポーターの登
録、受入施設の
指定などを実施
した。
【平成29年度実
績】
受入施設数:167
施設
介護サポーター
登録者数:1,535
人

12,090

新型コロナウイルスの影
響を受け、令和２年度以
降、登録者数・活動者数
ともに減少傾向にあるこ
とから、より効果的な事
業となるよう、効果的な
広報や活動場所の拡大
等、サポーターの支援に
ついて引き続き検討を
行っていく必要がある。

介護サポーターが地域貢
献や健康増進、介護予防
等の効果を実感できる事
業であり、高齢者の外出
や交流機会の創出につな
がっていると考えられる
ため、引き続き事業を継
続するが、より効果的な
事業となるよう、効果的
な広報や活動場所の拡大
等、サポーターの支援に
ついて検討を行ってい
く。

高齢者が社会参加を通じ、自ら介護予防に取り組むため、介護サポーターの登
録、受け入れ施設の指定を実施した。
【令和６年度実績】
受け入れ施設数：246施設
介護サポーター登録者数：1,710人

8,909

新型コロナウイルス感染症
の影響で、令和３～４年は
介護サポーターの活動自
粛、ボランティア活動対象
施設で活動の受け入れが困
難となったこと等から、登
録者数及び活動者数が大幅
に減少した。より効果的な
事業となるよう、効果的な
広報や活動場所の拡大等、
支援について引き続き検討
を行っていく必要がある。

介護サポーターが地域貢献や健康増進、介護予防等の効果を実感できる事業
であり、高齢者の外出や交流機会の創出につながっていると考えられるた
め、引き続き事業を継続するが、より効果的な事業となるよう、効果的な広
報や活動場所の拡大等、サポーターの支援について検討を行っていく。

10,200

保）高齢福祉課

地域の高齢者が
無料で利用でき
る「おとしより
憩の家」を運営
基準に基づき、
自主的に運営し
ている団体に対
して経費の一部
を補助した。
【平成29年度実
績】
・憩の家設置数
：61か所
・年間延利用者
数：136,479人

高齢者の生活・
健康・介護等の
相談事業、介護
予防運動等の健
康事業、教養向
上及び健康増進
を目的とした教
養講座、レクリ
エーション、行
事等を実施し
た。
【平成29年度実
績】
・利用者数：
623,590人
・教養講座参加
者：161,860人

高齢者の社会活
動を促進し、生
きがいの向上を
図るため、地域
社会活動のリー
ダー養成を目的
として、系統的
な学習の機会を
提供した。な
お、学習場所の
改修工事により
平成30年度のシ
ニア大学は休止
しているため、
29年度は新入生
募集を行わず、2
学年のみで実施
した。
【29年度実績】
・卒業者数：82
人
・入学後に新た
に地域活動を始
めた大学生の割
合：52％（28年
度卒業生）

宿泊、休憩(入
浴等)の保健休
養の場を提供
し、健康増進等
を目的とした教
養講座を開催し
た。また、各種
イベントでは高
齢者が主体的に
参加する機会を
設けながら、地
域交流や世代間
交流の促進を
図った。さら
に、高齢者の生
活を支援するた
め、健康や介護
等に関する相談
の機会を設け
た。
【平成29年度実
績】
・宿泊利用者：
10,226人
・休憩利用者：
88,272人
・教養講座参加
者：7,459人
・相談受付件数
：298件
・各イベント等
参加者：5,012
人

→

↓

―

→

↑

〇

〇

〇

〇

〇



63

64

65

66

67

68

69

事業のあり方
について検討する必要があ
る。

派遣実績を
踏まえ、令和７年度以降の
あり方について検討する。

健康教育事業

4 6

生活習慣病の予防その他健康に関す
る事項について、正しい知識の普及
を図ることにより、自分の健康は自
分で守るという意識を高め、健康の
保持増進に資することを目的とした
健康教育を実施

実施回数／参加
人数
737回／30,984人

3,532

コロナ禍にできなかった
集合形式の健康教育の実
施が増加。就労人口の増
加に伴い、特に若年層の
集客が課題である。

健康さっぽろ21（第二
次）の最終評価から各分
野の課題が抽出されたこ
とを踏まえ、引き続き普
及啓発を行っていく。

【令和６年度実施予定】
健康教育参加延人数：
30,000人

・健康教育実施回数：866回
・健康教育参加延人数：40,776人

3,300

就労人口の増加により、働
く世代へのアプローチが課
題となっている。

R7.3に策定した健康さっぽろ21（第三次）を踏まえ、引き続き健康に関する
知識の普及を行い、市民の主体的な健康づくりを支援していく。
【令和７年度実施予定】
健康教育参加延人数：30,000人

3,300

保）ウェルネス推進課

健康づくりセン
ター運営

4 6

健康づくりセンターにおいて、市民
の健康づくりに資する各種事業を実
施（運動指導事業、女性のフレッ
シュ検診、相談事業、その他自主事
業等）

131,507

３次構想をふまえ、コロ
ナ禍で減少した利用者数
をコロナ禍前まで戻し、
かつ増やすよう、健康づ
くりに関する普及啓発・
情報提供・その他健康増
進に関する事業をより充
実して行う必要がある。

建物の保全改修工事によ
り休館となる施設もある
が、指定管理者により事
業を継続するとともに、
市民の健康向上に寄与す
ることを目的に各種事業
を実施する。

建物の保全改修工事により一部休館の施設はあったが、市民一人一人の健康づ
くり活動を支援するため、医学的検査や体力測定により個々の健康状態を把握
し、必要な指導を行った。
【令和６年度実績】
女性のフレッシュ健診：585人
健康度測定：1,154人
相談事業：3,459人

152,767

施設の広報を強化しながら
利用者数の増加を目指して
いく。

指定管理者と利用者数の増加に向けた取組を協議しながら、市としても様々
な機会を捉えた広報に力を入れていく。

151,040

保）ウェルネス推進課

札幌市シルバー
人材センター運
営費補助事業

4

高齢者が働くことを通じて社会参加
し、自らの生きがいの充実と健康の
増進を図るとともに、活力ある地域
社会作りに貢献することを目的とす
る札幌市シルバー人材センターを支
援するため、運営費の一部を補助

会員数　3,942人
就業実人員　
3,196人
就業延人員　
255,731人日

34,000

新型コロナウイルス感染
症拡大を契機として、会
員数や契約金額が減少傾
向にあるが、就労を通じ
た高齢者の社会参加を推
進するため、引き続き当
センターの更なる会員数
の拡充及び就労機会の確
保が必要とされる。

今後も、国の補助制度の
改正等を注視し、引き続
き国の制度と協調した補
助を継続していく。

会員数　3,382人
就業実人員　2,565人
就業延人員　223,607人日
就業率　75.8％
契約件数　15,113件
契約金額　1,246,240千円 35,000

会員数や契約金額が減少傾
向にあるが、就労を通じた
高齢者の社会参加を推進す
るため、引き続き当セン
ターの更なる会員数の拡充
及び就労機会の確保が必要
となる。

今後も、国の補助制度の改正等を注視し、引き続き国の制度と協調した補助
を継続していく。

35,000

経）雇用労働課

デジタル活用支
援講習会（デジ
タルデバイド対
策）
（再掲:71）

4 5

本市と民間事業者が連携し、デジタ
ル活用の理解やスキルが十分でない
高齢者に対して、オンライン行政手
続きの利用方法等を学ぶ講習会を実
施し、行政的なデジタル活用に係る
格差を是正する。

（R3新規） 総務省の補助事業「デジ
タル活用支援推進事業」
の条件が限定されたこ
と、文科省の補助金が昨
年度限りであったこと等
から、実施回数、参加人
数は昨年度と比較し減少
する見込み。

昨年度に引き続き、SB
ショップや、区民セン
ター・チカホのセミナー
型、町内会などへの講師
派遣型のスマホ教室を行
う。今年度から新たに札
幌市のオンライン行政手
続きを学ぶ札幌市独自講
座を設ける予定。また、
今年度は札幌市聴覚障害
者協会と連携した聴覚障
がい者向けの講座も開始
する予定。

ソフトバンクと連携し、区民センター、チカホ、町内会などでスマホ教室を実
施した。
令和６年度は、実施回数5,667回、参加人数5,667名と令和５年度（実施回数
7,404回、参加人数11,911人）に比べると減少はしたものの、多くの方に参加い
ただくことができた。

4,567

総務省の補助事業「デジタ
ル活用支援推進事業」が令
和７年度で終了することか
ら、令和８年度以降のデジ
タルデバイド対策につい
て、国の補助事業の状況も
注視しながら、今後の事業
構築を進める必要がある。

昨年度に引き続き、区民センター・チカホ・ちえりあでのセミナー型のスマ
ホ教室や、町内会などへの講師派遣型のスマホ教室を継続する。

5,900

デ)デジタル企画課

地区ウォーキン
グによる健康づ
くり推進事業

4 6

地域のボランティアグループを中心
に実施されている「地区ウォーキン
グ」の運営を支援し、ウォーキング
人口を増やすとともに、地域で健康
づくり活動を広める担い手の育成を
推進

・定期的な地区
ウォーキングの
実施～各地区月
３回（4月～11
月）の開催。
（Ｈ29年度　参
加人数2,968人）
・新規参加者の
拡大のため、参
加者を対象とし
た体力測定を年2
回開催。（春の
健康測定　6/29
実施　 82名参加
　冬の健康測定
　12/14実施　77
名参加）
・4地区ごとの年
間合計歩数を
ホームページで
公開し、参加者
の写真を掲載。

375

・地域で健康づくり活動
を行うボランティアグ
ループ加入者数の減少

・定期的な地区ウォーキ
ングの実施～各地区月３
回（5月～10月）の開催。
・地区ウォーキング周知
のためのパネル展の開催
（4月～5月）
・きよっち健康ポイント
事業によるウォーキング
のきっかけづくりを実施
・皆勤賞等の賞品を提供
することにより、地区
ウォーキングへの参加意
欲の向上を図る

・定期的な地区ウォーキングの実施～各地区月３回（5月～10月）の開催（R6年
度　参加：984人）
・地区ウォーキング周知のためのパネル展の開催（4月～5月）
・きよっち健康ポイント事業によるウォーキングのきっかけづくりを実施（参
加：387人）

325

・地域で健康づくり活動を
行うボランティアグループ
加入者数の減少

・定期的な地区ウォーキングの実施～各地区月３回（5月～10月）の開催。
・地区ウォーキング周知のためのパネル展の開催（4月～5月）
・きよっち健康チャレンジ事業によるウォーキングのきっかけづくりを実施
・皆勤賞等の賞品を提供することにより、地区ウォーキングへの参加意欲の
向上を図る

325

清）健康・子ども課

防災リーダー研
修

5

町内会等の自主防災活動の中核を担
う防災リーダーの養成研修（防災に
関する知識啓発や防災資機材の取扱
方法や救出・救護等の技術の習得
等）

各区で防災リー
ダー研修を実施
し、地域防災力
の向上に努めて
いる。
【平成29年度実
績】
・実施回数：各
区1回程度
・受講者数：
1,270名

920

新型コロナウイルス感染
症の影響も少なくなり、
実施回数や受講者数が感
染症拡大前の数値に戻り
つつあるため、今後、新
型コロナ流行前の水準ま
で回復を図る必要があ
る。

地域防災力の向上のた
め、少なくとも昨年度の
水準を維持・継続して行
うことが望ましい。
そのため、各区の防災行
事や取り組みにセットす
るなど市民が参加しやす
い環境を整備する継続的
に検討していく予定。

Ｒ６年度は、各区１回以上の防災リーダー研修を実施した。
各区で実施した防災リーダー研修受講者数は計1,100人となり、前年度の734人
から約4割増となった。受講者数は、新型コロナ流行前の受講者数と同水準まで
回復していると考えられ、地域の防災や自主防災活動の中核を担う人材育成の
大きな機会となった。

1,372

地域防災力の向上を促すた
め、実施回数や受講者数に
ついては同水準を維持・継
続することが必要。
そのため、自主防災活動の
中心となる市民に、積極的
に研修受講してもらえるよ
うな実施方法の検討が必
要。

防災に関する知識や技術を有する中核的な人材を育成するため、町内会等の
自主防災活動の中心的役割を担う市民を対象に、各区において防災リーダー
研修を実施する。

2,798

危）災害対策担当課

簡易型災害図上
訓練（ＤＩＧ）
支援

5

地域におけるＤＩＧや避難所運営
ゲーム（ＨＵＧ）の取組を推進する
ため、防災知識や経験を持つ市民を
対象に、ＤＩＧ及びＨＵＧの進行役
となるＤＩＧマスターを養成

0

新型コロナウイルス感染
症の拡大以降、派遣実績
がないため、

令和６年度は現状通り事
業継続する。

Ｒ６年度の簡易型災害頭図上訓練（ＤＩＧ）の実施状況は各区合計で３件であ
るが、ＤＩＧマスターの派遣実績はない。
認定者数は、辞退等により減少傾向にある。

0

認定者及び活動実績の減少
に鑑み、北海道が行う地域
防災マスター制度との連携
を検討。

Ｒ２年度以降のＤＩＧマスターの派遣実績がないため、継続の可否を含めて
制度の在り方を検討する。

0

危）災害対策担当課

札幌市民一人ひ
とりの健康づく
り活動を支援す
るため、医学的
検査や体力測定
により個々の健
康状態を把握
し、必要な指導
を行った。
【平成29年度実
績】
女性のフレッ
シュ健診：664人
健康度測定：
1,460人

新たなＤＩＧマ
スターの認定は
行っていない
が、これまで認
定しているＤＩ
Ｇマスターを対
象に研修を実施
し、知識の向上
に努めている。
【平成29年度実
績】
平成30年３月16
日に実施予定で
あったが、講師
の都合により未
実施となった。
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避難場所運営研
修

5

基幹避難所である市立小中学校にお
いて、施設の状況、応急備蓄物資の
確認及び避難所運営ゲーム（ＨＵ
Ｇ）を通じて、避難場所運営時に必
要な基本的知識と初動の対応方法を
習得できる機会を創出

1,945

研修の実施回数が増えた
ことに伴い、案内をする
連合町内会等の重複や地
域における防災関連の取
組等によって、参加人数
が少なくなる会場が見受
けられている。

近接している実施会場に
ついては輪番制の採用を
推進し、また、地域にて
防災に係る取組によって
参加が難しい場合の取扱
いについて検討を行う。

基幹避難所となる施設を会場に、区職員、施設職員及び地域住民の３者を対象
とし、避難所運営の座学や施設・設備の確認、避難所運営ゲーム（ＨＵＧ）等
を実施し、災害時の避難場所開設の的確な初動対応と基本的行動の確認等を行
い、受講者の防災意識と災害対応能力向上を図ることを目的に実施した。
【令和６年度実施状況】
実施回数：87回
参加者数：1,602人

4,652

参加者が固定化しないよ
う、より多くの人が参加で
きる工夫が必要。

引き続き、基幹避難所となる施設を会場に、区職員、施設職員及び地域住民
の３者を対象とし、避難所運営の座学や施設・設備の確認、避難所運営ゲー
ム（ＨＵＧ）等を実施し、災害時の避難場所開設の的確な初動対応と基本的
行動の確認等を行い、受講者の防災意識と災害対応能力向上を図ることを目
的に実施する。
実施予定回数：87回

9,368

危）危機管理課

デジタル活用支
援講習会（デジ
タルデバイド対
策）
（再掲:66）

5 4

本市と民間事業者が連携し、デジタ
ル活用の理解やスキルが十分でない
高齢者に対して、オンライン行政手
続きの利用方法等を学ぶ講習会を実
施し、行政的なデジタル活用に係る
格差を是正する。

（R3新規） 総務省の補助事業「デジ
タル活用支援推進事業」
の条件が限定されたこ
と、文科省の補助金が昨
年度限りであったこと等
から、実施回数、参加人
数は昨年度と比較し減少
する見込み。

昨年度に引き続き、SB
ショップや、区民セン
ター・チカホのセミナー
型、町内会などへの講師
派遣型のスマホ教室を行
う。今年度から新たに札
幌市のオンライン行政手
続きを学ぶ札幌市独自講
座を設ける予定。また、
今年度は札幌市聴覚障害
者協会と連携した聴覚障
がい者向けの講座も開始
する予定。

ソフトバンクと連携し、区民センター、チカホ、町内会などでスマホ教室を実
施した。
令和６年度は、実施回数5,667回、参加人数5,667名と令和５年度（実施回数
7,404回、参加人数11,911人）に比べると減少はしたものの、多くの方に参加い
ただくことができた。

4,567

総務省の補助事業「デジタ
ル活用支援推進事業」が令
和７年度で終了することか
ら、令和８年度以降のデジ
タルデバイド対策につい
て、国の補助事業の状況も
注視しながら、今後の事業
構築を進める必要がある。

昨年度に引き続き、区民センター・チカホ・ちえりあでのセミナー型のスマ
ホ教室や、町内会などへの講師派遣型のスマホ教室を継続する。

5,900

デ)デジタル企画課

都市計画制度普
及事業

5 2 8

都市計画の仕組みやルールの普及の
ため、子ども向け都市計画普及本
「ミニまち」を発行・配布ととも
に、「ミニまち」を活用した講座等
を各小学校などで実施

なし ミニまち配布について
・令和５年度と同様に実
施している。
ミニまち活用講座につい
て
・ミニまち講座（対象3学
年：小学校へ都市計画の
出前授業）
・まちなみ案内（対象3学
年：市役所屋上、JRタ
ワーから札幌のまちなみ
について解説）

【令和６年度実施予定】
・ミニまち講座：23校（
1,822名）
・まちなみ案内：26校（
2,237名）

-

　ミニまち活用講座の受講
を希望する学校数は多い
が、実施日や担当職員の調
整の都合上、抽選により実
施校数を絞っている現状。
重点施策である「学習機会
の充実」という観点から
も、今後の事業展開を検討
していきたい。

-

政）都市計画課

小学校における
札幌らしい交通
環境学習推進事
業

5 8

小学生のときから公共交通の重要性
を認識し、公共交通をかしこく使う
ことを効果的に学ばせるために、教
材・授業プログラム等を開発し、札
幌市内の小学校で広く実践されるこ
とを目指し実施

3,653

なし 市内小学3年生及び5年生
に対して、公共交通を題
材にした学習資料の配布
を行うほか、教師が授業
で活用しやすいように指
導書の配布についても継
続して行う。

市内小学校３年生並びに５年生向け学習資料及び教師向け指導書の配布を継続
して行った。付属教材として、３年生にはワークシート（年表・シール）を配
布した。

3,005

特になし。 市内小学3年生及び5年生に対して、公共交通を題材にした学習資料の配布を
行うほか、教師が授業で活用しやすいように指導書の配布についても継続し
て行う。

3,105

政）都市交通課

犯罪のない安全
で安心なまちづ
くり推進事業

5

市民一人ひとりが防犯への関心を持
ち理解を深め、自ら進んで対策を行
うことで、身近な所で起きやすい犯
罪の被害を防ぐとともに、防犯意識
の定着、地域全体の安全確保に対す
る意識の高め、地域活動参加への機
会を創出（出前講座（子どもの防犯
教室、振り込め詐欺防止講話な
ど）、防犯教育資材の貸出（DVD、
紙芝居、かるた）、防犯研修会等の
開催）

・犯罪に遭わな
いよう常に防犯
意識を持って暮
らす市民の割
合・・・68.5％
・地域で行われ
ている防犯活動
に参加している
市民の割
合・・・19.2％

6,495

・新型コロナウイルス感
染症の流行により停滞し
ていた社会経済活動の回
復が人流の増加につなが
り、街頭犯罪が増加。特
に自転車盗は新型コロナ
ウイルス感染症の流行前
と比較して増加
・特殊詐欺被害の深刻
化、インターネットやＳ
ＮＳを悪用した犯罪の増
加
・地域防犯活動参加者の
高齢化及び固定化

第３次犯罪のない安全で
安心なまちづくり等基本
計画において重点テーマ
として設定している「子
どもの安全」について、
下記の取組を実施する。

【重点取組】
　・「子ども110番の家」
関連講座の開催
　　（令和6年度まで合計
10回）
　・ながら防犯
　　（令和6年度までなが
ら防犯活動の登録人数　
合計10,000人）
　・町内会の防犯カメラ
設置に対する補助金交付
　　（令和6年度まで新規
設置500台）

第３次札幌市犯罪のない安全で安心なまちづくり等基本計画において、重点
テーマとしている「子どもの安全」について、以下のとおり取組を実施した。

【令和６年度実施結果】
・「子ども110番の家」関連講座の開催：４回（令和２年度から令和６年度まで
累計21回）
・ながら防犯登録人数：9,103人（令和７年３月31日時点の登録人数）
・町内会の防犯カメラ設置に対する補助金交付：89台（平成30年度から令和６
年度まで累計486台）

5,925千円

令和３年まで減少傾向に
あった刑法犯認知件数が、
令和４年から３年連続で増
加しており、市民の体感治
安悪化を招いている。
その他、子どもが犯罪被害
に遭う前兆となる声掛け行
為等の事案については、令
和５年から令和６年にかけ
て約40％増加しており、引
き続き子どもの安全を守る
ための取組が必要。
また、手口の巧妙化等によ
り、市内の詐欺被害が拡大
しているため、特に詐欺の
標的にされやすい高齢者の
安全を守るための取組が必
要。

第４次札幌市犯罪のない安全で安心なまちづくり等基本計画（計画期間：令
和７年度～令和11年度）において重点テーマとして設定している「子どもの
安全」、「高齢者の安全」について、下記の取組を実施する。

【重点取組】
＜子どもの安全＞
・関連講座の実施（令和７年度から令和11年度の間に、累計150回）
・「ながら見守り活動」登録制度の実施（事業者等の登録件数を、令和11年
度までに1,000件）
＜高齢者の安全＞
・関連講座の実施（令和７年度から令和11年度の間に、累計150回）
・「高齢者の安全」に関する情報発信を実施（令和７年度から令和11年度の
間に、累計150回）

6,000

市）区政課

基幹避難所であ
る市立小中学校
を会場に、区職
員、学校職員及
び地域住民の３
者を対象とし、
施設確認や区職
員及び学校職員
による情報交換
のほか、防災行
政無線の取扱い
及び避難所運営
ゲーム（ＨＵ
Ｇ）等を実施
し、災害時の避
難場所開設の的
確な初動対応と
基本的行動の確
認を行い、受講
者の防災意識と
災害対応能力向
上を図ることを
目的に実施し
た。
【平成29年度実
施状況】
実施回数：30回
参加者数：566名

○「ミニまち」
配布について
・市内の全小学
校の3学年生徒分
＋α（教員分＋
窓口配架分等）
※具体的な配布
部数は不明
○ミニまち活用
講座について
・ミニまち講座
（対象3学年：小
学校へ都市計画
の出前授業）26
件（1,737名）
・まちなみ案内
（対象3学年：市
役所屋上、ＪＲ
タワーから札幌
のまちなみにつ
いて解説）46件
（3,569名）

公共交通を題材
とした研究授業
実施（29年度3
本。累計29
本）、小学校3年
生を対象とした
交通環境学習副
読本及び教師向
け指導書の市内
小学校203校への
配布や小学校教
員、自治体関係
者、交通事業関
係者を対象とし
た交通環境学習
フォーラムを開
催した。（参加
者数148名）

↑

―

↓

↑

↑

◎

〇

〇

〇

〇

○「ミニまち」配布について
・市内の全小学校に案内し、希望学校に対し、3学年生徒分＋α（教員分
＋窓口配架分等）を配布
※具体的な配布部数は不明

○ミニまち活用講座について
・ミニまち講座（対象3学年：小学校へ都市計画の出前授業）25校（
1,932名）
・まちなみ案内（対象3学年：市役所屋上、JRタワーから札幌のまちなみ
について解説）26校（2,237名）

○「ミニまち」配布について
・令和６年度と同様に実施している。
○ミニまち活用講座について
・ミニまち講座（対象3学年：小学校へ都市計画の出前授業）
・まちなみ案内（対象3学年：市役所屋上、JRタワーから札幌のまち
なみについて解説）

【令和７年度実施予定】
・「ミニまち」配布：80校（5,903部）
・ミニまち講座：28校（1,622名）
・まちなみ案内：30校（2,394名）
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男女共同参画セ
ンター運営

5 10 11

男女共同参画に関する学習機会の提
供、学習成果の発表の機会提供及び
指導者等の人材育成のための講座等
を実施。また、市民等のネットワー
ク化を支援するため、男女共同参画
に関する活動を行う団体の登録、団
体への支援を実施

「子ども・若者
のためのエンパ
ワメント事業」
「ワーク・ライ
フ支援事業」
「ジェンダーイ
シュー事業」を
３つの重点事業
として実施し
た。
【平成29年度実
績】
男女共同参画の
啓発事業の回数
：73回

196,006

施設利用や実施事業へ参
加は回復傾向にあるが、
コロナ前の水準には戻っ
ていないことから、さら
に利用等を促すために実
施手法の工夫が求められ
る。

コロナ後に市民の社会活
動が活発になってきてい
ることから、今後も多種
多様な市民のニーズに応
じて事業手法を工夫し
て、効果的に実施する。

「リーダー／ロールモデルの発信を通して社会的インパクトを高める」を重点
方針として実施した。
【令和６年度実績】
企業向けセミナー事業の回数：10回（目標達成値：142.9％）

320,223

施設利用や実施事業へ参加
は回復傾向にあるが、コロ
ナ前の水準には戻っていな
いことから、さらに利用等
を促すために実施手法の工
夫が求められる。

社会の急速な変化への対応や、社会課題の解決に向けて、本市の状況に合わ
せた事業展開を行うとともに、多種多様な市民のニーズに応じた事業手法等
を工夫して、効果的に実施する。

367,856

市）男女共同参画課

配偶者等からの
暴力（ＤＶ：ド
メスティック・
バイオレンス）
の防止及び被害
者の支援 5 10

ＤＶの未然防止・根絶のために「女
性に対する暴力をなくす運動」期間
（11月12日～11月25日）において、
ＤＶに関する正しい知識・現状を広
く啓発する事業を実施

ＤＶ・性暴力被
害防止のための
啓発事業実施回
数：13回（平成
29年度実績）

1,801

ＤＶ・性暴力の被害は女
性に限らないため、男性
にも相談しやすい広告の
在り方が求められる。

引き続き、DV・性暴力被
害等の相談窓口につい
て、多様な手法での啓発
事業を展開してゆく。

DV・性暴力・児童虐待の相談窓口周知のための啓発を行った。
【令和６年度実績】
・さっぽろテレビ塔、札幌市時計台にてパープルライトアップを実施
・地下鉄大通駅SAPPORO SNOW VISON、JRタワー札幌ピラービジョン、地下歩行
空間等でデジタルサイネージの掲出
・区役所等へのポスター掲示依頼及び広報物の配荷
・地域総合情報誌への相談窓口情報の掲載

1,457

相談窓口の認知度向上のた
め、年齢、性別を問わず周
知啓発できるよう、さらに
啓発方法を模索していく必
要がある。

引き続き、DV・性暴力被害等の相談窓口について、多様な手法での啓発事業
を展開してゆく。

2,042

市）男女共同参画課

市民交流事業

5

食の安全について正しい知識と理解
を深め、更に食に対する信頼感を高
めてもらうため、食品工場や農場等
における食の安全・安心への取組を
現地で見学し、意見交換を通じて
「事業者・生産者」と「市民」の相
互理解を推進

10月と3月の2回
開催し延べ50名
が参加。

202

見学等受入先の確保。 令和６年秋頃に実施予
定。（実施場所未定）

「食のまち・さっぽろフェストinチ・カ・ホ　2025」のステージイベントとし
て令和７年１月に実施し、市民110名が参加。

0

事業者側のニーズ把握 令和７年も昨年度同様、「食のまち・さっぽろフェストinチ・カ・ホ　2026
」のステージイベントとして、実施予定。

0

保）食の安全推進課

子どもの権利推
進事業
（１）子どもの
権利の普及・啓
発
（２）子ども議
会

5 2 16

（１）市民が子どもの権利について
理解を深め、子どもの権利を尊重す
る取組を進めていくよう、　「さっ
ぽろ子どもの権利の日」に関する事
業や、広報、啓発、研修等を実施
（２）未来を担う子どもたちに札幌
のまちづくりについて考えてもら
い、市政への参加と理解を促進する
機会とするため子ども議会を実施

(1) 子どもの権
利の普及・啓発
ア　広報紙等の
作成配布
「子どもの権利
ニュース」及び
「子ども通信」
を年２回発行。
イ　「子どもの
権利の日」事業
の実施
　子どもの権利
条例で定める
「さっぽろ子ど
もの権利の日（
11月20日）」に
ちなみ、広く市
民に子どもの権
利について関心
を持ってもらう
ことを目的に、
子どもの権利を
テーマに子ども
からポスター作
品を募集し、優
秀作品を展示す
るポスター展
を、平成29年11
月17日（金）～
23日（木・祝）
にアリオ札幌２
階ハーベスト
コートで開催し
た。

(2) 子ども議会
・委員会：平成
29年９月～12月
の期間に５回実
施（土、日曜
日）
・本会議：平成
29年12月27日
（水）に実施
（冬休み期間
中）

5,038

（1）子どもの権利の普
及・啓発
引き続き、広報紙等の作
成配布を行うほか、「子
どもの権利の日」事業と
して、子どもたちからせ
んりゅう・ポスター作品
を募集。優秀作品につい
て、せんりゅう・ポス
ター展をチカホなど公共
機関で実施することで、
子どもと関わる機会の少
ない大人も含めた広く市
民に向けた普及啓発を実
施していく。
（2）子ども議会
・令和６年９月～12月の
期間に５回程度実施（土
曜日・日曜日・冬休み期
間中）

(1) 子どもの権利の普及・啓発
ア　広報紙等の作成配布
「子どもの権利ニュース」及び「子ども通信」を年２回発行したほか、乳幼児
の保護者向けリーフレットを発行した。
イ　「子どもの権利の日」事業の実施
　子どもの権利条例で定める「さっぽろ子どもの権利の日（11月20日）」にち
なみ、広く市民に子どもの権利について関心を持ってもらうことを目的に、子
どもの権利をテーマに子どもからせんりゅう・ポスター作品を募集。優秀作品
を展示するせんりゅう・ポスター展を、令和６年11月28日（木）～12月1日
（日）：チカホ、11月19日（火）～25日（月）：アリオ札幌で開催した。
（2）子ども議会
　委員会を令和６年９月～12月の期間に５回実施。
　議論を活発にするため、１グループあたりの子ども議員の人数を５名程度と
し、話し合いの場における専門家であるファシリテーターを活用した。また、
高校生以上の学生たちはユースファシリテーターとして参加した。「子どもに
やさしいまち」を題材に子ども議員自ら設定した５つのテーマについて、関連
する部局の市職員から市の現状などを学んだ上で、話し合いを重ね、市や市民
ができることなどについて意見をまとめ、令和６年12月26日の市長報告会にお
いて市長に提言した。

5,828

子どもと関わる機会のない
大人や無関心層も含めた広
く市民への普及啓発

（1）子どもの権利の普及・啓発
引き続き、広報紙等の作成配布を行うほか、「子どもの権利の日」事業とし
て、子どもたちからせんりゅう・ポスター作品を募集。優秀作品について、
せんりゅう・ポスター展をチカホなど公共機関で実施することで、子どもと
関わる機会の少ない大人も含めた広く市民に向けた普及啓発を実施してい
く。
（2）子ども議会
・令和７年９月～令和８年１月の期間に６回程度実施（土曜日・日曜日・冬
休み期間中）

6,500

子）子どもの権利推進課

リサイクルプラ
ザ・リユースプ
ラザ運営

5

リサイクルプラザ宮の沢事業とし
て、各種教室・講座・イベント・講
演会を開催するとともに、ボラン
ティアを育成し、発寒工房・リユー
スプラザ事業として各種教室・講座
を開催

リサイクルプラ
ザ宮の沢および
リユースプラザ
において、ごみ
減量に係る教
室・講座やリ
ユース家具等の
展示販売を実施
し、多くの市民
に学習機会の提
供を行い、ごみ
減量の啓発を行
うことができ
た。
【29年度実績】
来館者数　
95,390人
教室講座等参加
者数　19,378人
家具提供数　
3,090点

76,036

3次構想を踏まえ、循環型
社会の実現に向けては、
限りある資源を有効利用
するため、ごみの減量に
つながる２Ｒ（リデュー
ス・リユース）の取組が
重要である。
そのため、市民が関心を
持ち、かつ、実践につな
がる効果的な教室・講座
を実施していく必要があ
る。

指定管理及び業務委託に
より継続して事業を実施
し、２Ｒ推進につながる
効果的な教室・講座など
を企画しながら、ごみ減
量の啓発を実施してい
く。
【令和６年度予定数】
来館者：105,100人
教室・講座等参加者数：
16,700人
家具提供数：3,700個
ごみの減量・リサイクル
に取り組んでいる来館者
の割合：90％

指定管理及び業務委託により継続して事業を実施し、２Ｒを推進する内容の教
室・講座などを拡充して、ごみ減量の啓発を実施した。
【令和6年度実績】
来館者　138,513人
教室・講座等参加者数　21,833人
家具提供数　2,772個

100,755

3次構想を踏まえ、循環型
社会の実現に向けては、限
りある資源を有効利用する
ため、ごみの減量につなが
る２Ｒ（リデュース・リ
ユース）の取組が重要であ
る。
そのため、市民が関心を持
ち、かつ、実践につながる
効果的な教室・講座を実施
していく必要がある。

指定管理及び業務委託により継続して事業を実施し、２Ｒ推進につながる効
果的な教室・講座などを企画しながら、ごみ減量の啓発を実施していく。
【令和７年度予定数】
来館者：118,026人
教室・講座等参加者数：18,717人
家具提供数：3,478個
ごみの減量・リサイクルに取り組んでいる来館者の割合：90％

109,953

環）循環型社会推進課

子どもと関わる機会のない
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→
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→

↑
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〇
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〇

〇
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家庭の生ごみ減
量・リサイクル
推進事業

5

各家庭の生ごみの減量・資源化を支
援するため、生ごみ堆肥化セミナー
や生ごみ堆肥化講師派遣を実施

各家庭から排出
される生ごみの
減量に効果的で
ある堆肥化につ
いて、各家庭で
の取組の定着や
新たに生ごみ堆
肥化に取り組む
世帯を増やすた
め、セミナーを
実施した。
【平成29年度実
績】
・堆肥化セミ
ナー：40回
・生ごみ堆肥化
講師派遣：11回
・参加者数合計
：1,535人

8,798

3次構想を踏まえ、循環型
社会の実現に向けては、
限りある資源を有効利用
するため、ごみの減量に
つながる２Ｒ(リデュー
ス・リユース)の取組が重
要である。そのため、リ
デュースにあたる生ごみ
の減量につながる講座を
継続していく必要があ
る。

継続して生ごみ堆肥化セ
ミナーや生ごみ堆肥化講
師派遣の実施により、各
家庭から排出される生ご
みの減量につなげてい
く。また、オンライン講
座により、若い世代の受
講者等の獲得に取り組ん
でいく。
【令和６年度実施予定】
・堆肥化セミナー：33回
（対面形式27回、オンラ
イン形式6回）
・生ごみ堆肥化講師派遣
：15回
・参加者数目標：1,100人

【令和６年度実績】
・堆肥化セミナー：30回（対面形式24回、オンライン形式6回）
・生ごみ堆肥化講師派遣：15回
・セミナー参加者数：907人

7,909

3次構想を踏まえ、循環型
社会の実現に向けては、限
りある資源を有効利用する
ため、ごみの減量につなが
る２Ｒ(リデュース・リ
ユース)の取組が重要であ
る。そのため、リデュース
にあたる生ごみの減量につ
ながる講座を継続していく
必要がある。

継続して生ごみ堆肥化セミナーや生ごみ堆肥化講師派遣の実施により、各家
庭から排出される生ごみの減量につなげていく。また、オンライン講座の実
施や屋内でも気軽に取り組めることを宣伝することなどにより、若い世代の
受講者等の獲得に取り組んでいく。
【令和７年度実施予定】
・堆肥化セミナー：30回（対面形式25回、オンライン形式5回）
・生ごみ堆肥化講師派遣：15回
・参加者数目標：1,100人

7,920

環）循環型社会推進課

札幌市民防災セ
ンター展示施設
運営

5

市民の防火・防災思想の普及啓発及
び災害への備えに必要な知識・技術
の習得を目的として、札幌市民防災
センターの展示施設を運営

市民の防火・防
災思想の普及啓
発及び災害への
備えとして必要
な知識・技術の
習得とういう事
業目的を達成す
るため、日常的
な案内・説明業
務のほか、市民
に楽しみながら
防火・防災を学
ぶことのできる
イベント等を実
施した。

173,880

防火・防災コンシェル
ジュや防災行動計画（マ
イ・タイムライン）作成
支援など、ソフト面での
施設活性化業務は昨年度
から始まったものであ
り、まだまだ利用者は定
着していない。引き続き
来館者への呼びかけやSNS
等を用いた広報を行い、
取組の知名度向上が必要
である。

今年度も引き続き、「ソ
フト面」として【防火・
防災コンシェルジュ】や
【防災行動計画（マイ・
タイムライン）作成支
援】などの「施設活性化
業務」を実施する。
また、引き続きイベント
の実施やSNSを活用した広
報を継続して実施し、上
記取組の利用者や防災セ
ンター来館者の増加を目
指すことで、市民の防
火・防災意識の向上を図
る。

【入館者数】
令和６年度　53,538
（前年度比　▲3,094、令和元年度比　▲6,662）

※新型コロナウイルス感染症5類移行及び、リニューアルに伴う閉館期間（
R4.9.1～R5.3.19）が終了したため、入場者数はコロナ禍前のR1年度と同程度の
水準まで回復している。

※ソフト面での主な取組結果
【防火・防災コンシェルジュ】
・一般相談受付：43回
・個別相談受付：４回
・啓発用チラシ配布数：7,905枚

【災害記録ライブラリ】
・HP上に「災害記録ライブラリ」のページ更新
　（更新日:令和6年10月8日）。
・２階展示スペースにて、平成の災害記録を展示している。
　（4/26～通年　期間中来場者数：46,804名）
・２階展示スペースにて能登半島地震の写真パネル展を実施している。
　（7/26～通年　期間中来場者数：33,921名）

【防災行動計画（マイ・タイムライン）作成支援】
・館内に（一財）河川情報センター提供のマイタイムライン作成促進リーフ
レット及び逃げキット（検討ツール）を配架し、希望者に対して留意事項、解
説等の作成支援を実施。
（リーフレット配布数：300部／逃げキット配布数：350部）
・「関連業務」の実施
①10月に実施した白石区民講座で25名の支援を行った。
②7月、11月、12月に実施した「子ども防災教室」で小学校４年生から６年生及
び教
　諭の計430名に対して、逃げキットの作成支援を行った。

【防災・減災セミナーの実施】
①「第一回防災・減災セミナーの実施」
　一般市民、町内会及び関係機関担当者を対象に、気象災害についてのセミ
ナー
　を実施（6/17実施　54名）。
②「第二回防災・減災セミナーの実施」
　一般市民、町内会及び関係機関担当者を対象に、避難所での健康についての
　セミナーを実施（10/21　25名）。

59,290

コロナ明け以降、来館者数
は伸び悩んでいる。今後の
来館を促すため、子どもを
中心にした取り組みや広報
が必要。

現在の施設運営委託契約が今年度で終了するため、左記の課題を踏まえた施
設の運営方針を策定する。
また、引き続きイベントの実施やSNSを活用した広報を継続して実施し、防
災センター来館者の増加を目指すことで、市民の防火・防災意識の向上を図
る。

消）総務課

応急手当普及啓
発業務

5

救急車が着くまでの間、バイスタン
ダーによる応急手当の有無が救命率
に大きく影響するため、応急手当を
実施できる市民の養成を行い、救命
率の向上を推進

173,880

社会的ニーズが高いもの
の、業務上必要な資格と
しての意味合いが強く
なってきている。民間企
業による有償の講習も行
われており、自治体の事
業としては縮小すべきで
あると考える。

引き続き、外部委託によ
り実施。

〇応急手当講習開催数　162回
〇受講者数　3,330人

14,360

社会的ニーズが高いもの
の、業務上必要な資格とし
ての意味合いが強くなって
きている。民間企業による
有償の講習も行われてお
り、自治体の事業としては
縮小すべきであると考え
る。

引き続き、外部委託により実施。
回数：142回
人数：3,580人

11,484

消）救急課

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:52、156
、176、182、189
、208、223）

5 10 19 13 15 22

まちづくりを担う人材などを育成す
るため、生涯学習センター等で学習
機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

16,855千
円

３次構想の重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、講座数よりも、各
講座の企画内容の質をさ
らに高めていくことが求
められる。

指定管理業務であること
から、引き続き、指定管
理者に事業を継続させ
る。特に、重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく。

【令和６年度実施予定】
・実施予定講座数：184講
座
・受講者数目標：3,000名

３次構想の重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を
念頭に置いて講座を企画・実施した。
なお、指定管理業務仕様書で定められている実施講座数を満たしたうえで、講
座数を増やすことよりも講座一つひとつの内容の質を高める方向にシフトして
いるため、コロナ禍前と比べて講座数は減少している。

【令和６年度実績】
・実施講座数：207講座
・受講者数：3,829名

10,343

３次構想の重点施策である
施策の展開10「まちの活力
を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、各講座の企画内容の
質をさらに高めていくこと
が求められる。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続させる。
特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和７年度実施予定】
・実施予定講座数：186講座
・受講者数目標：3300名

11,125

教）生涯学習推進課

教育センター講
演会

5

一般市民や教職員を対象に、子育て
支援、特別支援教育、不登校等への
支援、その他教育に関する今日的
テーマに沿って公開講演会を開催

教職員について
は、教育者とし
ての視野を広
げ、豊かな教養
を身に付けるこ
とを目的とし、
一般市民には、
教育が抱えてい
る喫緊の課題に
触れ、現状等を
学ぶことを目的
とし、講座を開
設している。
【平成29年度実
績】
・教育センター
講演会：４件
・受講者数：766
名

280

・事業量については、令
和２年度より実施回数を
変更したため、平成29年
度との比較ができない
が、講演会のテーマは幼
児教育の質の向上等、今
日的な課題であることか
ら、引き続き機会を保障
していく必要がある。

・教育センター講演会実
施回数：1回

・教育センター講演会実施回数：1回
・講師との対面で集合研修を実施した。
・受講者数：48名

143

幼児教育における今日的課
題をテーマとした講演会を
実施することに加え、多く
の教職員が受講するための
内容や情報提供等の工夫が
必要。また幼児教育の質向
上のために、系統的で連続
性のある教育の視点から、
幼児教育施設と学校の教職
員が共に学ぶ場を作る必要
がある。

・教育センター講演会実施回数：1回

106

教）幼児教育担当課

ボランティア・
市民活動、まち
づくり等を促進
する「市民活動
系」、職業能力
の向上や産業育
成・活性化を促
進する「産業・
ビジネス系」、
生きがいづくり
につながる「文
化・教養系」の
３つの系を柱と
して幅広い分
野、レベルの講
座を実施した。
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
298講座
・受講者数：
5,223名

→

→

↓

↓

→

〇

〇

◎

〇

〇

59,290

開催数及び受講
者数について、
ともに前年度実
績を下回った。
〇普通救急救命
講習開催数
  目標：645回
　実績：408回

〇普通救急救命
講習受講者数
　目標：13,500
人
　実績：9,219
人　　
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ゲートキーパー
養成研修

5

市民一人ひとりが悩みを抱えた人に
対して気づきと見守りを行えるよ
う、自殺に関する正しい知識や自殺
の危険を示すサイン、適切な対応等
に関する研修を実施。

本市自殺対策行動計画の
成果指標でもある人材養
成実績としては、目標値
を達成している。しか
し、研修申込者数が頭打
ちになっていること、効
果的な研修周知方法等に
ついては、検討が必要と
感じている。

昨年度に引き続き、札幌
市ゲートキーパー研修会
を実施予定。また、新た
な取り組みとして、がん
患者支援に携わる医療従
事者を対象に、ゲート
キーパーの内容含めた研
修会を予定している。

市民や専門職、市職員を対象に、以下の研修を実施した。
＜札幌市ゲートキーパー研修会＞
①基礎研修：186人（WEB配信）
②スキルアップ研修：43人（対面）
＜精神保健福祉相談員研修＞
・4/23、4/24（対面）：5人
＜精神保健福祉関係職員転入者研修＞
・6/25～8/30（動画配信）：68人
＜がん患者支援医療従事者等向け研修会＞
・1/23（WEB配信）：198人

600

研修に関して効果的な周知
図るとともに、ゲートキー
パーの認知度向上が必要と
考えている。

881

保）精神保健福祉センター

自殺予防等研修
講師派遣

5

関係機関・団体等の依頼に応じて、
自殺予防やメンタルヘルスに関する
研修講師を派遣し、自殺に関する正
しい知識や自殺の危険を示すサイ
ン、適切な対応等に関する講座等を
実施。

上記研修会の課題に加
え、「ゲートキーパー」
の市民の認知度が低いこ
とも課題であり、関連事
業や様々な機会を捉え
て、さらなる普及啓発が
必要と考えている。

市民や市職員を対象をし
た様々な研修会に、自殺
予防やメンタルヘルスに
関する研修講師を派遣す
る。また、市職員向けの
新たな取り組みとして、
母子保健との連携強化を
目的に、タイアップ研修
の中でゲートキーパー研
修を実施する。

市民や市職員を対象とした様々な研修会に、自殺予防やメンタルヘルスに関す
る研修講師を派遣した。
【市民】
・参加者数：401人、　・派遣回数：5回
【関係機関】
・参加者数：109人、　・派遣回数：2回
【市職員】
・参加者数：900人、　・派遣回数：6回
（※資料提供、動画配信研修の対象人数を含む）

0

研修に関して効果的な周知
図るとともに、ゲートキー
パーの認知度向上が必要と
考えている。

市民や市職員を対象をした様々な研修会に、自殺予防やメンタルヘルスに関
する研修講師を派遣する。

0

保）精神保健福祉センター

ユニバーサル推
進事業

5

共生社会の実現に向けて、（仮称）
共生社会推進条例の制定を目指すほ
か、ユニバーサル関係施策の分野横
断的な展開プログラムを策定すると
ともに、ユニバーサルに関する総合
的な情報発信などを行う。

（R5新規） （R5新
規）

ユニバーサル関係施策の
適切な進捗管理などを通
じて、随時施策等のスパ
イラルアップを図るほ
か、市民や事業者との協
働促進策を検討していく
必要がある。

令和６年度末の（仮称）
共生社会推進条例の制定
を目指して、外部有識者
会議を運営するほか、各
種市民参加事業等を実施
する。
また、心のバリアフリー
の推進等に向けてバリア
フリー施策の発信等を目
的としたイベントを開催
するほか、各種プロモー
ションを行う。

17,705

ユニバーサル関係施策の適
切な進捗管理を行うことな
どを通じて、施策等のスパ
イラルアップを図るほか、
条例の普及啓発に取り組む
とともに、市民や事業者と
の協働促進策の具体的な検
討を行っていくこと。

令和7年4月1日から施行された「札幌市誰もがつながり合う共生のまちづく
り条例」の普及啓発を進めるとともに、札幌市ユニバーサル推進本部会議の
開催や、附属機関の設置、施策間連携を目的としたイベントを開催するな
ど、関係施策の一層の推進を図る。また、市民や事業者との協働促進策の検
討に係る調査業務を行う。

15,000

政）ユニバーサル推進室推進担当課

地域材図工用教
材（木工キッ
ト）製作

5

市内全校への展開を前に
試行として、より授業内
で使用しやすい規格を検
討する。また、作成した
デジタル絵本を閲覧しや
すく改善したうえ、QR
コードをつけたカードを
配布する予定。

【令和６年度　実施予
定】
配布学校数：９校
作成数：約1000セット
使用木材：白旗山都市環
境林産　トドマツ、一部
カラマツ

市内全校への展開を前に試行として、より授業内で使用しやすい規格を検討し
た。また、作成したミニゲーム（デジタル絵本）を体験しやすくするようHPを
改善した。QRコードをつけたカードのほか、授業内で使用できる補助資料を作
成し配布した。

【令和６年度　実績】
配布学校数：９校
配布児童数：843名
使用木材：白旗山都市環境林産　トドマツ、一部カラマツ

1,150

特になし 規模を広げ試行を継続する。

【令和７年度　実施予定】
配布学校数：13校
配布児童数：約1300名
使用木材：澄川都市環境林産　カラマツ

1,741

建）みどりの管理課

スポーツ推進委
員の活動

6 11

本市及び各区スポーツ事業への参
画・協力をはじめ、各地域、町内会
等の住民組織及び地域スポーツ団体
と連携し、市民の健康・体力づくり
に向けた事業の企画・運営・指導等
を実施

各区スポーツ振
興を通じ、市民
の健康・体力づ
くりに向けた事
業の企画・運
営・指導等を実
施した。
【平成29年度実
績】
・実施事業数：
35事業
・参加者数：
21,333名

12,020

市民がいつでも・身近で
スポーツを楽しむ環境を
充実させる必要がある。

各地域、町内会等の住民
組織及び地域スポーツ団
体と連携し、本市及び各
区スポーツ事業への参
画・協力を実施してい
く。

各区スポーツ振興を通じ、市民の健康・体力づくりに向けた事業の企画・運
営・指導等を実施した。

11,799

市民がいつでも・身近でス
ポーツを楽しむ環境を充実
させる必要がある。

各地域、町内会等の住民組織及び地域スポーツ団体と連携し、本市及び各区
スポーツ事業への参画・協力を実施していく。また、令和８年度には本市で
北海道スポーツ推進委員研究協議会を開催予定のため準備を進めていく。

12,598

ス）スポーツ振興担当課

学校体育施設
（体育館、グラ
ウンド、格技
室、プール）の
開放業務

6

市民にスポーツ活動の場を提供し市
民スポーツ振興の促進を目的に、学
校教育に支障のない範囲で小中学校
の体育施設（体育館、グラウンド、
格技室、プール）を開放

学校教育に支障
のない範囲で、
小中学校の体育
施設を一般開放
した。
【体育館】
・開放校数：280
校
・利用人数：
1,280,833人
【グラウンド】
・開放校数：41
校
・利用人数：
23,527人
【格技室】
・開放校数：15
校
・利用人数：
15,776人
【プール】
・開放校数：195
校
・利用人数：
63,300人

336,557

より多くの市民がスポー
ツを楽しめるよう、引き
続き、身近で手軽に利用
できるスポーツ活動の場
を確保していく必要があ
る。

引き続き、学校教育に支
障のない範囲で、当該事
業を継続していく。
【体育館】
・開放校数：278校
【グラウンド】
・開放校数：24校
【格技室】
・開放校数：17校
【プール】
・開放校数：182校

学校教育に支障のない範囲で、小中学校の体育施設を開放した。
【体育館】
・開放校数：272校
・利用人数：1,292,309人
【グラウンド】
・開放校数：18校
・利用人数：12,303人
【格技室】
・開放校数：13校
・利用人数：21,610人
【プール】
・開放校数：36校
・利用人数：5,222人

364,119,920

より多くの市民がスポーツ
を楽しめるよう、引き続
き、身近で手軽に利用でき
るスポーツ活動の場を確保
していく必要がある。

引き続き、学校教育に支障のない範囲で、当該事業を継続していく。
【体育館】
・開放校数：278校
【グラウンド】
・開放校数：25校
【格技室】
・開放校数：18校
【プール】
・開放校数：179校

388,600

ス）スポーツ振興担当課

―

―

―

―

―

―

〇

〇

〇

〇

〇

〇

引き続き、札幌市ゲートキーパー研修会を実施予定。女性や子ども・
若者への支援強化の観点から、新たに、これらの関係部局への周知を
行う。自殺リスクの高いがん患者への自殺対策を進めるため、「がん
患者支援医療従事者等向け研修会」を実施する。

ユニバーサル関係事業の推進計画となるユニバーサル展開プログラムを
令和６年６月に策定したほか、プロモーションとして国交省等との共催
により「共生社会バリアフリーシンポジウムin札幌」を令和６年８月に
開催した。
このほか、庁内横断的な取組の推進に係る札幌市ユニバーサル推進本部
会議を令和6年11月に開催するとともに、外部有識者会議や各種意見聴取
を実施のうえ「札幌市誰もがつながり合う共生のまちづくり条例」を令
和７年３月に制定した。

市内の小学生へ向け、地域材で
製作した木工キットを提供し、
図工の授業内で地域の木材に触
れる機会を設ける。
また、森林の大切さや地域材へ
の理解普及を図るため、授業内
で制作した作品にQRコードをつ
け、それを読み込むことで市が
作成した啓発用ミニゲームを体
験できるようにする。
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札幌マラソン大
会姉妹都市交流
事業

6

スポーツを通じて相互理解･友好親
善を深め、国際感覚豊かな人材を育
成するため、5年毎の姉妹都市提携
記念年に該当する相手都市から選手
団を札幌マラソン大会に招待

ミュンヘン市と
の姉妹都市提携
45周年を迎えた
ことを記念し
ミュンヘン市か
らスキーマラソ
ン選手団を招
待。札幌国際ス
キーマラソン大
会への参加や市
内視察を通して
親交を深めた。
※事業実施可否
についてミュン
ヘン市との調整
に時間を要した
ことにより、札
幌マラソンの申
込時期に間に合
わなかったた
め、代替として
札幌国際スキー
マラソン大会へ
選手団を招待し
た。
【受入時期】平
成30年2月1日～2
月6日
【受入人数】4名
（内訳：選手3
名、監督1名）

838

海外へ目を向けてもらう
ため、スポーツを通じた
国際交流を目的としてい
たが、事業が始まった当
初（海外へ行くことが珍
しかった時代）とは異な
り、競技力の高い子ども
たちは既に海外に進出し
ているため、本事業の役
割は終えたとして、各姉
妹都市から札幌市への派
遣の依頼があった際に実
施を検討する。

各姉妹都市から札幌市へ
の派遣の依頼があった際
に実施を検討する。

韓国・大田広域市から依頼がありマラソン交流を実施。
①第20回三大河川マラソン大会
　・日程：令和６年５月10～13日
　・会場：エキスポ科学公園
　・派遣：７名（市職員３名、スポーツ協会職員３名、市民ランナー１名）
②第49回札幌マラソン
　・日程：令和６年10月４～７日
　・会場：真駒内セキスイハイムスタジアム
　・受入：６名（市職員１名、体育会職員１名、市民ランナー４名）

3,349

海外へ目を向けてもらうた
め、スポーツを通じた国際
交流を目的としていたが、
事業が始まった当初（海外
へ行くことが珍しかった時
代）とは異なり、競技力の
高い子どもたちは既に海外
に進出しているため、本事
業の役割は終えたとして、
各姉妹都市から札幌市への
派遣の依頼があった際に実
施を検討する。

韓国・大田広域市との交流について、令和７年度以降は隔年での交流とし、
令和７年度は三大河川マラソンへの派遣を実施し、札幌マラソンへの受入は
令和８年度を予定。
【令和７年度】
　第21回三大河川マラソン大会
　・日程：令和７年４月26～28日
　・会場：エキスポ科学公園
　・派遣：３名（市職員２名、スポーツ協会職員１名）

0

ス）スポーツ振興担当課

(株)コンサドー
レ事業費補助金

6

地域の活性化やコミュニティの醸成
にも貢献しているコンサドーレ札幌
の運営会社である㈱コンサドーレの
事業のうち、下部組織育成事業や
サッカー普及育成事業、試合運営補
助組織育成事業など、地域における
スポーツ振興に寄与する事業を対象
に補助金を交付

①下部組織育成
事業
U-12、15、18 各
種全国大会出場
②試合運営補助
組織育成事業
市民ボランティ
217名
③厚別競技場周
辺地域安全対策
費
シャトルバス運
行、乱横断への
指導、路駐対策
など
④障害者スポー
ツ普及促進事業
アンプティー
サッカーチーム
との相互協力協
定締結、試合会
場等での障がい
者スポーツの啓
発

63,546

観客動員数アップ、新規
スポンサーの確保、効率
的な経営による支出の削
減等、より一層の経営努
力を続けることにより、
行政からの支援を受けな
くても安定して各事業を
実施できるレベルまで経
営体質を強化する必要が
ある。

本補助金を交付開始して
以降、着実に下部組織の
育成強化が進んでおり、
全国大会においても優秀
な成績を収めており、他
の補助対象事業において
も、青少年の健全育成や
地域住民の社会参加促進
にも大きく寄与している
ほか、H29からは障がい者
スポーツの普及啓発も
行っていることから、引
き続き事業を継続してい
く。

①下部組織育成事業
U-15、U-18 各種全国大会出場
②サッカー普及育成事業
市内小中学校や福祉施設にトップチーム選手やドーレくんなどが訪問し、交流
を行った。
③障害者スポーツ普及促進事業
ブラインドサッカーの体験会やシットスキーの体験会および小学校の体育事業
での体験会の実施

63,000

観客動員数アップ、新規ス
ポンサーの確保、効率的な
経営による支出の削減等、
より一層の経営努力を続け
ることにより、行政からの
支援を受けなくても安定し
て各事業を実施できるレベ
ルまで経営体質を強化する
必要がある。

本補助金を交付開始して以降、着実に下部組織の育成強化が進んでおり、全
国大会においても優秀な成績を収めており、他の補助対象事業においても、
青少年の健全育成や地域住民の社会参加促進にも大きく寄与しているほか、
H29からは障がい者スポーツの普及啓発も行っていることから、引き続き事
業を継続していく。

63,000

ス）スポーツ振興担当課

ファイターズ屋
内練習場市民開
放事業

6

北海道日本ハムファイターズの屋内
練習場を市民開放するための事業を
実施

2,072

積雪寒冷地である本市に
おいて、冬期間の練習場
所の確保をしていく必要
がある。

積雪寒冷地である本市に
おいて、冬期間の練習場
所の確保につながる、市
民ニーズが高い事業であ
ることから、引き続き事
業を継続していく。

北海道日本ハムファイターズの屋内練習場を活用することで、冬期間の練習場
所不足の課題解消につながり、少年野球チームの活動場所の確保を図ることが
出来た。
【令和６年度実績】
小中学生の年間利用回数：120回

2,400

積雪寒冷地である本市にお
いて、冬期間の練習場所の
確保をしていく必要があ
る。

積雪寒冷地である本市において、冬期間の練習場所の確保につながる、市民
ニーズが高い事業であることから、引き続き事業を継続していく。

2,400

ス）スポーツ振興担当課

オリンピアンズ
キャラバン事業

6 18

スポーツ実施の機会提供によるス
ポーツ振興と町内会等の地域諸団体
の活性化、及びジュニア世代の競技
力向上につなげるため、要望に応じ
て、オリンピアン等のトップアス
リートを地域や各競技団体に派遣
し、スポーツイベント、スポーツ体
験会、講演会、合同練習会等を実施
し、事業に関わる謝礼・交通費の実
費について助成

スポーツ実施の
機会提供による
スポーツ振興と
町内会等の地域
諸団体の活性化
につなげるた
め、例年10～15
件程度のスポー
ツイベント、体
験会、講演会等
にアスリートを
派遣している。
参加人数は増加
傾向にある。ま
た、H29年度はパ
ラリンピアン、
パラアスリート
の派遣も実施
し、障がい者ス
ポーツの振興も
進めている。
【平成29年度実
績】
・アスリート派
遣イベント数：
15件
・参加者総数：
約2336人

2,319

トップアスリートと触れ
合う機会の提供、スポー
ツを通じての健康の保
持・増進のための、学び
の機会の提供をさらに充
実させる必要がある。ま
た、競技団体に派遣対象
を拡充したことで、競技
力の向上と裾野を広げる
ことの両輪で事業を行っ
ていくことが必要であ
る。

昨年度に引き続き、派遣
対象を競技団体が主催す
るイベントにも拡充し事
業を実施していく。

18のイベントにアスリートを派遣することができた。また、参加者人数も5,415
人と大幅増となり、多くの参加者がアスリートと触れ合う機会となった。ま
た、事後アンケートからも、アスリートが参加することが参加者にたいして好
影響があった。
【令和6年度実績】
・実施事業数：18イベント
・参加者数　：5,415人

1,838

トップアスリートと触れ合
う機会の提供、スポーツを
通じての健康の保持・増進
のための、学びの機会の提
供をさらに充実させる必要
がある。また、競技力の向
上という観点では、まだま
だ可能性があると感じてい
るため、事業の周知等を検
討していきたい。

参加者数が増えていることから、アスリートに対する需要は高いと考える。
今年度も引き都築事業を継続していく。

2,310

ス）スポーツ振興担当課

プロスポネット
SAPPORO連携事業

6 13

札幌に本拠地を置く4つのプロス
ポーツチーム（北海道日本ハムファ
イターズ、北海道コンサドーレ札
幌、レバンガ北海道、エスポラーダ
北海道）と連携して、スポーツを通
じたまちづくりという共通目標に向
けた事業を実施

誰もがスポーツ
に親しめる機会
を充実させるた
め、3つのプロス
ポーツチームと
連携して事業に
取り組んだ。
【平成29年度実
績】
・実施事業数：
６事業

1,507

みるスポーツ」に関わる
市民の数をより増やして
いくために、各チームと
連携して様々な働きかけ
を行っていく必要があ
る。

引き続きスポーツに親し
める機会を充実させるた
め、札幌市と４つのプロ
スポーツチームで事業に
取組んでいく。

誰もがスポーツに親しめる機会を充実させるため、４つのプロスポーツチーム
と連携して事業に取り組んだ。
【令和６年度実績】
・実施事業数：14事業

3,720

「みるスポーツ」に関わる
市民の数をより増やしてい
くために、各チームと連携
して更なる取組を行ってい
く必要がある。

引き続きスポーツに親しめる機会を充実させるため、札幌市と４つのプロス
ポーツチームで事業に取組んでいく。

4,968

ス）スポーツ振興担当課

北海道日本ハム
ファイターズの
屋内練習場を活
用することで、
冬期間の練習場
所不足の課題解
消につながり、
少年野球チーム
の活動場所の確
保を図ることが
出来た。
【平成29年度実
績】
小中学生の年間
利用回数：66回
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さっぽろっ子ウ
インタースポー
ツ料金助成事業

6 8

子どもたちがウインタースポーツに
親しむ機会を創出（全小学生を対象
に、スキー場を利用する際のリフト
料金や全小中学生を対象にスケート
場を利用する際の貸靴料金を助成を
実施）

市内の全小学３
年生を対象に助
成クーポン券を
配付し、スキー
場を利用する際
のリフト料金や
スケート場を利
用する際の貸靴
料に対し助成す
る。
【平成29年度実
績】
・リフト券助成
利用数：2994枚
（3年生の20.0
％）
・スケート貸靴
券利用数：850枚
（3年生の10.8
％）

3,476

新たに開始する助成事業
もあるため、周知を進め
ていく必要がある。

現在行っている小学生を
対象としたスキーリフト
とスケート貸靴料金助成
（夏期と冬期）、中学生
を対象としたスケート貸
靴料金助成（冬期）、未
就学児を対象としたス
キーレンタルセット料金
助成に加え、中学生のス
ケート貸靴料金助成を夏
期と冬期に拡大するとと
もに、スキーレンタル
セット料金助成を保護者
に拡大して開始する。

スキーレンタルセット料金助成を未就学児がいる保護者に拡充した。
スキーリフト料金助成
利用数：17,545枚（利用率20.2％）
スケート貸靴料金助成
利用数：夏期928枚（利用率0.7％）　
　　　　冬期4,688枚（利用率3.6％）
スキーレンタルセット料金助成
利用数：未就学児：390件
　　　：保護者　：331件

21,729

周知・配付方法に関して、
新たな方法を検討していく
とともに、各学校の協力を
より一層得られるようにし
ていく必要がある。

・小学生を対象としたスキーリフト料金助成
・小中学生を対象としたスケート貸靴料金助成（夏期と冬期）
・未就学児とその保護者を対象としたスキーレンタルセット料金助成
を継続して行っていく。

34,735

ス）スポーツ振興担当課

運動部活動アス
リート派遣事業

6 8

中学校運動部活動にアスリートを派
遣することで、顧問教諭が指導のノ
ウハウを学ぶ機会とし、顧問教諭の
指導力の向上を目指す
部員のスポーツに対する関心・意欲
の向上を図るとともに、充実した活
動環境づくりを実施

11,200

３次構想を踏まえ、誰も
がスポーツに親しめる機
会の充実、子どもが世界
に目を向けるきっかけづ
くりとなる、トップアス
リートと触れ合う機会の
提供、スポーツを通じて
の健康の保持・増進のた
めの、学びの機会の提供
をさらに充実させる必要
がある。
また、部活動の地域移行
に応じて、本事業の運営
方法を考えていく必要が
ある。

中学校と特別支援学校の
運動部活動を対象にアス
リートを派遣。
【令和６年度（予定）】
・派遣部活動数30
・400回派遣

中学校の運動部活動を対象にアスリートを派遣。
【令和６年度実績】
・派遣部活動数30
・400回派遣

15,840

３次構想を踏まえ、誰もが
スポーツに親しめる機会の
充実、子どもが世界に目を
向けるきっかけづくりとな
る、トップアスリートと触
れ合う機会の提供、スポー
ツを通じての健康の保持・
増進のための、学びの機会
の提供をさらに充実させる
必要がある。
また、部活動の地域展開に
応じて、本事業の運営方法
を考えていく必要がある。

中学校と特別支援学校の運動部活動を対象にアスリートを派遣。
【令和７年度（予定）】
・派遣部活動数30
・400回派遣

16,400

ス）スポーツ振興担当課

ウインタース
ポーツ塾

6 2 18

ウインタースポーツの裾野の拡大と
競技力の向上を図るため、小学生を
対象にフィギュアスケートやクロス
カントリーなどのウインタースポー
ツを幅広く体験できる体験会を実施

エントリーコー
スとして、６競
技（クロスカン
トリー・スキー
ジャンプ・ス
ノーボード・
リュージュ・
フィギュアス
ケート・カーリ
ング）を横断的
に体験するウイ
ンタースポーツ
教室を実施。
また、エキス
パートコースと
して、支援の必
要性の高い３競
技（フィギュア
スケート、クロ
スカントリース
キー、スノー
ボード）に対象
を絞って実施。
【平成29年度実
績】
・エントリー
コース：240人
・エキスパート
コース：28人

15,203

ジュニア層の競技力向上
に向けて、今後、体験会
参加者を競技へと繋げて
いく必要がある。

【令和６年度（予定）】
・ウインタースポーツ塾
in Summer　520人
・ウインタースポーツ塾
(冬季)　960人
・カーリング体験会　540
人
・リュージュ体験会　60
人
・フィギュア体験会　180
人

【令和６年度】
・ウインタースポーツ塾in Summer　520人
・ウインタースポーツ塾(冬季)　1040人
・カーリング体験会　360人
・リュージュ体験会　60人
・フィギュア体験会　120人

16,856

ジュニア層の競技力向上に
向けて、今後、体験会参加
者を競技へと繋げていく必
要がある。

【令和７年度（予定）】
・ウインタースポーツ塾in Summer　720人
・ウインタースポーツ塾(冬季)　1000人
・カーリング体験会　300人
・リュージュ体験会　60人
・フィギュア体験会　240人
・アイスホッケー体験会　100人

22,219

ス）スポーツ振興担当課

体育施設運営管
理

6

体育館グループ、温水プールグルー
プ、美香保体育館、スケート施設グ
ループ、屋外競技場施設グループ、
スポーツ交流施設、藤野野外スポー
ツ交流施設、ジャンプ競技場等、モ
エレ沼公園野球場の体育施設の管理

「安全・安心」
と「高い快適
性」を追求した
施設の維持管理
を行い、スポー
ツの普及振興を
推進するため、
一般開放、専用
利用等の貸館業
務を行った。

2,508

特になし 従来からある競技スポー
ツだけでなく、ニュース
ポーツや障がい者スポー
ツなど、利用者の求める
ニーズが多様化している
がそれらの活動の場が限
られているため、開放種
目の調整や時間延長の検
討などを進めていく。

「安全・安心」と「高い快適性」を追求した施設の維持管理を行い、スポーツ
の普及振興を推進するため、一般開放、専用利用等の貸館業務を行った。
【令和６年度実施予定】
・利用者数（個人）：1,559,570人
・利用者数（専用）：2,357,807人

2,904,050

特になし 従来からある競技スポーツだけでなく、ニュースポーツや障がい者スポーツ
など、利用者の求めるニーズが多様化しているがそれらの活動の場が限られ
ているため、開放種目の調整や時間延長の検討などを進めていく。

3,007,455

ス）施設課

その他体育施設
運営管理

6

スポーツ部が所管する体育施設の機
能を確保するため、施設の修繕、備
品の更新等を実施

平岸プール可変
床の保全をはじ
め、各区体育館
ほか各種体育施
設の修繕などを
実施した。

131,122

特になし 昨年度に引き続き、施設
の修繕及び備品の更新等
を実施する。

計画的に施設の修繕及び備品の更新等を実施した。

201,919

特になし 昨年度に引き続き、施設の修繕及び備品の更新等を実施する。

220,497

ス）施設課

札幌ドーム保全
事業

6

開業から16年が経過している札幌
ドームについて、大規模イベントな
どを継続的に開催できる環境を保つ
ため、計画的に保全改修工事を実施

アリーナ照明改
修、野球用ラ
バーフェンス改
修などを実施し
た。

962,000

特になし 昨年度に引き続き、計画
的に保全業務や改修工事
等を実施する。
【令和６年度実施予定】
▽電灯設備更新工事
▽大型映像装置保全業務
▽弱電設備保全業務
▽衛生設備保全業務
▽給排水給湯設備保全業
務
▽空調配管設備保全業務
▽ほか

計画的に保全業務や改修工事等を実施した。
【令和６年度実施結果】
▽大型映像装置保全業務
▽弱電設備保全業務
▽可動設備保全業務
▽給排水衛生設備保全業務
▽空調設備保全業務
▽ほか

575,534

特になし 昨年度に引き続き、計画的に保全業務や改修工事等を実施する。
【令和７年度実施予定】
▽アリーナ照明設備更新工事
▽可動設備保全業務
▽電話設備保全業務
▽衛生設備保全業務
▽ITV設備保全業務
▽ほか

1,033,000

ス）施設課

→

↑

→

→

↑

↑

〇

〇

〇

〇

〇

〇

中学校運動部活
動にアスリート
を派遣すること
で、顧問教諭が
指導のノウハウ
を学ぶ機会と
し、顧問教諭の
指導力の向上を
目指すことや、
さらなる運動部
活動の充実を目
的に、市内及び
近郊に居住する
アスリートを中
学校運動部活動
「外部指導者」
として派遣す
る。
1年間を通して
同一アスリート
が継続して指導
する。
派遣頻度は1か
月2回程度、年
間22回（5月～3
月）を上限に派
遣した。
【平成29年度実
績】
・派遣校数（部
活動数）：13校
（16部活動）
・延べ派遣回数
：280回
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・障がい者のスポーツ実施率：55.4％（目標値57％）
・体験会の年間参加人数：12,375人（目標値3,000人）

106

107

スポーツ施設リ
フレッシュ事業

6

老朽化したスポーツ施設全般及び大
型備品（リンク整氷車やバスケット
ゴールなど）の更新を計画的に実施

月寒弓道場防矢
ネット整備、麻
生球場人工芝敷
設、星置スケー
ト場リンク整氷
車更新などを実
施した。

91,944

特になし 昨年度に引き続き、施設
の修繕及び大型備品の更
新を実施する。
【令和６年度実施予定】
・厚別公園競技場建築保
全
・どうぎんカーリングス
タジアム建築保全　
・豊平区体育館天井改修
・円山球場改修工事実施
設計
・大倉山ジャンプ競技場
人工降雪用送水ポンプ更
新
・藤野野外スポーツ交流
施設圧雪車更新等

計画的に施設の修繕及び備品の更新等を実施した。
【令和６年度実施結果】
・厚別公園競技場保全改修
・どうぎんカーリングスタジアム保全改修
・豊平区体育館天井改修
・円山球場改修工事実施設計
・大倉山ジャンプ競技場人工降雪用送水ポンプ更新
・藤野野外スポーツ交流施設圧雪車更新等

324,512

特になし 昨年度に引き続き、施設の修繕及び大型備品の更新を実施する。
【令和７年度実施予定】
・厚別公園競技場保全改修
・麻生球場保全改修
・藤野野外スポーツ交流施設保全改修
・清田区体育館・西区体育館床改修
・トレッドミル更新　等

666,000

ス）施設課

藤野野外スポー
ツ交流施設リ
ニューアル事業 6

市民が身近にスポーツを楽しめる環
境を整えるため、老朽化が進んでい
る藤野野外スポーツ交流施設のリフ
トの更新を実施

リフト３基のう
ち、１基を更新
した。 99,378

特になし 第２ロマンスリフト更新
工事（令和６年度より２
か年工事）

第２ロマンスリフト更新工事を実施した。（令和６年度より２か年工事）

48,095

特になし 第２ロマンスリフト更新工事を実施。（令和６年度より２か年工事）

453,000

ス）施設課

オリンピック
ミュージアム活
用推進事業

6 8

オリンピックミュージアムを活用
し、オリンピック・パラリンピック
招致機運の醸成、オリンピック・パ
ラリンピック教育の推進

3,405

ジャンプ競技場に併設さ
れており、一体的に活用
したオリパラ教育の拠点
にする。

・展示物の収集展示及び
企画展の実施

・展示物の収集展示及び企画展の実施

0

ジャンプ競技場に併設され
ており、一体的に活用した
オリパラ教育の拠点にす
る。

・展示物の収集展示及び企画展の実施

0

ス）施設課

地域における障
がい者スポーツ
普及促進事業

6 16

障がい者スポーツに関するイベント
や調査研究を実施し、それらの結果
を踏まえて、障がい者スポーツが地
域に定着するための新しい方策を検
討

障がい者スポー
ツに関係する団
体で構成される
「札幌市障がい
者スポーツの普
及促進のあり方
に関する検討会
議」を開催し、
以下のイベント
を開催したほ
か、「札幌市障
がい者スポーツ
普及促進プログ
ラム」を策定し
た。
・障がい者ス
ポーツ体験イベ
ント　196人参加
（対象：一般市
民）
・車いすカーリ
ング体験教室　
19人参加（対象
：主に下肢に障
がいのある方）

6,918

障がい者スポーツの環境
整備である、障がい者ス
ポーツ団体の学校開放優
先枠について、より充実
を図っていく必要があ
る。

【令和６年度（予定）】
・チェアスキー指導者養
成講習会　５人

　前年度以前に引き続き、障がい者スポーツの体験会や支える人材を育成する
ための講習会を複数開催するなど各種振興施策を実施。
　また、新たな取り組みとして、（実施予定に記載していた）「チェアスキー
指導者養成講習会」を、「バイスキー指導者養成講習会及びチェアスキー初心
者研修会」として開催したほか、障がい者スポーツ団体への学校優先開放の対
象校を１校から７校へ拡大。
　その結果、障がい者のスポーツ実施率及び体験会の年間参加人数はいずれも
増加し、APで掲げた2027（R9）までの目標値を上回った。

46,123

・障がい者が個人で気軽に
スポーツや運動に取り組め
る場や相談できる場が少な
い。
・関係者（機関）間のネッ
トワーク構築が十分ではな
く、パラスポーツに関する
情報が行き届きづらい。

　引き続き、障がい者スポーツの体験会や支える人材を育成するための講習
会を複数開催するなど各種振興施策を実施。
　また、新たに、障がい者スポーツの世界大会（東京2025デフリンピック）
にかかる各種PRイベントを開催するほか、引き続き障がい者スポーツにおけ
る活動の場のあり方等に関して検討を進める。

50,000

ス）スポーツ振興担当課

オリンピック・
パラリンピック
教育推進事業
（再掲:221）

6 2 16

「スポーツを通じて心身を鍛え、人
種・民族、国の違いを超えて友好を
深め、平和な世界を築く」というオ
リンピズムの理念を踏まえ、スポー
ツを通じて子どもの知・徳・体をバ
ランスよく育むための取組を推進

9,375

３次構想を踏まえ、札幌
の特性を生かし、スポー
ツを通じて心身を鍛え、
人種・民族、国の違いを
超えて友好を深めという
オリンピズムの理念を育
む教育に一層努める必要
がある。

事業を継続するととも
に、オリンピックミュー
ジアムを活用した授業を
一層充実させることで、
冬季オリンピック大会を
開催した札幌市の歴史と
伝統を踏まえた学習を通
して、「ふるさと札幌」
を愛する心の育成する事
業実施を図っていく。
【令和７年度実施予定】
・実施校数：103校
・体験児童生徒数：8,500
名程度

オリンピック・パラリンピックに関する知識、選手の体験・エピソード、大会
を支える仕組み等についての学習を通して、スポーツの意義や価値等に触れる
機会の充実を図ることを目的として、オリンピアン・パラリンピアン等の講
話、オリンピック・パラリンピック種目の体験、オリンピックミュージアムを
活用した学習を実施した。
【令和６年度実績】
・実施校数：108校
・体験児童生徒数：8,518名

19,064

３次構想を踏まえ、札幌の
特性を生かし、スポーツを
通じて心身を鍛え、人種・
民族、国の違いを超えて友
好を深めというオリンピズ
ムの理念を育む教育に一層
努める必要がある。

事業を継続するとともに、オリンピックミュージアムを活用した授業を一層
充実させることで、冬季オリンピック大会を開催した札幌市の歴史と伝統を
踏まえた学習を通して、「ふるさと札幌」を愛する心の育成する事業実施を
図っていく。
【令和７年度実施予定】
・実施校数：103校
・体験児童生徒数：8,500名程度

24,000

教）教育課程担当課

ス）スポーツ都市推進課

とよひらスポー
ツ応援プロジェ
クト事業

6 8

札幌ドームを始め多数の国際規模の
スポーツ施設に恵まれた「スポーツ
のまち・豊平区」として、区民がス
ポーツに親しむための多彩な機会を
提供

5,888

フィギュアスケート体験
会については、募集人数
を大幅に超える応募があ
り、より多くの区民に体
験してもらえるよう検討
する必要があること、ま
た継続的に取り組んでい
けるよう開催手法を見直
す必要がある。
タグラグビー交流会につ
いては、ルールが難し
く、参加者が集まらない
といった課題が多く、本
事業の効果をより発揮で
きるよう、スポーツ種目
の振替を検討する必要が
ある。

令和６年度は、下記事業
にて、区民がスポーツを
楽しむきっかけとなる場
を提供していく。
【令和６年度実施予定事
業】
　・親子フィギュアス
ケート体験会
　　（午前午後の２部開
催とする）
　・クライミング＆パラ
スポーツフェスティバル
　・親子モルック体験会
　・スポーツバイキング

　※年度当初はタグラグ
ビー交流会を実施予定で
あったが、人気が乏しく
課題が多かったことか
ら、モルック交流事業に
振り替え、「親子モルッ
ク体験会」を実施する予
定。

令和６年度は以下の事業を実施し、子どもを中心とした幅広い世代にスポーツ
に親しむ機会を提供した。
【実施した事業】
　・とよひら親子フィギュアスケート体験会
　・クライミング＆パラスポーツフェスティバル
　・とよひら親子モルック体験会
　・こりんとめーたんカーリング交流会
　・チャレンジ！スポーツパーク

　※スポーツバイキングが中止となり、代替として、同じくプレミストドーム
を会場とした「チャレンジ！スポーツパーク」に参画した。

【令和６年度実績】
・区が実施したスポーツイベントへの年間参加者数：5,720名
　※チャレンジ！スポーツパーク全体の参加者数を含む

2,933

３次構想の重点施策である
施策の展開６「スポーツ・
健康に関する学びの充実」
を念頭に置き、親子や家族
で参加できる事業や、ウイ
ンタースポーツ文化に親し
めるような事業の展開を進
めており、今後もより良い
開催手法等を検討しながら
事業を継続していく。
事業量については、当該事
業の成果指標の増減は「ス
ポーツバイキング」の来場
者数に依存している状況
で、令和６年度は当該イベ
ントが中止となったことか
ら、比較することは困難で
ある。

4,235

豊）地域振興課

オリパラ教育を
市内30校の小学
校に実施した。
オリンピック
ミュージアム
（スイス）か
ら、過去の冬季
オリンピック聖
火リレートーチ
を借用し、企画
展を実施した。

オリンピック・
パラリンピック
に関する知識、
選手の体験・エ
ピソード、大会
を支える仕組み
等についての学
習を通して、ス
ポーツの意義や
価値等に触れる
機会の充実を図
ることを目的と
して、オリンピ
アン・パラリン
ピアン等の講
話、オリンピッ
ク・パラリン
ピック種目の体
験、オリンピッ
クミュージアム
を活用した学習
を実施した。
【平成29年度実
績】
・実施校数：60
校
・体験児童生徒
数：6,698名

札幌ドームを会
場にした「ス
ポーツバイキン
グ2017」や、オ
リンピック・パ
ラリンピック競
技の体験会
（カーリング・
ラグビー・フィ
ギュアスケー
ト）を開催する
など、子どもを
中心とした幅広
い世代にスポー
ツに親しめる機
会を提供した。
【平成29年度実
績】
・区が実施した
スポーツイベン
トへの年間参加
者数：6,957人

↑

→

↓

↑

→

―

〇

〇

〇

◎
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【実績値】

令和７年度は、下記事業にて、区民がスポーツを楽しむきっかけとな
る場を提供していく。
【令和７年度実施予定事業】
　・とよひら親子フィギュアスケート体験会（5/10開催）
　・とよひらくスポーツバイキング SUPPORTED BY ぴあ（7/30開催）
　・とよひらファミリーモルック体験会（9/14開催）
　・こりんとめーたんカーリング交流会（3/1開催予定）
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アイヌ文化体験
講座

7

アイヌの人たちを講師とする、アイ
ヌ文様の刺繍や木彫り、アイヌ料理
などの体験講座を実施

995

多数の市民が参加できる
よう周知を継続する。

【令和６年度実施予定】
・実施講座数：16講座
・受講者数：240名

1,423

新規の受講者が多く参加で
きるよう体制を整える。

【令和7年度実施予定】
・実施講座数：16講座
・受講者数：240名

1,453

市）アイヌ施策課

パシフィック・
ミュージック・
フェスティバル
の開催

7

世界の若手音楽家に対する教育事
業、演奏会事業（各種コンサー
ト）、音楽普及事業（リンクアップ
コンサート、教育セミナー等）を実
施

228,742

新たな取組としてデジタ
ルコンテンツを拡充する
とともに、市民に対して
さらなる知名度の向上を
目的とした広報の実施
や、優れた演奏に触れる
機会の提供について、改
善を図っていく。

例年に引き続き、下記の
とおり開催。
会期：令和6年7月10日～7
月30日
場所：札幌、道内各地及
び東京
公演数：30公演

札幌を中心に若手音楽家への教育、成果の発表の場及び市民等へ優れた音楽に
触れる機会を提供する演奏会、音楽普及のための教育機関等と連携した事業な
どを行った。
会期：令和6年7月10日～7月30日
公演数：30公演
入場者数：21,273人

362,948

引き続きデジタルコンテン
ツを拡充するとともに、市
民に対してさらなる知名度
の向上を目的とした広報の
実施や、優れた演奏に触れ
る機会の提供について、改
善を図っていく。

370,000

市）文化振興課

市民ロビーコン
サートの開催

7

市民に優れた演奏に接する機会を提
供することで、音楽文化の振興に寄
与するため、毎月1回、主として本
市にかかわりのある中堅音楽家によ
る無料のコンサートを開催

毎月1回、札幌市
役所ロビーにお
いてコンサート
を開催した。
【入場者数】
4,204人

1,625

市民等に対し事業は浸透
してきているが、演奏・
鑑賞環境の改善（特に冬
期間）が課題と捉えてお
り、改善を検討する。

来場者・出演者が安心し
て参加できるコンサート
づくりを目指す。

主として本市に関わりのある中堅音楽家による無料のコンサートを開催した。
【実施回数】11回
【来場者数】975人

2,142

市民等に対し事業は浸透し
てきているが、演奏・鑑賞
環境の改善（特に冬期間）
が課題と捉えており、改善
を検討する。

2,457

市）文化振興課

演劇公演支援事
業

7

市民へ優れた演劇作品鑑賞機会を提
供し、演劇のファン層の開拓（すそ
野の拡大）を図り、市民文化の振興
と新たな観光資源としての活用を図
ることを目的とし、「札幌演劇シー
ズン」の開催経費の一部を補助

14,803

３次構想を踏まえ、より
多くの市民が文化芸術に
親しむ機会を創出する必
要がある。

演劇が札幌を代表する文
化の１つとして定着する
ことを目指し、継続実施
する。令和６年度は公演
数は維持しつつ、夏・冬
の２会期を夏の１会期と
し、集中的な広報を展開
することで、祝祭感を高
め、鑑賞者数増を図る。

札幌演劇シーズンを支援することにより、広く市民へ優れた演劇の鑑賞機会を
提供することができた。令和６年度は公演数は維持しつつ、夏・冬の２会期を
夏の１会期とし、集中的な広報を展開することで、祝祭感を高め、鑑賞者数増
を図ったものの、来場者数は感染症拡大前の状況までは回復していない。

３次構想を踏まえ、より多
くの市民が文化芸術に親し
む機会を創出する必要があ
る。

演劇が札幌を代表する文化の１つとして定着することを目指し、継続実施す
る。令和７年度は、観客の鑑賞意欲を維持させるため、会期途中のワーク
ショップ開催を検討している。

12,000

市）文化振興課

文化活動練習会
場学校開放

7 7,508

利用者の拡大に向け、認
知度の向上などに係る取
組を検討する。

各学校の協力を得つつ開
放教室の適切な設備の維
持に努め、市民の文化活
動を支援する。

音楽、演劇などの文化芸術活動を行っている市内のアマチュアグループ、サー
クル、一般市民に練習会場として市立小学校の教室を開放することで、市民の
文化活動を支援
【開放小学校】16校（19教室）

8,949

利用者の拡大に向け、開放
校の維持および開放日数の
拡大に係る取組を検討す
る。

各学校の理解を得つつ開放教室の適切な管理運営に努め、市民の文化活動を
支援する。

9,400

市）文化振興課

サッポロ・シ
ティ・ジャズの
開催

7

夏の大通公園の
特設テントで
行ったミュー
ジックテントラ
イブなどのフェ
スティバルプロ
グラムを中心と
して、年間を通
して様々な企画
を展開し、年間
255,859人の来場
者があった。

7,874

３次構想を踏まえ、より
多くの市民が音楽を中心
とした文化芸術に親しむ
機会を創出する必要があ
る。

令和5年度と同規模の開催
を予定しており、引き続
き様々な音楽イベント開
催を通して、市民が音楽
に触れる機会を創出す
る。

大通公園をはじめとする市内10会場で開催するパークジャズライブや、芸術の
森や札幌文化芸術劇場hitaruを会場としたプロのミュージシャンによるライブ
など、年間を通してさまざまな企画を展開し、年間144,962人の来場者があっ
た。

8,698

３次構想を踏まえ、より多
くの市民が音楽を中心とし
た文化芸術に親しむ機会を
創出する必要がある。

令和6年度とおおむね同規模の開催を予定しており、引き続きさまざまな音
楽イベント開催を通して、市民が音楽に触れる機会を創出する。

8,700

市）文化振興課

さっぽろアート
ステージ事業

7 11

市民の文化芸術への関心を高めると
ともに、発表の機会が少ない団体や
個人に発表の場を設けることによっ
て、文化活動の担い手育成を図るた
め、11月を文化月間と位置づけ、演
劇や音楽、美術などの様々なアート
系イベントを開催し、文化芸術活動
に触れる機会を創出

舞台芸術部門・
音楽部門・学生
音楽部門・美術
部門の４部門を
実施し、市民が
気軽に文化芸術
に触れる機会や
発表の場を提供
することができ
た。

・来場者数　計
520,272人

27,362

３次構想を踏まえ、より
多くの市民が文化芸術に
親しむ機会を創出するた
め、定期的に事業内容の
見直しを行っていく必要
がある。

令和６年度も引き続き、
舞台芸術部門・音楽部
門・学生音楽部門・美術
部門の４部門について実
施する。
また、開催20周年記念イ
ベントの開催や新たにダ
ンス分野の企画実施、民
間企業と連携したワーク
ショップの開催など、よ
り多くの市民が文化芸術
に親しむきっかけづくり
となるような企画を実施
する予定。

舞台芸術部門・音楽部門・学生音楽部門・美術部門の４部門についてコロナ禍
以前のように全て実地開催するとともに、20周年記念企画を実施し、市民が気
軽に文化芸術に触れる機会や発表の場を提供することができた。

・来場者数　計608,151人

30,948

３次構想を踏まえ、より多
くの市民が文化芸術に親し
む機会を創出するため、定
期的に事業内容の見直しを
行っていく必要がある。

令和７年度も引き続き、舞台芸術部門・音楽部門・学生音楽部門・美術部門
の４部門について実施することに加え、ダンス部門を新設し、より多くの市
民が文化芸術に親しむきっかけづくりとなるような企画を実施する予定。

27,000

市）文化振興課

写真文化振興事
業

7

写真文化振興のため、北一条さっぽ
ろ歴史写真館における展示や札幌市
公文書館の収蔵写真を活用した展覧
会、ワークショップなどの各種事業
に対して補助金を交付

1,677

３次構想を踏まえ、より
多くの市民が文化芸術に
親しむ機会を創出する必
要がある。

生活・文化・風景の写真
を展示する写真展やこど
も写真教室の開催など、
多様な手段により、市民
が写真文化に触れる機会
を提供する。（北１条
さっぽろ歴史写真館（２
回展示換え予定））

生活・文化・風景の写真を展示する写真展や市民参加型の公募写真展の開催な
ど、多様な手段により市民が写真文化に触れる機会を提供した。
（北１条さっぽろ歴史写真館（展示換え２回）

1,677

３次構想を踏まえ、より多
くの市民が文化芸術に親し
む機会を創出する必要があ
る。

生活・文化・風景の写真を展示する写真展やこども写真教室の開催など、多
様な手段により、市民が写真文化に触れる機会を提供する。（北１条さっぽ
ろ歴史写真館（２回展示換え予定））

1,677

市）文化振興課

文化芸術に関す
る学びの充実の
観点から、次の
とおり実施
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
24 講座
・受講者数：228
名

札幌を中心に若
手音楽家への教
育、成果の発表
の場及び市民等
へ優れた音楽に
触れる機会を提
供する演奏会、
音楽普及のため
の教育機関等と
連携した事業な
どを行った。
【期間】平成29
年7月8日～8月1
日
【公演数】39公
演
【入場者数】
35,139人

札幌演劇シーズ
ンを支援するこ
とにより、広く
市民へ優れた演
劇の鑑賞機会を
提供することが
できたほか、札
幌の新たな魅力
資源としての成
長を促すことが
できた。
「札幌演劇シー
ズン」では、年
間来場者数が前
年度比で3,289人
増加したほか、
新規ファン層の
開拓を取り組む
ことができた。

音楽、演劇など
の文化芸術活動
を行っている市
内のアマチュア
グループ、サー
クル、一般市民
に練習会場とし
て市立小学校の
教室を開放する
ことで、市民の
文化活動を支援
した。
【開放小学校
数】16校（19教
室）
【年間利用者
数】23,332人

生活・文化・風
景の写真を展示
する写真展やこ
ども写真教室の
開催など、多様
な手段により、
市民が写真文化
に触れる機会を
提供した。
（北１条さっぽ
ろ歴史写真館
（展示換え３
回）

【令和６年度実績】
・実施講座数：16講座
・受講者数：211名

例年に引き続き、下記のとおり開催。
会期：令和7年7月9日～7月29日
場所：札幌、道内各地及び東京
公演数：32公演

来場者・出演者が安心して参加できるコンサートづくりを目指す。

11,838

音楽、演劇、舞踊等の活動を行
うアマチュアのサークルや文化
団体等に対して、市立小学校の
音楽室等を低廉な料金で貸し出
す（開放）ことにより、練習会
場及び創作の場を提供

音楽文化の振興、観光の活性
化、札幌の魅力発信を図るた
め、大通公園や芸術の森などで
プロのミュージシャンによるラ
イブの他、市内各所で市民参加
型のライブなどを開催

→

→

→

→

→

→

→

→
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能楽振興事業

7

能楽振興のための能楽公演やワーク
ショップなどの事業に対して、補助
金を交付

2,000

３次構想を踏まえ、より
多くの市民が文化芸術に
親しむ機会を創出する必
要がある。

教育文化会館が９月末ま
で工事休館中のため、令
和6年度においては市民交
流プラザを会場として
ワークショップを実施
し、石山緑地を会場とし
て薪能公演を実施する。

市民交流プラザ等を会場として、小中学生のための能楽入門体験ワークショッ
プを実施したほか、「誰もが楽しめる新しい薪能」をコンセプトに、石山緑地
ネガティブマウンドにて札幌では約20年振りとなる薪能公演を開催し、伝統芸
能の裾野を広げるとともに、市民が多彩な文化芸術に親しむ機会を提供した。
・来場者数等　計1,209人

2,000

３次構想を踏まえ、より多
くの市民が文化芸術に親し
む機会を創出する必要があ
る。

令和６年度に改修が完了した教育文化会館の屋根付能舞台を積極的に活用す
るほか、子ども向け公演やワークショップ等、若年層の参加拡大に向けた取
組を実施し、引き続き伝統芸能の普及振興を図っていく。

2,000

市）文化振興課

札幌市文化芸術
振興助成金

7

本市の文化芸術振興に寄与する活動
等を行う団体及び個人への助成を実
施

17の事業に対し
て合計4,076千円
を助成した。

4,108

新制度による実施状況を
踏まえ、次年度以降の募
集要項等を検討していく
必要がある。

令和６年度採択事業に対
する支援を継続しなが
ら、令和６年11月頃から
開始する令和７年度事業
募集に向け、募集要項等
の見直しを行う。

17件の採択事業を対象に合計8,276千円を助成した。
また、令和6年度中に令和7年度実施事業の募集・審査・採択を行った。

8,276

新制度による実施状況を踏
まえ、次年度以降の募集要
項等を検討していく必要が
ある。

令和7年度採択事業に対する支援を継続しながら、令和7年11月頃から開始す
る令和8年度事業募集に向け、募集要項等の見直しを行う。

9,000

市）文化振興課

（仮称）札幌自
然史博物館整備
推進事業
（旧：（仮称）
札幌博物館整備
推進事業）

7 8

札幌博物館の整備に向け、展示内容
や事業活動の展開方法などを定めた
「展示・事業基本計画」や整備内容
を定めた「整備基本計画」を策定

仮称）札幌博物
館の整備推進に
向け、展示内容
や事業活動の方
向性を示す「展
示・事業基本計
画」の取りまと
めを行った。

3,834

持続可能な博物館運営に
関する詳細調査を進める
とともに、博物館活動セ
ンターの認知度向上（＝
博物館整備の機運醸成）
を図る必要がある。

（仮称）札幌自然史博物
館整備に向けて必要な調
査検討を実施するととも
に、博物館活動センター
における博物館の基本的
な活動（資料の収集と保
存、調査研究、普及交
流・展示）を継続し、ア
ウトリーチ活動を強化す
ることで、市民に札幌の
自然史についての興味・
関心を促し、（仮称）札
幌自然史博物館整備に向
けた機運醸成を図る。

寄贈標本やクジラ化石、希少植物の調査など自然史に関する資料の収集・保存
及び調査研究を進めるとともに、博物館活動センターを拠点とした企画展や
ワークショップ、地下歩行空間での「まちなかミュージアム」、さらにはAOAO
SAPPOROや無印良品札幌パルコとの連携を通じて、市民が札幌の自然史に触れる
場を提供した。
また、（仮称）札幌自然史博物館の建設候補地における施設規模等の調査を行
い、整備に向けた準備を進めた、
・来館者数　6,696人
・事業参加者数　6,923人（ワークショップ等計37回）

11,880

博物館の整備推進には市民
の合意形成が不可欠。その
ため、多様な年齢層や目的
に応じた市民向けプログラ
ムの充実や民間事業者との
連携強化を通じて、博物館
活動センターの認知度を高
め、整備への機運を醸成す
る必要がある。

（仮称）札幌自然史博物館整備に向けて必要な調査検討を実施するととも
に、博物館活動センターにおける博物館の基本的な活動（資料の収集と保
存、調査研究、普及交流・展示）を継続するとともに、アウトリーチ活動を
強化することで、市民に札幌の自然史についての興味・関心を促し、（仮
称）札幌自然史博物館整備に向けた機運醸成を図る。

15,000

市）文化振興課

時計台２階ホー
ル・豊平館広間
等貸出

7 7

時計台２階ホール・豊平館広間等を
希望者に貸し出し、コンサートのほ
か、セミナーや映画鑑賞などの多彩
なイベントを実施する場を提供

時計台２階ホー
ル及び豊平館広
間等を希望者に
対し貸出を行っ
た。
【平成29年度実
績】
・時計台ホール
利用率　100％（
22,924人が利
用）
・豊平館広間等
の貸室利用率　
16.0％　

57,826

生涯学習等によるホール
の利用頻度が少ないた
め、学習機会の提供など
の取組を積極的に行う必
要がある。
豊平館の貸室利用率が伸
びているものの、今後
も、より一層市民に広報
するなどして利用率の向
上に努める必要がある。

・生涯学習等のホール利
用の向上を目指し、ホー
ムページの利用状況の即
日更新や備品の写真掲
載、ホール利用時の写真
の更新（ホール利用者同
意のもと）を行い、時計
台ホールがどのように利
用されているかを伝えら
れるようにする。
・引き続き、指定管理者
により事業を継続すると
ともに、特に豊平館の貸
室の利用率向上をさせて
いく。

【時計台】
昨年度、当月以外のホール利用状況を参照しやすいようにホームページの内容
の見直しを行ったこともあり、稼働率はコロナ５類移行後最高の96.0％となっ
た。

【豊平館】
丁寧な対応を心掛けたことによりリピーターが増加したほか、積極的に企業や
団体にPRすることで市内の企業等の新規利用が増え、全ての部屋が利用回数、
利用率ともに昨年実績を上回る結果となり、全体で17.1％と５年間（R2～R6）
の指定管理期間内で一番高い利用率となった。

時計台

【時計台】
第３次構想を踏まえ、学習
機会の提供や周知などの取
組を積極的に行う必要があ
る。
【豊平館】
貸室利用率が伸びているも
のの指定管理者の目標には
達していないため、今後も
積極的に広報するなどして
利用率の向上に努める必要
がある。

【時計台】
生涯学習等のホール利用の向上を目指し、ホームページの利用状況の即日更
新や備品の写真掲載、ホール利用時の写真の更新（ホール利用者同意のも
と）を行い、時計台ホールがどのように利用されているかを伝えられるよう
にする。
【豊平館】
引き続き、指定管理者により事業を継続するとともに、貸室の利用率向上を
目指す。

時計台　
2,420

豊平館　
48,709

市）文化財課

札幌文化芸術劇
場・札幌文化芸
術交流センター
運営事業

7 10

平成30年10月に供用を開始する札幌
市民交流プラザ内の札幌文化芸術劇
場hitaru、札幌文化芸術交流セン
ターSCARTSについて、具体的な事業
計画などを検討

平成30年10月の
供用開始に向け
て開設準備を
行った。

404,550

３次構想を踏まえ、より
多くの市民が文化芸術に
親しむ機会を創出する必
要がある。

本格的な舞台公演を制作
するとともに、魅力的な
大型公演を誘致し、多様
なジャンルの文化芸術に
市民が触れられる機会を
提供していく。

地元アーティスト等を起用し、本格的なオペラ「ドン・ジョヴァンニ」公演を
実施する等、市民に質の高い舞台芸術の鑑賞機会を提供した。

1,290,257

３次構想を踏まえ、より多
くの市民が文化芸術に親し
む機会を創出する必要があ
る。

本格的な舞台公演を制作するとともに、魅力的な大型公演を誘致し、多様な
ジャンルの文化芸術に市民が触れられる機会を提供していく。

1,333,921

市）文化振興課

国際芸術祭事業

7 8 10 19

札幌の地域特性を活かした多様な芸
術表現に触れられる札幌国際芸術祭
を３年に１度開催し、その間、札幌
市資料館を拠点として芸術祭に対す
る理解促進につながる取組を実施

平成29年8月6日
から10月1日まで
の57日間にわた
り、札幌国際芸
術祭2017を開
催。国際的に活
躍しているアー
ティストの作品
に触れる機会を
創出した。市内
44会場で常設の
展覧会やイベン
ト、パフォーマ
ンスを実施し、
来場者数は、目
標値35万人を上
回る381,697人の
来場があった。

390,320

令和５年度は３年に一度
の本祭開催年であったた
め事業規模も大きく、多
くのイベント等を開催す
ることができたが、令和
６年度は本祭の開催はな
いため、札幌市資料館で
の事業の普及や学校との
連携等の継続事業により
SIAFの認知度を維持・向
上し、次回芸術祭開催へ
繋げる必要がある。

次回芸術祭開催に向けて
方針やディレクターの選
定について検討するほ
か、継続事業として小・
中学校と連携した「SIAF
スクール」を展開するな
どの普及活動を行う。ま
た、冬季にはプレイベン
トを開催予定。

SIAF2024の検証結果を踏まえ、次回芸術祭（SIAF2027）も冬季開催を継続する
こととし、４名のディレクターチーム（小川秀明氏、細川麻沙美氏、漆崇博
氏、丸田知明氏）を決定した。
また、「SIAF スクール」ではアーティスト等が制作したアプリケーションを使
用し、小・中学校での出前授業を実施。冬季にはプレイベントとしてさっぽろ
雪まつりとコラボレーションし、大通６丁目会場「雪のアート広場」に芸術祭
が手がける２つのアート作品を展示することで、芸術祭の普及活動を行った。

66,386

令和７年度は本祭の開催に
向けた準備年のため、令和
６年度に引き続き、
SIAF2024を通して得た認知
度を維持拡大し、次回芸術
祭につなげていく必要があ
る。

次回芸術祭開催に向けて企画・会場の検討を進めるほか、SIAFの認知度の維
持・向上を図るため、各種プレイベントを実施する。昨年度も実施したさっ
ぽろ雪まつり開催に合わせた冬のプレイベントの他、夏には北海道立近代美
術館等と共催でプレイベントを実施予定。
また、普及活動として小・中学校と連携した「SIAFスクール」も継続して実
施する。

170,000

市）国際芸術祭担当課

さっぽろ天神山
アートスタジオ
運営管理費
（アートによる
地域活性化分）

7 8 10 14

国内外で活躍するアーティストと市
民との交流イベントの開催等によ
り、住民間の交流促進や新しい地域
活動の担い手を発掘するような機会
を創出

地域のまちづく
り協議会との協
働での交流イベ
ントの実施や、
国内外から公募
する滞在アー
ティストとの
ワークショップ
等を実施した。

1,600

市民がより一層メリット
を享受できるようにする
ため、滞在アーティスト
と市民との交流を更に促
進させる。

令和5年度同様、引き続き
滞在アーティスト等によ
る展示やワークショップ
を実施し、市民との交流
を促進させる。

子どもとの交流事業では、アーティストを講師に迎えたワークショップを開催
し、8人が参加したほか、天神山文化祭では1,072人が来場した。
その他、滞在アーティストによる交流イベント等を定期的に開催し、多くの市
民が参加した。

18,150

市民がより一層メリットを
享受できるようにするた
め、滞在アーティストと市
民との交流を更に促進させ
る。

令和７年度より、滞在アーティストによる展示やアーティストトークなどを
行うイベント（※）を新規で実施するなど市民との交流促進に向けた取組を
実施予定。
（※）オープンスタジオ･･･さっぽろ天神山アートスタジオにて、7月、12月
を除いた各月において開催を予定。

18,150

市）文化振興課

子ども劇場運営

7 2 11

人形劇、児童劇等の制作及び発表と
制作団体の育成を通じて、青少年の
情操のかん養を図り、もつてその健
全な育成その他の活動に資するた
め、こども人形劇場「こぐま座」及
びこどもの劇場「やまびこ座」を運
営

・観劇者数（2館
合計）：28,437
人
・上演回数（2館
合計）：395回

62,966

新規劇団の更なる育成。 同程度の事業規模で継続
実施予定

・観劇者数（2館合計）：25,220人
・上演回数（2館合計）：420回

72,065

新規劇団の更なる育成。 同程度の事業規模で継続実施予定

72,730

子）子どもの権利推進課

教育文化会館の
仮設能舞台を活
用した本格的な
能楽公演、ワー
クショップ、実
演レクチャーな
どを展開し、伝
統芸能の裾野を
広げるととも
に、市民が多彩
な文化芸術に親
しむ機会を提供
した。
・来場者数等　
計2,832人
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【会期】
メイン会期　令和7年9月10日（水）～9月14日（日）（5日間）
【メイン会場】
ACU、札幌市 SCARTS、赤れんが庁舎、チ・カ・ホ、札幌大通エ
リア歩行者天国など
【主な事業】
・NoMaps 2025
本年も、NoMaps CONFERENCE、NoMaps SOCIALなどテーマを区切り、各
テーマごとに有識者によるトークセッションや展示イベントなどを実施。今年
度から官民連携の促進を目的としてNoMaps GOVERNMENTを新設。
・第20回札幌国際短編映画祭

125

126

127

128

129

NoMaps事業

7 10

クリエイティブ産業の活性化や創業
支援、新産業の創造、札幌・北海道
の魅力向上などを目的とし、様々な
イベントを通して、新しい価値観や
文化、社会の姿を提案し、新たなビ
ジネスを生み出す場を提供する「
NoMaps」の開催を支援

・「No Maps2017
」を平成29年10
月5日（木）から
15日（日）まで
の11日間開催
・期間中の事業
数は114事業、参
加者数は27,379
名であった。ま
た、期間外を含
めた、総参加者
数は30,480名で
あった。

79,558

安定した財源の確保。
R4年度までは当課より
20,000千円の負担金を入
金していたが、R5年度よ
りふるさと納税と協賛金
による運営となってい
る。
継続的に運営していくた
めに安定した財源の確保
が課題となっている。

【会期】
メイン会期　令和6年9月
11日（水）～9月15日
（日）（5日間）
【メイン会場】
アスティホール、札幌市
⺠⽂化芸術センター
SCARTS、チ・カ・ホ、大
通エリア歩行者天国など
【主な事業】
・NoMaps 2024
本年も、NoMaps
CONFERENCE、NoMaps BIZ
、NoMaps SOCIALなどテー
マを区切り、各テーマご
とに有識者によるトーク
セッションや展示イベン
トなどを実施。
・第19回札幌国際短編映
画祭

・「No Maps2024」を令和6年9月11日（水）～9月15日（日）5日間開催
・期間中の事業数は209事業、会場数は49会場、参加者数は75,837名であった。

33,626

安定した財源の確保。
R4年度までは当課より
20,000千円の負担金（一般
財源）を入金していたが、
R5年度以降はふるさと納税
を原資とする負担金と企業
協賛金による運営となって
いる。
継続的に運営していくため
に安定した財源の確保が課
題となっている。

100,000

経）イノベーション推進課

さっぽろ雪まつ
り事業

7 10

さっぽろ雪まつりの魅力アップとさ
らなる集客増を図るため、開催期間
の延長や将来にわたって安定的にイ
ベントを継続していくための人材を
育成

430,101

さっぽろ雪まつりの更な
る魅力アップや人材育成
を念頭に置いた事業実施
を図っていく。

さっぽろ雪まつりにおいて、ボランティア従事者を募集し、大雪像制作等に関
わる人材育成を行った。
【2025さっぽろ雪まつり開催実績】
大通会場・すすきの会場・つどーむ会場：令和７年２月４日～11日(８日間)
来場者数：232万7千人
大通会場におけるボランティア従事者数
　福祉ボランティア　184人
　観光ボランティア　 65人
　通訳ボランティア　123人
　市民ボランティア　283人
　大雪像制作ボランティア従事者数：692人　　　合計　1,347人

508,237

従事者数がコロナ前の水準
には至らなかった（2019
さっぽろ雪まつり時：
1,624人）。今後も継続し
た募集の実施が求められ
る。

さっぽろ雪まつりの更なる魅力アップや人材育成を念頭に置いた事業実施を
図っていく。

【令和６年度実施予定】
大通会場・すすきの会場・つどーむ会場：令和８年２月４日～11日(8日間)
ボランティア：12月から募集

536,000

経）観光魅力地域づくり担当課

公園管理

7 8

平岡樹芸センター及び豊平公園・百
合が原公園の緑のセンターにおい
て、園芸教室など受講料無料の各種
教室等を実施

【平岡樹芸セン
ター】
実施回数：31
回、参加者：478
人
【豊平公園緑の
センター】
実施回数：77
回、参加者：
1,581人
【百合が原公園
緑のセンター（
※改修工事のた
め例年に比べ開
催回数減少）】
実施回数：17
回、参加者：225
人

指定管理
者が実施
するため
把握して
おりませ

ん。

特になし 指定管理者により事業を
継続していく。

（指定管理事
業のため抜出

不可）

特になし 指定管理者により事業を継続していく

指定管理者
が実施する
ため、把握
しておりま

せん。

建）みどりの管理課

アイヌの伝統的
生活空間の再生
事業　体験交流
講座 7

アイヌの人たちを講師とする、アイ
ヌの民具づくり、アイヌ料理などの
体験交流講座を実施

（R2新規） （R2新
規）

多数の市民が参加できる
よう周知を継続する。

【令和６年度実施予定】
・実施講座数：８講座
・受講者数：150名

【令和６年度実績】
・実施講座数：８講座
・受講者数：113名

1,922

多数の市民が参加できるよ
う周知を継続する。

【令和７年度実施予定】
・実施講座数：８講座
・受講者数：150名

1,988

市）アイヌ施策課

障がい者向け文
化芸術体験事業

7

障がいのある方に向けて、音楽ワー
クショップやコンサート等のイベン
トを実施

（R6新規） （R6新
規）

特別支援学校や市内の小
学校の特別支援学級に通
う児童を対象に、札幌コ
ンサートホールで音楽
ワークショップを３回実
施する。

障がいの種別に分け計3回の公演を実施。
①聴覚障がいの回･･･3校、32人の児童が参加。
②肢体不自由の回･･･2校、5人の児童が参加。
（オンライン配信･･･6校、54人の児童が参加）
③知的、情緒等の回･･･36校、236人の児童が参加。

3,900

病状により来場できない児
童が一定数いるため、オン
ライン配信など、より多く
の児童が鑑賞できる環境を
整備する。

15,000

市）文化振興課

札幌市資料館運
営管理

8 5 7

文化芸術に関する講座や刑事法廷展
示室を活用した模擬裁判など学習活
動の場を提供
まちの歴史展示室では、札幌のまち
の成り立ちの概要、大通公園の解説
や札幌市資料館に用いられている札
幌軟石に関する資料を展示

文化芸術に関す
る講座の定期的
な開催や、裁判
所・検察庁との
共催による法・
司法に係る学習
機会を提供し
た。
常設のまちの歴
史展示室では、
旧札幌控訴院で
ある札幌市資料
館の文化財とし
ての価値、特徴
や大通公園の歴
史、文化等の概
要を伝える展示
を行っている。

34,568

国指定重要文化財とし
て、R911年以降に予定し
ている耐震補強や保存修
理工事を実施するまでの
間、防災や維持管理業務
に重点を置き、施設を良
い状態に維持すること。
また建造物の歴史的価値
を伝えていく必要があ
る。

令和5年度同様、引き続き
指定管理者に事業を継続
させ、文化芸術、法・司
法に係る講座等を実施し
ていく（文化芸術に関す
る講座等：計画回数17／
法・司法に係る講座等：
計画回数17）。

文化芸術や法・司法に係る講座等は計画を超える回数を実施できた（文化芸術
に関する講座等：当初計画数20，実施回数24／法・司法に係る講座等：当初計
画回数15，実施回数24）。
引き続きまちの歴史展示室では、旧札幌控訴院である札幌市資料館の文化財と
しての価値、特徴や大通公園の歴史、文化等の概要を伝える展示を行ってい
る。

42,414

令和６年度同様、引き続き指定管理者に事業を継続させ、文化芸術、法・司
法に係る講座等を実施していく（文化芸術に関する講座等：計画回数18／
法・司法に係る講座等：計画回数11）。

40,867

市）文化振興課

さっぽろ雪まつ
り大通会場、す
すきの場の会期
を1日間延長し、
8日間としたほ
か、大雪像制作
等に関わる人材
育成を行った。
【平成29年度実
績】
大通会場・すす
きの会場　平成
30年2月5日～12
日(8日間)
つどーむ会場　
平成30年2月1日
～12日(12日間)
来場者数：254万
3千人
大雪像制作ボラ
ンティア従事者
数：762人

コロナの影響があったこと
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⺠交流プラザ

【平岡樹センター】
実施回数：21回
参加者：241人

【豊平公園】
実施回数：62回
参加者：691人

【百合が原公園】
実施回数：40回
参加者：1,046人

国指定重要文化財とし
て、R11年以降に予定し
ている耐震補強や保存修
理工事を実施するまでの
間、防災や維持管理業務
に重点を置き、施設を良
い状態に維持すること。
また建造物の歴史的価値
を伝えていく必要があ
る。

＜障がい児向け音楽ワークショップ＞
障がいの種別に分け計3回の公演を実施。令和7年度は従前に加えて視
覚障がいの児童も招待。
①聴覚障がいの回･･･5校、28人の児童が参加。
②肢体不自由の回･･･4校、6人の児童が参加
③知的、情緒等/視覚障がいの回･･･36校、245人の児童が参加予定。
（オンライン配信･･･鑑賞校０校）

＜ユニバーサルコンサート＞
令和７年度より、障がいの有無に関わらず、子どもから大人まで参加
できるユニバーサルコンサートを札幌コンサートホールKitaraにて開
催予定。
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さっぽろっ子ウ
インタースポー
ツパワーアップ
事業

8 2 6

次世代を担う子供を対象にウイン
タースポーツの魅力を伝えることに
より、将来的なウインタースポーツ
実施率の向上を目的として実施
中学校・中等教育学校・高等学校・
特別支援学校のスキー学習の充実と
実施率の向上を目的として、教育委
員会学校教育部との共催で実施する
もの。また、小学校の歩くスキーの
普及啓発を目的に、青少年山の家を
利用する市内小学校を対象に実施

次世代を担う子
供を対象にウイ
ンタースポーツ
の魅力を伝え、
将来的なウイン
タースポーツ実
施率の向上を目
的として、市立
中学校・高等学
校のスキー学習
に対しインスト
ラクターを派遣
した。また、歩
くスキーの普及
啓発を目的に、
市立小学校の歩
くスキー学習に
インストラク
ターを派遣し
た。
【平成29年度実
績】
・市立中学校・
高等学校のス
キー学習へのイ
ンストラクター
派遣人数：936人
・市立小学校の
歩くスキー体験
へのインストラ
クター派遣人数
：163人

9,971

３次構想を踏まえ、雪
（ウインタースポーツ）
を生かした学習機会の充
実や、市や区の人材・地
域性を生かした特色ある
学習機会の充実に努め、
「札幌らしさ」を再発見
できる機会の充実を図っ
ていく必要がある。

インストラクターの派遣
を通してスキー授業の充
実を図る。
【令和６年度（予定）】
・スキー学習支援　1500
人派遣
・歩くスキー出前授業　
18校

中学校・高校等のスキー学習へのインストラクター派遣、小学校の歩くスキー
授業へのインストラクター派遣。
【令和６年度実績】
・中高スキー学習支援　72校に延べ1341人派遣
・小学校スキー学習支援　９校に延べ98人派遣

18,472

３次構想を踏まえ、雪（ウ
インタースポーツ）を生か
した学習機会の充実や、市
や区の人材・地域性を生か
した特色ある学習機会の充
実に努め、「札幌らしさ」
を再発見できる機会の充実
を図っていく必要がある。

インストラクターの派遣を通してスキー授業の充実を図る。
【令和７年度（予定）】
・スキー学習支援　1500人派遣
・歩くスキー出前授業　18校

23,002

ス）スポーツ振興担当課

雪と暮らすおは
なし発表会

8 11

将来のまちづくりを担う子どもたち
が「札幌市の雪対策」や「冬の暮ら
し」などについて学ぶ機会を設ける
とともに、その成果を発表する場と
してステージ発表や作品の展示を実
施

【ステージ発
表】
　作品数：71点
（当日発表24
点）
　参加者：283名
（当日発表91
名）
【展示部門】
　作品数：222
点、参加者：514
名

3,752

応募学校の固定化が進ん
でいることから、小中学
校に対する事業の周知に
力を入れる必要がある。

令和６年度も地下歩行空
間に作品展示・放映を行
うほか、展示以外スペー
スを活用し、キャラク
ター「ゆきだるマン」の
着ぐるみグリーティング
等を実施する。

作品や動画を札幌駅前通地下歩行空間で４日間展示するとともに、ホームペー
ジ上で公開した。
【動画部門】
　作品数：85点、学校数：8校14学級
【作品部門】
　作品数：120点、学校数：11校20学級
【展示会場来場者数】
　1,791名

来場者を増やすため、イベ
ントに興味をもってもらえ
るような取組み・広報活動
に力を入れる必要がある。

令和７年度も地下歩行空間に作品展示・放映を行うほか、展示以外スペース
を活用し、キャラクター「ゆきだるマン」の着ぐるみグリーティング等を実
施する。

建）計画課

冬みち地域連携
事業
（１）雪体験授
業
（２）札幌雪学
習
（３）地域除雪
ボランティア活
動への支援

8 2 12

（１）将来のまちづくりを担う子ど
もたちが札幌の雪対策や冬の暮らし
に関心を持ち、除雪に対する意識が
浸透するよう、市内小学校の高学年
を対象とした「雪体験授業」（除雪
に関する体験学習）を実施
（２）「雪」を楽しんだり克服した
りする活動を通して雪への意識の浸
透を図るため、小学校全学年を対象
とした「札幌雪学習」（雪に関する
総合学習）を実施
（３）市民・団体等と行政との協働
による除排雪を推進し、町内会や学
校、企業等で取り組まれている地域
の除雪ボランティアに対する支援と
して、活動に使用する除雪用具の貸
出を実施

（1）平成29年度
は、145校で雪体
験授業を実施し
た。
（2）平成29年度
までに6つの学習
パッケージを作
成し、ホーム
ページで公開し
ている。
（3）平成29年度
末で45団体に除
雪用具を貸出し
ている。

41,633

特になし （１）今後も継続して、
市内の全小学校どの実施
を目標に事業を進める。
（２）小学校をメインの
対象とした活動を進めつ
つ、幼稚園や中学校への
拡大を検討する。
（３）ボランティア活動
の拡大に向けて、継続し
て広報活動を進める。

（１）令和６年度は、188校で雪体験授業を実施したほか、幼稚園７園でも雪体
験教室を実施した。
（２）令和６年度までに18の学習パッケージを作成し、ホームページで公開し
ている。
（３）令和６年度末で52団体に除雪用具を貸出している。

42,622

特になし （１）今後も継続して、市内の全小学校どの実施を目標に事業を進める。
（２）小学校をメインの対象とした活動を進めつつ、幼稚園や中学校への拡
大を検討する。
（３）ボランティア活動の拡大に向けて、継続して広報活動を進める。

46,350

建）事業課

さけ科学館運営
管理

8 5

さけの生態や自然環境についての理
解を深めてもらうことを目的とし
て、「サケ稚魚体験放流」、「さか
なウォッチング」、「さっぽろサケ
フェスタ」等の事業を実施

指定管理
者が実施
するため
把握して
おりませ

ん。

体験放流等は毎年行って
おり、リピーターが多い
ため、学習の内容や方法
の重複を避け、飽きの来
ないよう工夫する必要が
ある。

指定管理者により事業を
継続し、豊平川に遡上す
るサケの現状等を普及啓
発することにより、自然
環境への学びの機会を提
供していく。

イベント等は全て予定通り実施した。また、外部から教育普及関係で協力を依
頼された企画も多数実施した。
【令和６年度実績】
実施回数：31回
参加者数：3,965人
参加者アンケート満足度：98.2％

（指定管理事
業のため抜出

不可）

体験放流等は毎年行ってお
り、リピーターが多いた
め、学習の内容や方法の重
複を避け、飽きの来ないよ
う工夫する必要がある。

指定管理者により事業を継続し、豊平川に遡上するサケの現状等を普及啓発
することにより、自然環境への学びの機会を提供していく。

指定管理者
が実施する
ため、把握
しておりま

せん。

建）みどりの管理課

地域学校協働活
動推進事業
（旧）サッポロ
サタデースクー
ル事業
（再掲:32、162
、169、209、224
）

8 8 19 11 12 22

子どもたちを対象に地域の力を生か
した多様な学びや体験の機会を提供
するとともに、活動を通じて地域と
学校の持続可能な連携・協働の体制
づくりを支援し、地域全体で子ども
を育てる環境を醸成

30の小中学校
（小23、中7）
で、地域の多様
な経験や技能を
持つ人材・企業
等の豊かな社会
資源を活用した
プログラムを228
回実施し、延べ
12,763人の児童
生徒が参加し
た。

7,007

コミュニティ・スクール
の導入に合わせて、本事
業の全市的な展開を目指
し、実施校の更なる拡大
が必要。研修等の機会を
通じて事業の活用につい
て普及啓発を図る必要が
ある。

引き続き子どもたちを対
象に多様な学びや体験の
機会を提供するととも
に、活動の中核を担う
コーディネーターとして
地域学校協働活動推進員
の配置を進めるなど、地
域と学校の持続可能な連
携・協働の体制づくりを
支援する。
　

　48校44地域学校協働本部にて子どもたちに学びや体験の機会等を提供し、子
どもの年間延べ参加者数が47,000人を超えるなど、平成26年度の事業発足以
降、過去最大の実施校数及び参加者数となった。また、本年度より、学校と地
域のコーディネート機能強化や教職員の負担軽減を目的に、実施校の内10校を
モデルとし、従来の地域コーディネーターから地域学校協働活動推進員への切
替を実施（小７校、中３校）。地域と学校の連携・協働の体制づくりを支援し
た。 12,331

　コミュニティ・スクール
の導入に合わせて、本事業
の全市的な展開を目指し、
実施校を更に拡大するた
め、研修等の機会を通じて
事業の活用について普及啓
発を図る必要がある。ま
た、推進員間のノウハウや
取組事例を共有することに
より、推進員の育成及び持
続可能な体制づくりを進め
る必要がある。

　引き続き子どもたちを対象に多様な学びや体験の機会を提供するととも
に、従来の地域コーディネーターを地域学校協働活動推進員へ切り替え、配
置拡大を進めることにより、地域と学校の連携・協働の体制づくりを支援し
ていく。また、推進員やコーディネーターを対象に情報交流会を実施し、
各々の経験や活動事例の共有、横のつながりの形成に向けた支援を行うこと
で、持続可能な体制づくりを進めていく。

30,555

教）生涯学習推進課

定山渓自然の村
運営

8 2

定山渓の豊かな自然環境の中で、幅
広い年齢層の市民が利用できる野外
教育施設を運営し、家族や小グルー
プを中心に、互いに支え合い学び合
う機会と、自然の営みに直接触れる
機会を提供

施設利用数・実
利用者数
学校団体等：770
棟・3,236人
家族・小グルー
プ：4,915棟・
16,191人

79,271

・施設の老朽化及び利用
者の増加に伴う施設管理
・ヒグマなど、野生動物
の出没に係る利用者の安
全確保

・定期的な点検を行うと
ともに、保全事業等を活
用し、良好な施設管理を
行う。
・新型コロナウイルス感
染症の５類移行に伴い、
様々な事業への需要が回
復し、また利用者のニー
ズもより見えやすくなっ
ていることから、内容等
の再考に力を入れ、これ
まで以上に魅力的な施
設・事業への発展を図っ
ていく。

・利用者数：18,654人
・施設使用数：6,645棟

83,144

・施設の老朽化に伴う施設
管理
・ヒグマなど、野生生物の
出没に係る利用者の安全確
保

・定期的な点検を行うとともに、保全事業等を活用し、良好な施設管理を行
う。
・野生動物については、関係者や関係機関、専門家等の意見を取り入れ対応
するとともに、対応フローの見直しを適宜行う。

84,042

教）生涯学習推進課

予定していた体
験イベント等
は、一部の実習
で延期があった
ものの、全て予
定通りに実施し
た。また、外部
から教育普及関
係で協力を依頼
された企画も多
数実施した。
【平成29年度実
績】
実施回数：50回
参加者数：8,629
人
参加者アンケー
ト満足度：96.4
％

↑

→

→

↓

↑

―

〇

〇

〇

〇

〇

〇

4,553 4,553
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受講者数

：16名

北方自然教育園
運営

8 2 5

北国の自然環境の中で体験的・創造
的に学習できる場の提供、動植物に
関する標本の展示等

農業体験、生物
教材の提供、自
然観察や採集等
の学習機会、自
然体験や展示に
関する情報の収
集などを実施し
た。
【平成29年度実
績】
・農業体験数：
延べ95校 3264名
・生物教材の提
供校：延べ664校
・自然学習体験
会等の一般施設
利用者数：延べ
4030名

29,372

３次構想を踏まえ、市民
のふるさとへの愛着を育
むために、自然豊かな札
幌の環境を生かした農業
体験や自然観察等のふる
さと札幌に関する学びの
機会の充実に一層努める
必要がある。

【令和６年度実施予定】
・農業体験数:延べ76校　
2,000名
・生物教材の提供校：延
べ630校
・自然学習体験等の一般
施設利用者数：延べ　
3,100名

【令和６年度実施結果】
・農業体験数：延べ62校　2,170名
・生物教材の提供校：延べ　592校
・自然学習体験等の一般施設利用者数：延べ　4,667名

32,971

３次構想を踏まえ、市民夫
ふるさとへの愛着を育むた
めに、自然豊かな札幌の環
境を生かした農業体験や自
然観察等のふるさと札幌に
関する学びの機会の充実に
一層努める必要がある。

【令和７年度実施予定】
・農業体験数:延べ40校　2,000名
・生物教材の提供校：延べ220校
・自然学習体験等の一般施設利用者数：延べ　3,100名

33,418

教）教育推進課

北区の歴史資源
を活用したまち
づくり事業

8

北区がこれまで取り組んできたポプ
ラ通の再整備、亜麻栽培及び藍栽培
に係る歴史の伝承といった「歴史と
文化のまちづくり」を推進

①ポプラ通：ポ
プラ通再整備
（累計1,440m）
等　②亜麻：亜
麻の植栽・普及
啓発、記録冊子
作成に向けた調
査等　③藍：藍
の歴史を知る授
業（小学校3
校）、団体活動
補助（1団体）等

①2,715
②385

③1,365

地域における歴史伝承の
担い手を育成していく必
要がある。

①ポプラ通：特になし
②亜麻：
⑴亜麻の魅力発見事業
　・アマとホップのフラ
ワーロードの植栽（5月）
　・亜❁麻ルシェの開催
（7月）
　・ハンドメイド亜❁麻
ルシェ（1月）
⑵当別町連携事業
　相互のイベント情報発
信を中心とした連携の実
施
③藍：
⑴藍の種の配付や広報、
藍栽培の歴史を学ぶ授
業、藍染講座の実施等に
よって「藍栽培」の歴史
と文化を広く区民に知っ
てもらうための啓発活動
を行う。
⑵講座等を通して藍染体
験の機会をより多く創出
し、藍染に親しむ人・興
味を持つ区民の裾野を広
げる。
⑶藍染愛好団体等との連
携を強めながら、藍染や
藍建ての指導者になり得
る次世代の担い手の人材
育成を図る。

①ポプラ通：令和元年度で事業終了。

②亜麻：令和6年7月28日（日）にエルプラザにおいて、亜麻と北区の関わりを
学ぶ体験型ワークショップや料理教室など親子で楽しみながら学べるイベント
を開催。延べ2,000人が来場した。また、北8条通を亜麻で彩るフラワーロード
事業も実施した。

③藍：
⑴藍の種配布　令和6年4月24日～
⑵「藍栽培の歴史を学ぶ授業」の実施
　・北海道教育大学附属札幌中学校（令和6年5月28日）
　・三育小学校（令和6年7月15日・19日）
　・星槎さっぽろ教育センター（令和6年8月30日）
⑶藍染愛好団体との連携
　・藍染会議（5回）

①0
②2,388
③590

地域における歴史伝承の担
い手を育成していく必要が
ある。

①ポプラ通：なし
②亜麻：亜麻の認知度向上を目的にイベントへのブース出展を行う。
  ⑴　広報さっぽろ特集ページへの掲載（4月号区民のページ）
　⑵　ハンドメイドマルシェ（5月24日）
　⑶　大ほっかいどう祭（8月23日）
　⑷　ぽっぴぃフェスティバル（9月20日）
③藍：藍の認知度向上、藍染体験の機会の創出、担い手の育成を目指す。
  ⑴　広報さっぽろ特集ページへの掲載（4月号区民のページ）
　⑵　藍の種の配付（令和7年4月23日～5月16日）
　⑶　ハンドメイドマルシェ（5月24日）
　⑷　大ほっかいどう祭（8月23日）
　⑸　ぽっぴぃフェスティバル（9月20日）
　⑹　A：藍栽培の歴史を学ぶ授業、B：藍染体験授業
　　・北海道教育大学附属札幌中学校（令和7年5月23日）Aのみ
　　・北海道札幌あいの里高等支援学校（令和7年7月17日）A、B
　　・鴻城小学校（令和7年9月3日）A、B
　　・英藍高校（令和7年9月29日、10月3日）A、B
　　・北海道教育大学附属札幌小学校（令和7年10月6日）A、B

北）地域振興課

札幌市交通資料
館の運営
（再掲40、54、
194）

8 2 3

令和６年５月、市営交通の歴史を発
信する札幌市交通資料館をリニュー
アルオープン。学びと体験の場を創
出し、市営交通の興味関心の向上を
図っていく。

（R6新規） （R6新
規）

施設の管理・運営のほ
か、来館者促進に資する
イベント等を実施予定。

令和６年５月１日のリニューアルオープン以降、夏休み企画やコンサートなど
の各種イベントを実施し、９月に開催した交通資料館まつりでは、イベント１
日で約2,000人が来場した。
また、定期的な展示物の入れ替えや車両の開放を実施するなど、来館者の増加
に繋がる様々な工夫を行うとともに、市営交通に対する興味関心の向上に努め
た。
【令和６年度実績】
・来館者数：37,781人
・開館期間：5/1～10/31

13,336 13,337

交）総務課

就労ボランティ
ア体験事業

9 16

直ちに一般就労への移行が困難な生
活保護受給者又は生活困窮者に対し
て、就労に従事する準備としての基
礎能力の形成を支援するため、就労
体験やボランティア活動の場を提供

職業体験・ボラ
ンティア参加・
セミナー受講の
３つのメニュー
を、参加者の状
態に応じて組み
合わせる「オー
ダーメイド型」
の支援を実施し
た。
【平成29年度実
績】
・　事業参加者
数　139人
・　就労者数　
　　　8人
・　体験先協力
事業者数　147ヶ
所

25,610

事業参加者のうち、直ち
に就労困難と判断され、
長期的かつ複合的な支援
を必要とする者（障害の
疑いがある者、引きこも
り等の社会的孤立者）が
増加している傾向にあ
る。

委託により前年度と同規
模の事業を継続するとと
もに、参加者の状態に応
じたオーダーメイド型の
支援を実施する。
直ちに就労困難と判断さ
れる者については、関係
機関（医療機関、障害者
相談事業所、ひきこもり
支援センター等）と連携
し、適切な支援を継続し
て受けられるよう、本事
業を実施する。
【令和６年度実施予定】
・事業参加者数130人

業務委託により令和５年度と同規模の事業を継続するとともに、支援員を１名
増員してボランティア受入先の開拓を進めた。（143カ所（令和５年度末）から
167カ所（令和６年度末）に増加）
【令和６年度実績】
・事業参加者数：104人
・セミナー（訓練）参加延べ人数631人
・就労14人
・他事業への移行40人

30,025

事業参加者のうち、長期的
かつ複合的な支援を必要と
する者（障害の疑いがある
者、引きこもり等の社会的
孤立者）が増加している傾
向にある。

26,000

保）保護課

知的障がい者等
を対象とした介
護職員初任者養
成事業

9 5 16

平成19年度からモデル事業（手稲
区）として、障がいのある方の就労
支援施策の一環として、特別支援学
校生徒などの知的障がい者を対象に
介護初任者養成研修を実施（委託）

知的障がいのあ
る方を対象に介
護職員初任者養
成講座を実施し
資格取得を支援
した。
【平成29年度実
績】
・講座カリキュ
ラム：全180時間
・修了

4,096

・新型コロナウイルス感
染症の拡大が収束したこ
とで受講希望が多くなっ
ているが、受入可能な上
限があるため、受講者の
選定が必要になってき
た。
・修了後の就職から定着
にかけて所属機関及び就
労支援関係機関との連携
が必要となっている。

知的障がいのある方を対
象に介護職員初任者養成
講座を実施し、資格取得
を支援する。また、本事
業の周知や修了後の雇用
先の確保及び雇用後の知
的障がいのある方の雇用
管理に関する情報提供を
目的として、企業等を対
象とした雇用促進セミ
ナーを実施する。

【令和５年度実施予定】
・講座カリキュラム：全
180時間
・受講者数：18名

4,411

・特別支援学校の状況によ
り受講者数が変動するた
め、３次構想を踏まえ、特
別支援学校との連携を深め
つつ、受講者のニーズに
あった参加しやすい工夫を
検討していく必要がある。
・修了後の就職先の確保か
ら就職後の定着にかけて、
各支援機関と連携して進め
ていく必要がある。

5,744

保）障がい福祉課
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②、

③2,238

　今後も来館者数の維
持・増加のため、展示物
の工夫やイベントの開催
等、来館者促進策を継続
的に講じていく必要があ
る。

　令和７年度からは屋外に新たな展示車両を設置し、定期的に車内の
開放を行っている。また、屋内への新たな展示物の設置や各種イベン
トの開催を予定しており、より多くの人に市営交通に興味関心を持っ
てもらえるよう取り組んでいく。さらに冬季の閉館期間中にコンサー
トを開催するなど、普段市営交通に接する機会が少ない層に対しても
交通事業に触れていただく機会を創出し、来館促進や市営交通のPRに
繋げていく。

業務委託先の変更に伴いボランティアメニューを拡大するとともに、
案内チラシ・HPの作成を行い、更なる制度の周知を図る予定。また、
委託先から各区保護課や自立相談支援機関へのセミナーや事業説明会
の実施回数を増やすなどし、制度の周知並びに関係機関との連携を強
化していく。
引き続き、各関係機関と連携し、参加者が適切な支援を継続して受け
られるよう本事業を実施するとともに、参加者のニーズに応えるた
め、多様な業種の新規事業の開拓にも注力していく。
【令和７年度実施予定】
・事業参加者数130人

知的障がいのある方を対象に介護職員初任者養成講座を実施し、資格取
得を支援した。また、本事業の周知や修了生の雇用先の確保及び知的障
がいのある方の雇用管理に関する情報提供を目的として、企業等を対象
とした雇用促進セミナーを実施した。

【令和６年度実施実績】
・講座カリキュラム：全180時間
・受講者数：16名
・セミナー実施回数：1回

知的障がいのある方を対象に介護職員初任者養成講座を実施し、資格
取得を支援する。また、本事業の周知や修了生の雇用先の確保及び知
的障がいのある方の雇用管理に関する情報提供を目的として、企業等
を対象とした雇用促進セミナーを実施する。

【令和７年度実施予定】
・講座カリキュラム：全180時間
・受講者数：16名
・セミナー実施回数：1回
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障がい者元気ス
キルアップ事業

9 5 16

障がいのある方の雇用機会の充実を
図るため、障がいのある方、障がい
福祉サービス事業所、民間企業に対
する研修、職場実習、職業紹介、職
場開拓を実施

障がいのある方
の雇用機会の充
実を図るため就
職までの支援や
セミナー（障が
い者向け、障が
い者支援員向
け、企業向けの3
種）を行った。
【平成29年度実
績】
本事業により就
職した障がい者
16名
獲得求人37件
障がい者向けセ
ミナー10回（58
名参加）
障がい者支援員
向けセミナー4回
（40名参加）
企業向けセミ
ナー2回（42名参
加）

6,199

３次構想や障害者雇用関
連法制度の変更等を踏ま
え、参加者のニーズに合
わせた内容及び参加しや
すい実施方法の工夫によ
り、一般就労に向けた学
びの充実のため、セミ
ナー等の機会を継続的に
提供する必要がある。

障がいのある方の雇用機
会の充実を図る目的で、
就職までの支援及び対象
別セミナー（障がい者向
け、障がい者支援員向
け、企業向け）を実施し
た。なお、障がい者の就
職相談の一部、障がい者
支援員向け及び企業向け
セミナーは感染対策とし
てオンラインを併用して
実施した。
【令和５年度実績】
・本事業により就職した
障がい者：19名
・獲得求人：33件
・障がい者向けセミナー
：10クール／55名参加
・障がい者支援員向けセ
ミナー：2クール／19名参
加
・企業向けセミナー：2
クール／73名参加

障がいのある方の雇用機会の充実を図る目的で、就職までの支援及び対象別セ
ミナー（障がい者向け、障がい者支援員向け、企業向け）を実施した。
【令和６年度実績】
・本事業により就職した障がい者：21名
・獲得求人：43件
・障がい者向けセミナー：10クール／45名参加
・障がい者支援員向けセミナー：2クール／37名参加
・企業向けセミナー：2クール／76名参加

6,325

・３次構想や障害者雇用関
連法制度の変更等を踏ま
え、参加者のニーズに合わ
せた内容及び参加しやすい
実施方法の工夫により、一
般就労に向けた学びの充実
のため、セミナー等の機会
を継続的に提供する必要が
ある

障がいのある方の雇用機会の充実を図る目的で、就職までの支援及び対象別
セミナー（障がい者向け、障がい者支援員向け、企業向け）を実施する。
【令和７年度実施予定】
・就職支援　随時
・求人の獲得　随時
・障がい者向けセミナー　10クール
・障がい者支援員向けセミナー　2クール
・企業向けセミナー　2クール

6,355

保）障がい福祉課

障がい福祉人材
確保・定着サ
ポート事業

9 10

障がいのある方の地域生活を支える
障害福祉サービス事業所などの人材
定着等を図るため、事業所などを対
象とした管理者・初任者研修等を実
施

障がいのある方
の地域生活を支
える障害福祉
サービス事業所
などの人材定着
等を図るため、
事業所などを対
象とした管理者
研修等を実施し
た。
【平成29年度実
績】
・初任者研修の
受講者数：648名
・管理者研修の
受講者数：408名

4,789

研修の内容によって、よ
り研修の効果が得られる
ような研修形態（オンラ
イン研修や集合研修等）
での実施ができるよう、
研修方法等について、検
討を行う必要がある。

＜初任者研修：予算額900
千円＞
集合研修及び研修動画の
公開により実施予定。
＜管理者研修：予算額
4,200千円＞
オンライン形式で実施予
定。
＜キャリアパス制度導入
支援事業：予算額1,500千
円＞
事業所等の管理者等向け
に人材マネジメント等に
関する専門家が訪問相談
を実施し、キャリアパス
制度の導入・改善等を支
援することで事業所職員
の処遇改善を図り、職場
定着を促す「キャリアパ
ス制度導入支援事業」を
実施予定。
＜障がい福祉サービス魅
力発信事業：予算額1,100
千円＞
障害福祉サービス事業所
等の新規就職者を増加さ
せるため、福祉系学部に
在籍する学生に対して障
がい福祉の仕事の魅力を
発信する「障がい福祉
サービス魅力発信事業」
を実施予定。

6,847

研修の内容によって、より
研修の効果が得られるよう
な研修形態（オンライン研
修や集合研修等）での実施
ができるよう、研修方法等
について、検討を行う必要
がある。

＜初任者研修：予算額900千円＞
集合研修及び研修動画の公開により実施予定。
＜管理者研修：予算額4,600千円＞
集合形式またはオンライン形式で実施予定。
＜キャリアパス制度導入支援事業：予算額1,500千円＞
事業所等の管理者等向けに人材マネジメント等に関する専門家が訪問相談を
実施し、キャリアパス制度の導入・改善等を支援することで事業所職員の処
遇改善を図り、職場定着を促す「キャリアパス制度導入支援事業」を実施予
定。
＜障がい福祉サービス魅力発信事業：予算額1,300千円＞
障害福祉サービス事業所等の新規就職者を増加させるため、パンフレット・
動画の作成や福祉系学部に在籍する学生に対して障がい福祉の仕事の魅力を
発信する「障がい福祉サービス魅力発信事業」を実施予定。

8,300

保）障がい福祉課

就業サポートセ
ンター、あい
ワークにおける
各種就業支援、
職業相談・紹介

9 15

ハローワーク及び民間職業紹介事業
者と連携し各種就業支援事業を実施

利用者数　
120,632人
就職者数　6,090
人

156,003

新型コロナウイルス感染
症の影響により、就業サ
ポートセンター、あい
ワークの利用者数が減少
し、５類感染症に移行さ
れた令和５年度において
も、持ち直しの動きが見
られなかったため、利用
者を増加させる取組が必
要となるほか、早期再就
職を目指す求職者や就労
意欲のある高齢者等の
ニーズにかなう再就職を
実現するため、就職支援
の更なる強化が必要とさ
れる。

引続き個々の状況やニー
ズに応じたよりきめ細や
かな就労支援を実施す
る。
また、高齢者への就労支
援として、令和５年度か
ら開設しているシニア人
材バンクの利用を推進す
るとともに、早期再就職
を目指す求職者への就労
支援として、受講者数が
低調であったスキルアッ
プ講座の受講を推進す
る。

各求職者のニーズに応じたきめ細かな就労支援を実施するとともに、高齢者の
雇用機会の創出のため、事業者側から採用したい高齢求職者を選出するスカウ
ト型のマッチングを実現するよう令和５年６月に開設した「シニア人材バン
ク」の取り組みを継続した。

・利用者数：延べ59,068人
・就職件数：3,520件
・シニア人材バンクのスカウトによる就職件数：117件
・スキルアップ講座受講者数：172人

189,224

喫緊の課題である労働力人
口減少への対応として、雇
用機会の創出が必要とな
る。

各求職者のニーズに応じたきめ細かな就労支援を実施するとともに、高齢者
の雇用機会の創出のため、事業者側から採用したい高齢求職者を選出するス
カウト型のマッチングを実現するよう令和５年６月に開設した「シニア人材
バンク」の取り組みを継続する。

194,000

経）雇用労働課

女性の多様な働
き方支援窓口運
営事業

9 1 15 19,763

積極的なイベント出展等
により新規登録者数が増
加しているため、今後は
登録者に対する働きかけ
を強化し就職活動の開始
を後押しする。

子育てと仕事の両立に不
安を感じて就職活動を始
めることができずにいる
女性や、出産後も働き続
けたいと希望する女性に
対し、キャリアカウンセ
ラーによる支援を実施。
また、令和６年度より、
在宅ワークスキル講座及
びスポットワークに係る
支援を拡充する。

・新規登録者数　1,624人
・個別相談件数　2,647件
・在宅ワークスキル講座　40回
・在宅ワーク専門相談　92件

55,114

在宅ワークの需要が高まる
なか、よりきめ細やかな相
談対応およびセミナー実施
が必要となる。

利用者の増加に従い今年度よりカウンセラーを1名増員している。利用者の
就職活動開始に向け、1人1人への支援を充実させる。

58,000

経）雇用労働課

9

正社員就職を希望するおおむね50歳
以下の求職者、非正規社員等を対象
に、座学研修で就職活動に役立つ能
力及び社会人基礎力を身に付けても
らい、その後、職場実習を通じて、
正社員就職又は正社員への転換が可
能な市内企業への就職を支援。
座学研修後に職場実習先を決めるた
めの職業観や職業イメージを持たせ
ることを目的とした体験付きミニ合
説を開催。

研修参加者数　
90人
正社員就職者数
　50人
正社員就職率　
55.6％
合同企業説明会
参加者数　217人

42,603

事業参加者の個々の特性
に応じた伴走支援が求め
られるほか、正社員就職
率の維持・向上が必要と
なる。

研修参加者数　135人
正社員就職者数　79人
正社員就職率　58.5％

78,110

事業参加者の個々の特性に
応じた伴走支援が求められ
るほか、正社員就職率の維
持・向上が必要となる。

正社員就職を希望するおおむね50歳以下の求職者、非正規社員等を対象に、
座学研修で就職活動に役立つ能力及び社会人基礎力を身に付けてもらい、そ
の後、職場実習を通じて、正社員就職又は正社員への転換が可能な市内企業
への就職を支援。
座学研修後に職場実習先を決めるための職業観や職業イメージを持たせるこ
とを目的とした体験付きミニ合説を開催。

96,000

経）雇用労働課正社員就職を希望するお
おむね50歳以下の求職
者、非正規社員等を対象
に、座学研修で就職活動
に役立つ能力及び社会人
基礎力を身に付けてもら
い、その後、職場実習を
通じて、正社員就職又は
正社員への転換が可能な
市内企業への就職を支
援。
座学研修後に職場実習先
を決めるための職業観や

→

↑

↑

―

→

〇

〇

〇

◎

〇

＜初任者研修＞
集合研修及び研修動画の公開により実施。
参加人数：1,738人（動画視聴数含む）
＜管理者研修＞
オンライン形式で実施。
受講者数：324人
＜キャリアパス制度導入支援事業＞
参加事業者数：18事業所
＜障がい福祉サービス魅力発信事業＞
参加人数：95人

子育て中の女性や自分らしく働
き続けたいすべての女性に対
し、就労と保育の一体的相談を
行う。在宅ワークやスポット
ワークなどの新しい働き方支援
として、在宅ワーク専門相談や
在宅ワーク入門講座、スキル講
座など様々なセミナーを開催。

ワークトライ
アル事業（旧
：若年層ワー
クトライアル
事業）
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さっぽろ夢農業
人育成支援事業

9

さっぽろ夢農業人育成支援事業によ
り農業研修を行う研修生に対し研修
奨励金を給付

農業への就農・
就業を目指し研
修を行う者に対
し、研修期間中
における所得の
不足を軽減する
ため奨励金を交
付及び農業に必
要な知識を習得
するための研修
を実施した。
【平成29年度実
績】
研修生４名に研
修奨励金を交付
研修会の開催（1
回）

4,219

農業者のニーズに合わせ
た講習会の設定。

令和5年度と同規模の講習
会を冬期に開催予定。

市内農業者を対象とした農業経営講習会（テーマ：①農業経営の法人化に係る
概要及びそれに伴う手続きについて、②効果的な獣害対策及び新しいネズミ対
策技術について、③園芸施設共済及び収入保険について）を開催し、8名が参加
した。

55

農業者のニーズに合わせた
講習会の設定。

令和6年度と同規模の講習会を冬期に開催予定。

161

経）農業支援課

建設業人材確
保・育成支援事
業

9 10

将来、建設業に従事し地域を担うこ
とが期待される若者に、建設業の魅
力や仕事の意義をPRするため、親子
や学生を対象とした現場見学会を実
施するほか、学生等の就労意欲向上
に効果的となるインターンシップを
実施した企業に助成金を交付

・小学生の親子
や女子学生を対
象とした土木施
設見学ツアー（
89人）
・土木系の高
校、大学生を対
象とした現場見
学会（177人）
・インターン
シップ受入れ企
業に対する助成
（16件）

2,761

将来を担う若者に、建設
業の魅力や社会的役割を
理解してもらい、イメー
ジの改善を図るには、継
続して事業を実施するこ
とが重要である。

・小学生の親子や女子学生を対象とした土木施設見学ツアー（87人）
・土木系の高校、大学生を対象とした現場見学会を開催（119人）
・インターンシップ受入れ企業に対する助成（28件）
・北海道と共催の「建設産業ふれあい展」を開催（約21千人来場）

6,315

将来を担う若者に、建設業
の魅力や社会的役割を理解
してもらい、イメージの改
善を図るには、継続して事
業を実施することが重要で
ある。

・小学生の親子や女子学生を対象とした土木施設見学ツアー
・中学生を対象とした体験イベント
・土木系の高校、大学生を対象とした現場見学会
・インターンシップ受入れ企業に対する助成
・北海道と共催の「建設産業ふれあい展」

7,340

建）業務課

民生委員への研
修の実施

10

市民ニーズの多様化や、保健福祉に
関する制度の複雑化が進む中、民生
委員に対して活動に役立つさまざま
な保健福祉に関する情報を提供 202,169

地域における課題は複
雑・多様化していること
から、民生委員の知識の
幅を広げるためにも、研
修内容を随時検討してい
く必要がある。

今後も地域の身近な相談
者としての役割を果たせ
るよう、引き続き民生委
員への研修を継続する。

新任委員研修や指導者研修など委員の状況に合わせた研修を実施し、必要な知
識の補完を図っている。
・実施回数：24回
・参加人数：1,498人 212,826

地域における課題は複雑・
多様化していることから、
民生委員の知識の幅を広げ
るためにも、研修内容を随
時検討していく必要があ
る。

今後も地域の身近な相談者としての役割を果たせるよう、引き続き民生委員
への研修を継続する。

222,940

保）地域福祉・生活支援課

介護人材確保・
定着事業
（旧：介護人材
確保促進事業）

10

介護保険サービス事業者が求める人
材を適切に確保できるよう、セミ
ナーなどの開催により自らの事業所
の魅力をうまく伝え、求職者の心を
つかむ手法の習得を支援するととも
に、実践の場として合同就職相談説
明会などを開催

サービス事業者
個別セミナーに
は延べ56事業者
が参加した。
合同就職相談説
明会は2日間で延
べ42事業者が参
加し、84名の求
職者が参加し
た。
採用実績は5名。 4,574

すそ野の拡大における事
業の効果の実証が難しい
ため、可視化が課題。

介護保険サービス事業者
が求める人材を適切に確
保できるよう、セミナー
の開催により自らの事業
所の魅力をうまく伝え、
求職者の心をつかむ手法
の習得を支援するととも
に、実践の場として合同
就職相談説明会などを開
催する。また、介護人材
の裾野の拡大を図るた
め、市民向け啓発事業を
開催する。
開催にあたっては、対面
及びオンライン開催を予
定。

12,441

すそ野の拡大における事業
の効果の実証が難しいた
め、可視化が課題。

介護保険サービス事業者が求める人材を適切に確保できるよう、セミナーの
開催により自らの事業所の魅力をうまく伝え、求職者の心をつかむ手法の習
得を支援するとともに、実践の場として合同就職相談説明会などを開催す
る。また、介護人材の裾野の拡大を図るため、市民向け啓発事業を開催す
る。
開催にあたっては、対面及びオンライン開催を予定。

13,000

保）介護保険課

認知症サポー
ター等養成事業

10

認知症に対する正しい知識を持ち、
認知症の人やその家族を地域で見守
り、支える市民（認知症サポー
ター）を増やすため、認知症サポー
ター養成講座を実施。

【平成29年度実
績】
認知症サポー
ター養成数
15,931名
サポーター養成
講座実施回数447
回

1,715

コロナ禍により令和２年
度に講座実施回数及び認
知症サポーター養成数が
激減し、現在もコロナ禍
前の水準には到達してい
ないが、オンラインも活
用することで年々養成数
は増加している。
今後も認知症高齢者が増
加していくことが予測さ
れることから、認知症の
方が地域で安心して暮ら
せる地域づくりを目指
し、より広い対象に認知
症の理解を進める必要が
ある。

地域住民の他、認知症の
方が利用するスーパーや
コンビニ、銀行、郵便局
といった地域の身近な企
業・団体への講座開催を
推進し、より広い対象に
認知症の理解を進め、認
知症の方が安心して暮ら
せる地域づくりを目指し
ていく。
また、受講対象に応じ、
引き続き対面型の講座の
他、オンラインを活用し
た講座を効果的に活用し
ていく。

【令和６年度実績】
認知症サポーター養成数8,735名
サポーター養成講座実施回数295回

 対面型の他、オンラインを活用した講座の実施などにより、企業・団体や学校
など、幅広の対象に向けて実施した。

1,978

企業等に対するオンライン
講座のPRを強化し、講座開
催に結び付ける必要があ
る。

別事業である「札幌市認知症の方にもやさしいお店・事業所登録事業」など
を通じて、高齢者と関わる機会の多い企業や団体の受講に向けた取組を進め
る予定。

3,621

保）介護保険課

手話講習会等の
実施

10 16

各区において手話講習会を実施する
ほか、手話通訳者、要約筆記者及び
盲ろう通訳・介助員の養成講座を実
施

意思疎通
支援者の
派遣と一
体の契約
のため、
講座のみ
の決算額
は算出不

可。

手話講習会において、応
募者数が多く落選者が出
る状況であった。手話に
触れる機会が失われるこ
とを防ぐため、落選者向
け体験会を実施。加え
て、中級手話講習会及び
手話通訳養成講座におい
ても同様に落選者向け体
験会を実施するなどの対
応が必要である。

各区において手話講習会
を実施するほか、手話通
訳者、要約筆記者及び盲
ろう通訳・介助員の養成
講座を実施する。また、
手話講習会、中級手話講
習会及び手話通訳講習会
に落選した人など受講で
きなかった人向けにプレ
体験会を実施する。
【実施予定】
手話講習会：410人
中級手話講習会：50人
手話通訳者養成講座：15
人
要約筆記者養成講座：20
人
盲ろう者通訳・介助員養
成講座：20人
失語症者向け意思疎通支
援者養成講座：24人
プレ体験会：257人

各区において手話講習会を実施するほか、手話通訳者、要約筆記者及び盲ろう
通訳・介助員の養成講座、失語症者向け意思疎通支援員の養成講座等を実施し
た。
【令和６年度実績】
手話講習会：272人
中級手話講習会：41人
手話通訳者養成講座：9人
要約筆記者養成講座：19人
盲ろう者通訳・介助員養成講座：6人
失語症者向け意思疎通支援者養成講座：12人
プレ体験会：237人

意思疎通支援
者の派遣事業
と一体で積算
しているた

め、講座のみ
の予算額は算

出不可。

落選者に対しては体験会を
実施することにより、学習
の機会を確保することがで
きたが、当選後の辞退が相
次いでおり、当初想定の定
員に満たずに実施している
状況がある。

引続き各講習会・講座を実施する。また、講習会、中級手話講習会及び手話
通訳講習会に落選した人など受講できなかった人向けにプレ体験会を実施す
る。定員割れの状況については、より多くの人に学習の機会が行き渡るよ
う、選考の方法を再検討していく。
【実施予定】
手話講習会：399人
中級手話講習会：50人
手話通訳者養成講座：15人
要約筆記者養成講座：20人
盲ろう者通訳・介助員養成講座：20人
失語症者向け意思疎通支援者養成講座：26人
プレ体験会：257人

意思疎通支
援者の派遣
事業と一体
で積算して
いるため、
講座のみの
予算額は算
出不可。

保）障がい福祉課

中小企業経営セ
ミナー

10

中小企業経営者や従業員、創業予定
者等を対象とした中小企業経営セミ
ナーの実施

札幌市産業振興
センターにおい
て、中小企業経
営者や従業員、
創業予定者等を
対象としたセミ
ナーを74回実施
し、延べ1,085名
が参加した。

9,582

札幌市産業振興センター
において、中小企業経営
者や従業員、創業予定者
等を対象としたセミナー
を62回、定員2,540名で実
施予定。

札幌市産業振興センターにおいて、中小企業経営者や従業員、創業予定者等を
対象としたセミナーを62回実施し、延べ1,099名が参加した。

9,068

ニーズに合わせたセミナー
の実施。

9,068

経）商業・経営支援課

新任委員研修や
指導者研修など
委員の状況に合
わせた研修を実
施し、必要な知
識の補完を図っ
ている。

実施回数 9回

各区において手
話講習会を実施
するほか、手話
通訳者、要約筆
記者及び盲ろう
通訳・介助員の
養成講座を実施
した。
【29年度実績】
手話講習会：301
人
中級手話講習会
：50人
手話通訳者養成
講座：16人
要約筆記者養成
講座：11人
盲ろう者通訳・
介助員養成講座
：12人

↓

→

→

↑

↓

↑

→

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

・小学生の親子や女子
学生を対象とした土木
施設見学ツアー
・中学生を対象とした
体験イベント
・土木系の高校、大学
生を対象とした現場見
学会
・インターンシップ受
入れ企業に対する助成
・北海道と共催の「建
設産業ふれあい展」

札幌市産業振興センターにおいて、中小企業経営者や従業員、創業予
定者等を対象としたセミナーを62回、定員1,985名で実施予定。

【セミナー】
・介護事業者採用力向上オンラインセミナー
　参加者数：67名（うち録画配信35名）
・人材定着化研修（オンラインで2回、対面1回実施）
　①職員定着のための施策と人材育成
　参加事業所20事業所　録画配信36名
　②クレーム対応・ハラスメント対策研修
　参加事業所23事業所　録画配信71名
　③退職者を出さない管理者スキル　グループワーク研修
　参加事業所16事業所（19名）
【採用支援】
・媒体掲載
　参加事業所数：24事業所
　採用者数：41名
・合同就職相談説明会
　参加事業所数：16事業所
　参加者数：37名
　採用者数：8名
【市民啓発事業】
・介護助手のお仕事説明セミナー 参加者数：61名
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デザイン産業振
興事業（旧イン
タークロス・ク
リエイティブ・
センター事業）

10

クリエイティブ産業振興のため、ク
リエイターなどの人材育成や多様な
産業との連携、新たなビジネスの創
出を促進するセミナーやワーク
ショップ、助成事業などを実施

39,984

本事業への参加やデザイ
ンの有用性について広く
企業に知ってもらうた
め、各社の課題や実態に
即した訴求が必要。

デザイン経営の導入に向
けたセミナーやマッチン
グ、企業・デザイナーの
連携事例への補助等を実
施予定。

デザイン経営の導入を目的とした企業・デザイナー向けの講座（企業14社、デ
ザイナー31社参加）や双方のマッチングを図るためのプログラム（企業9社、デ
ザイナー16社が参加）
を実施した。

24,469

本事業への参加やデザイン
の有用性について広く企業
に知ってもらうため、各社
の課題や実態に即した訴求
が必要。

デザイン経営の導入に向けたセミナーやマッチング、企業・デザイナーの連
携事例への補助等を実施予定。

29,000

経）産業振興課

おもてなし推進
事業

10

来札者の満足度向上につなげるた
め、ホームページや広報媒体を活用
した市民のおもてなし意識の醸成や
おもてなしを実践する機会の創出、
事業者のサービスアップ、観光ボラ
ンティアの活動支援を通じて、観光
客の受入環境を強化

市民と外国人観
光客の交流促進
を支援する取組
を行うため、市
民と外国人が参
加する異なる文
化、生活環境に
関わるワーク
ショップ交流会
を開催（予
定）。また、事
業者向けの外国
語講座や外国語
メニュー作成支
援、観光ボラン
ティア活動の支
援を行った。

29,771

行政の働きかけありきに
なっており、市民一人ひ
とりが自発的に行うおも
てなしの雰囲気や支援体
制づくりができていな
い。

市内案内所における観光
ボランティアの活動支援
を実施する。

市内案内所において観光案内を行う観光ボランティア149名の活動支援を実施し
た。

10,886

行政の働きかけありきに
なっており、市民一人ひと
りが自発的に行うおもてな
しの雰囲気や支援体制づく
りができていない。

市内案内所における観光ボランティアの活動支援を実施する。

12,687

経）観光誘致・受入担当課

市民農業講座　
さっぽろ農学校

10

就農を志す市民等を対象に、農業に
関する知識や栽培技術の習得を通
じ、新たな農業の担い手と農業応援
団を育成することを目的とした「市
民農業講座　さっぽろ農学校」を実
施

5,383

カリキュラムを適宜見直
しし、より必要性が高
く、魅力ある講座として
いきたい。また、受講者
数の維持ができるよう検
討していく。

令和５年度と同様に講座
を実施するほか、より内
容が多く、講座数も増や
した「特別専修コース」
を開講する。

専用圃場を利用した実習や講義を通じて、作物栽培の知識と技術、実際の作物
の栽培計画から栽培方法、収穫販売までを学ぶことで、基礎的な農業知識や技
術を身に着けることを目的とし、これまで実施してきたさっぽろ農学校専修
コースのほか、今年度からは、より就農や農業に強い関心のある方を対象とし
たさっぽろ農学校特別専修コースを開講し事業を実施した。
【令和６年度実績】
受講者数：専修12名、特専６名
実施期間：令和６年４月６日（土）～10月26日（土）

（指定管理事
業のため抜出

不可）

カリキュラムを適宜見直し
し、より必要性が高く、魅
力ある講座としていきた
い。また、受講者数の維持
ができるよう検討してい
く。

令和６年度と同様に講座を実施する。

（指定管理
事業のため
抜出不可）

経）農政課

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:52、83、
176、182、189、
208、223）

10 10 19 13 15 22

まちづくりを担う人材などを育成す
るため、生涯学習センター等で学習
機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

ボランティア・
市民活動、まち
づくり等を促進
する「市民活動
系」、職業能力
の向上や産業育
成・活性化を促
進する「産業・
ビジネス系」、
生きがいづくり
につながる「文
化・教養系」の
３つの系を柱と
して幅広い分
野、レベルの講
座を実施した。
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
298講座
・受講者数：
5,223名

16,855千
円

３次構想の重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、講座数よりも、各
講座の企画内容の質をさ
らに高めていくことが求
められる。

指定管理業務であること
から、引き続き、指定管
理者に事業を継続させ
る。特に、重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく。

【令和６年度実施予定】
・実施予定講座数：184講
座
・受講者数目標：3,000名

３次構想の重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を
念頭に置いて講座を企画・実施した。
なお、指定管理業務仕様書で定められている実施講座数を満たしたうえで、講
座数を増やすことよりも講座一つひとつの内容の質を高める方向にシフトして
いるため、コロナ禍前と比べて講座数は減少している。

【令和６年度実績】
・実施講座数：207講座
・受講者数：3,829名

10,343

３次構想の重点施策である
施策の展開10「まちの活力
を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、各講座の企画内容の
質をさらに高めていくこと
が求められる。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続させる。
特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和７年度実施予定】
・実施予定講座数：186講座
・受講者数目標：3300名

11,125

教）生涯学習推進課

地域コミュニ
ティ施設運営
（区民センター
10館、コミュニ
ティセンター2
館、地区セン
ター24館計36
館）

11 20

施設の運営（貸室事業、区民講座、
地域住民の交流等を目的とした事
業、地域の憩いの場づくり施設活用
事業、図書室業務など）、施設の維
持管理。地域住民のコミュニティ活
動の助長及び生涯学習の普及振興を
図り、地域住民の福祉の増進に寄与
（例：子どもから高齢者に至る住民
各層の交流、文化・スポーツ等を通
じた住民間のコミュニティ活動の活
性化など）

指定管理者制度
により、貸室事
業、区民講座、
地域住民の交流
等を目的とした
事業、施設開放
事業、図書室業
務などを実施し
た。
【平成29年度実
績】
・利用件数　H29
年度実績：
189,043件
・利用率　　H29
年度実績：62.6
％　
・利用人数　H29
年度実績：
2,911,886人　

1,194,697

３次構想を踏まえ、生涯
学習の普及振興という施
設の設置目的の達成に向
けて、講座や事業等を通
じて、引き続き学習成果
の発表や学びをきっかけ
とした交流の場の充実を
図る必要がある。

指定管理者制度により事
業を継続し、貸室事業、
区民講座、地域住民の交
流等を目的とした事業、
地域の憩いの場づくり施
設活用事業、図書室業務
などを各指定管理者の工
夫のもと実施する。

指定管理者制度により、貸室事業、区民講座、地域住民の交流等を目的とした
事業、施設開放事業、図書室業務などを実施した。
【令和６年度実績】
・利用件数　　184,368件
・利用率　　　 　58.4％
・利用人数　2,577,443人

1,437,122

３次構想を踏まえ、生涯学
習の普及振興という施設の
設置目的の達成に向けて、
講座や事業等を通じて、引
き続き学習成果の発表や学
びをきっかけとした交流の
場の充実を図る必要があ
る。

指定管理者制度により事業を継続し、貸室事業、区民講座、地域住民の交流
等を目的とした事業、地域の憩いの場づくり施設活用事業、図書室業務など
を各指定管理者の工夫のもと実施する。

1,440,871

市）区政課

・コンテンツ産
業と他産業との
連携促進や新た
なビジネス創出
のためのセミ
ナーやイベン
ト、ワーク
ショップ等を実
施
・他産業企業の
コンテンツ活用
の普及啓発等を
目的に、コンテ
ンツ活用促進事
業補助を実施。

就農や市内小中
学校等に人材を
派遣し、農業体
験活動の支援を
行う「農体験
リーダー」、ま
た農業ボラン
ティア等の農的
活動に必要とさ
れる栽培技術や
知識の習得に向
けた講座を実施
した。
【平成29年度実
績】
受講者数：16名
実施講義数：全
78回
（実習43、講義
23、その他12）

↑

―

↑

↓ 〇

―

〇

〇

◎

〇
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397,565名
（大ホール
301,810名、会議
室95,755名）

161

日常生活圏における社会教育の中心的な施設であるとともに、豊かな地域社会づ
くりの場として各種の講座・行事を主催しているほか、グループサークル活動の
拠点として多くの市民に利用されている。
令和６年度は、新型コロナの５類移行に伴い、利用者数は平成29年度の87％程度
まで回復したが、公民館講座については実施講座数・受講者数ともに平成29年度
と横ばいである。

【令和６年度実績】
・利用者数　82,156名
・高齢者講座　在籍者数69名
・公民館講座　14講座、受講者数252名

世代間交流の支
援

11 4

世代間交流を進めるために、福祉の
まち推進センターが行うふれあい活
動事業への協力や、ふれあい・いき
いきサロンへの支援を実施

―

コロナの影響も落ち着き
始めたため、開催回数が
増加している。
しかし、休止または中止
している団体が未だ一定
数あることや、サロン参
加者が減少していること
から、新規登録数の増加
と登録団体の活動維持、
サロンへの参加促進が課
題。

令和5年度と同様に、交流
の場づくりを進めるた
め、社会福祉協議会によ
るサロン立ち上げ支援及
び団体への助成や相談等
の支援を行う予定。

〇活動内容
地域の交流の場づくりを進めるため、社会福祉協議会による団体への助成及び
支援を実施。　
〇札幌市社会福祉協議会ふれあい・いきいきサロン登録状況
・登録数（中止・休止団体を除く）：555団体
・新規登録数：28団体
・年間開催回数：3,164回
・参加者（助成終了サロンを除く）のべ32,610人

―

コロナ渦を経てなお、休止
または中止している団体が
未だ一定数あることや、サ
ロン参加者が減少している
ことから、新規登録数の増
加と登録団体の活動維持、
サロンへの参加促進が課
題。

令和6年度と同様に、交流の場づくりを進めるため、社会福祉協議会による
サロン立ち上げ支援及び団体への助成や相談等の支援を行う予定。

-

保）地域福祉・生活支援課

生涯学習セン
ター運営

11

（指定管
理事業の
ため抜出
不可：

356,783千
円）

・生涯学習センターを核
とした、生涯学習関連施
設同士の交流や情報交換
の場の充実。コミュニ
ティ施設等における市民
の学び合いの場の創出の
支援。
・ＨＰ充実等による生涯
学習情報の収集・発信機
能の強化。

引き続き、指定管理業務
として、ホールや研修室
等の各種貸室の貸出によ
り、学習活動の場所の提
供を通してサークル等の
活動場所を設けるととも
に、学習成果の発表や交
流の場の創出に取り組ん
でいく。

ホールや研修室等の各種貸室の貸出により、学習活動の場所の提供を通して
サークル等の活動場所を設けるだけでなく、サークル発表会やロビーコンサー
ト、ちえりあフェスティバルの開催など、学習成果の発表や、生涯学習関連団
体同士の交流の場を創出した。
○貸室利用者数：457,065人
○サークル発表会参加団体数
・作品展示：20団体
・舞台発表：52団体
・観覧者数：1,096人
○ロビーコンサート（7回）
・参加団体：7団体
・来場者数：875人
○ちえりあフェスティバル
・来場者数：7,021人

393,236

・生涯学習センターを核と
した、生涯学習関連施設同
士の交流や情報交換の場の
充実。コミュニティ施設等
における学び合いの場の創
出の支援。
・ＨＰ充実等による生涯学
習情報の収集・発信機能の
強化。

指定管理者において、引き続きホールや研修室など各種貸室の貸出により学
習活動の場を提供するとともに、サークル発表会やロビーコンサート等を実
施し、学習発表の場や交流の場を設ける。

371,075

教）生涯学習推進課

市民ホール運営

11 7

豊かな生涯学習社会の実現に寄与す
るため、札幌市民の学習成果等の発
表の場を提供することを目的に市民
ホールを運営

学習成果の発表
の場として、大
ホール及び会議
室の貸館業務を
行っている。
【平成29年度実
績】
・利用者数　

指定管理業務に支障ない
範囲での自主事業の実施
を期待するとともに、運
営協議の場にて意見交換
を行い、より質の高い自
主事業を目指す。
設備の更新・修繕等によ
り、引き続き利用しやす
い施設を目指す。

指定管理業務であること
から、引き続き指定管理
者に事業を継続させ、自
主事業を実施するととも
に、学習成果の発表の場
として、大ホール及び会
議室の貸館業務を行う。
・実施予定の自主事業
　札幌みらい塾
　リアル恐竜ショー

学習成果の発表の場として、大ホール及び会議室の貸館業務を行っている。令
和６年度の利用者数については、依然として高い水準で推移している。
・令和６年度利用者数　395,756人
（大ホール319,918人、会議室75,838人）
・実施した自主事業
　落合陽一氏　特別講演会
　恐竜パーク
　札幌みらい塾（計３回）
・施設修繕事項
　新紙幣対応入金機への交換、トイレ洗面の電気温水器修理　等

48,441

指定管理業務に支障ない範
囲での自主事業の実施を期
待するとともに、運営協議
の場にて意見交換を行い、
より質の高い自主事業を目
指す。
設備の更新・修繕等によ
り、引き続き利用しやすい
施設を目指す。

指定管理業務であることから、引き続き指定管理者に事業を継続させ、自主
事業を実施するとともに、学習成果の発表の場として、大ホール及び会議室
の貸館業務を行う。
・実施予定の自主事業
　札幌みらい塾
　スーパー歌まねジョイントライブ

43,730

教）生涯学習推進課

月寒公民館運営

11 20 4 8

市民の実際生活に即する教育、学術
及び文化に関する各種事業を行うこ
とにより、市民の教養の向上、健康
の増進、情操の純化を図り、生活文
化の振興、社会福祉の増進に寄与す
ることを目的とする月寒公民館の運
営

35,897

地域の社会活動の中核施
設として市民に親しまれ
るよう、引き続き地域に
根差した運営を行ってい
く必要がある。

引き続き市民ニーズの把
握に努め、各種事業をブ
ラッシュアップすること
で、利用者数・講座参加
者の増に努めていく。

37,404

地域の社会活動の中核施設
として市民に親しまれるよ
う、引き続き地域に根差し
た運営を行っていく必要が
ある。

引き続き市民ニーズの把握に努め、各種事業をブラッシュアップすること
で、利用者数・講座参加者の増に努めていく。

36,254

教）生涯学習推進課

○活動内容
地域の交流の場
づくりを進める
ため、社会福祉
協議会による団
体への助成及び
支援を実施。
○札幌市社会福
祉協議会ふれあ
い・いきいきサ
ロン登録状況
・登録数（中
止・休止団体を
除く）704団体
・新規登録数　
55団体
・年間開催回数
　7,574回
・参加者（助成
終了サロンを除
く）のべ106,403
人

ホールや研修室
等の各種貸室の
貸出により、学
習活動の場所の
提供を通して
サークル等の活
動場所を設ける
だけでなく、
サークル発表会
やロビーコン
サートちえりあ
フェスティバル
の開催など、学
習成果の発表
や、生涯学習関
連施設同士の交
流の場を創出し
た。
○貸室利用者数
：425,317人
○サークル発表
会参加団体数
・作品展示：19
団体
・舞台発表：61
団体
・観覧者数：
1,648人
○ロビーコン
サート（12回）
・参加団体：12
団体
・来場者数：
1,274人
○アートウォー
ル作品展示（９
作品）
○ロビー展示（
12件）
○ちえりあフェ
スティバル
・延べ参加者数
：17,989人

日常生活圏にお
ける社会教育の
中心的な施設で
あるとともに、
豊かな地域社会
づくりの場とし
て各種の講座・
行事を主催して
いるほか、グ
ループサークル
活動の拠点とし
て多くの市民に
利用されてい
る。
【平成29年度実
績】
・利用者数　
94,250名
・高齢者教室　
在籍者数119名
・公民館講座　
16講座、受講者
数254名

―

→

→

↓

〇

〇

〇

〇

札幌市民の生涯にわたる学習活動
を総合的に支援し、市民の自主的
な活動及び交流の場を提供するこ
とを目的に、生涯学習センターを
運営し、生涯学習の普及及び振興
を図る。
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地域学校協働活
動推進事業
（旧）サッポロ
サタデースクー
ル事業
（再掲:32、134
、169、209、224
） 11 8 19 11 12 22

子どもたちを対象に地域の力を生か
した多様な学びや体験の機会を提供
するとともに、活動を通じて地域と
学校の持続可能な連携・協働の体制
づくりを支援し、地域全体で子ども
を育てる環境を醸成

30の小中学校
（小23、中7）
で、地域の多様
な経験や技能を
持つ人材・企業
等の豊かな社会
資源を活用した
プログラムを228
回実施し、延べ
12,763人の児童
生徒が参加し
た。

7,007

コミュニティ・スクール
の導入に合わせて、本事
業の全市的な展開を目指
し、実施校の更なる拡大
が必要。研修等の機会を
通じて事業の活用につい
て普及啓発を図る必要が
ある。

引き続き子どもたちを対
象に多様な学びや体験の
機会を提供するととも
に、活動の中核を担う
コーディネーターとして
地域学校協働活動推進員
の配置を進めるなど、地
域と学校の持続可能な連
携・協働の体制づくりを
支援する。
　

　48校44地域学校協働本部にて子どもたちに学びや体験の機会等を提供し、子
どもの年間延べ参加者数が47,000人を超えるなど、平成26年度の事業発足以
降、過去最大の実施校数及び参加者数となった。また、本年度より、学校と地
域のコーディネート機能強化や教職員の負担軽減を目的に、実施校の内10校を
モデルとし、従来の地域コーディネーターから地域学校協働活動推進員への切
替を実施（小７校、中３校）。地域と学校の連携・協働の体制づくりを支援し
た。

12,331

　コミュニティ・スクール
の導入に合わせて、本事業
の全市的な展開を目指し、
実施校を更に拡大するた
め、研修等の機会を通じて
事業の活用について普及啓
発を図る必要がある。ま
た、推進員間のノウハウや
取組事例を共有することに
より、推進員の育成及び持
続可能な体制づくりを進め
る必要がある。

　引き続き子どもたちを対象に多様な学びや体験の機会を提供するととも
に、従来の地域コーディネーターを地域学校協働活動推進員へ切り替え、配
置拡大を進めることにより、地域と学校の連携・協働の体制づくりを支援し
ていく。また、推進員やコーディネーターを対象に情報交流会を実施し、
各々の経験や活動事例の共有、横のつながりの形成に向けた支援を行うこと
で、持続可能な体制づくりを進めていく。

30,555

教）生涯学習推進課

ご近所先生企画
講座
（再掲:183、225
）

11 14 22

地域における学習機会の提供を目指
し、市民が講座を企画・運営する
「ご近所先生企画講座」を市民カ
レッジの一環として実施

（市民カ
レッジに
含まれる
ため抜出
不可）

３次構想を踏まえ、学び
を通じたコミュニティ作
りや、学びの成果を地域
課題解決に生かす取り組
みを一層推進していく必
要がある。

指定管理業務として引き
続き、学んだ成果を生か
して活躍したい市民を広
く講師として募集し、研
修プログラム等を提供す
るとともに、生涯学習セ
ンターをはじめ、市内の
各地域で「ご近所先生企
画講座」を実施する。

学んだ成果を生かして活躍することを望む市民を広く講師として募集し、研修
プログラム等を提供するとともに、市内の各地域で「ご近所先生企画講座」を
実施した。
【令和６年度実績】
・実施講座数：114講座
・受講者数：1,407名

（市民カレッ
ジに含まれる
ため抜出不

可）

３次構想を踏まえ、学びを
通じたコミュニティ作り
や、学びの成果を地域課題
解決に生かす取り組みを一
層推進していく必要があ
る。

指定管理業務として引き続き、学んだ成果を生かして活躍したい市民を広く
講師として募集し、研修プログラム等を提供するとともに、生涯学習セン
ターをはじめ、市内の各地域で「ご近所先生企画講座」を実施する。

（市民カ
レッジに含
まれるため
抜出不可）

教）生涯学習推進課

学校とまちづく
りセンターの併
設化

12 11

地域における多世代交流を促進する
ため、小学校の改築などに合わせて
まちづくりセンターを併設

平成29年度は、
小学校とまちづ
くりセンター等
を併設するた
め、栄西小学校
及び石山小学校
の工事並びに羊
ケ丘小学校及び
発寒西小学校の
実施設計を実施
した。

76,239

３次構想を踏まえ、小学
校とまちづくりセンター
の併設を進めることによ
り多世代交流を通し相互
理解を促進する場を推進
していく必要がある。

実施予定なし。 山の手小学校改築工事において、当初予定のなかったエアコン設置工事を追加
したことに伴い工事竣工時期が後送りになったことから、当初令和５年度に予
定していた山の手まちづくりセンターの移転業務を令和６年度に実施した

3,821

３次構想を踏まえ、小学校
とまちづくりセンター・地
区会館・地域会議室の併設
を進めることにより多世代
交流を通し相互理解を促進
する場を推進していく必要
がある。

小学校改築にあわせて、地域コミュニティの場として地域会議室を併設する
ため、以下のとおり基本設計を実施する。
・西小学校：基本設計（新規）

1,657

市）区政課

地域スポーツ指
導者活用事業

12 2 6

札幌市立中学校・中等教育学校にお
けるスキー学習等、冬期間の体育の
学習において、担当教諭の補助的な
立場で実技指導を行うことができる
地域スポーツ指導者を活用

中学校における
スキー学習等の
体育的活動（部
活動を除く）に
地域のスポーツ
指導者を派遣す
る。
【平成29年度実
績】
・スポーツ指導
者登録数：72人
・スポーツ指導
者延べ派遣回数
：261回

977

３次構想を踏まえ、学校
と地域が連携しスポーツ
を活用した、地域の教育
力の向上を図るための働
きかけをさらに進める必
要がある。

中学校保健体育科のウイ
ンタースポーツ授業への
指導者派遣し、充実を図
る。
【令和６年度（予定）】
・スポーツ指導者登録数
：60人
・スポーツ指導者延べ派
遣回数：580回

中学校保健体育科のウインタースポーツ授業への指導者を派遣。
【令和６年度実績】
・スポーツ指導者登録数：65人
・スポーツ指導者延べ派遣回数：423回
※R5年度より小学校スキー学習へのボランティア派遣はSGSCに移管

1,794

３次構想を踏まえ、学校と
地域が連携しスポーツを活
用した、地域の教育力の向
上を図るための働きかけを
さらに進める必要がある。

中学校保健体育科のウインタースポーツ授業への指導者派遣し、充実を図
る。
【令和７年度（予定）】
・スポーツ指導者登録数：65人
・スポーツ指導者延べ派遣回数：580回

2,433

ス）スポーツ振興担当課

少年健全育成推
進

12 2

学校・家庭・地域が連携し、子ども
の育ちにとって健全な環境づくりを
実施（青少年の非行防止、子どもの
安全確保、青少年を取り巻く有害環
境の排除など）

青少年育成委員
会、中学校区青
少年健全育成推
進会へ交付金を
交付し、地域に
おける青少年の
健全育成を行っ
た。
青少年を取り巻
く有害環境の排
除のため、「青
少年を見守る
店」の登録推進
活動等を実施し
た。
【平成29年度実
績】
・「青少年を見
守る店」登録店
（6,080店舗）

41,373

特になし 事業の継続により、関係
機関・団体、地域住民等
の青少年健全育成に対す
る共通の理解と認識を深
め、幅広い参加を促して
いく
【令和６年度実施予定】
・「青少年を見守る店」
登録店（5,500店舗）

青少年育成委員会、中学校区青少年健全育成推進会へ交付金を交付し、地域に
おける青少年の健全育成を行った。
青少年を取り巻く有害環境の排除のため、「青少年を見守る店」の登録推進活
動等を実施した。
【令和６度実績】
・「青少年を見守る店」登録店（5,437店舗）

37,622

事業の継続により、関係機関・団体、地域住民等の青少年健全育成に対する
共通の理解と認識を深め、幅広い参加を促していく
【令和７年度実施予定】
・「青少年を見守る店」登録店（5,400店舗）

45,018

子）子どものくらし・若者支援担当課

知的障がい者の
ための教室事業
（１）知的障が
い者のための成
人学級事業
（２）特別支援
学校・地域連携
事業

12 5 6 7

（１）特別支援学校等を修了した知
的障がいのある方が社会生活により
よく対応できるよう、集団生活や体
験の場を通して、他の学級生等と交
流しながら実生活に即した学習を実
施
（２）学校の休業日に、特別支援学
校の施設を活用した各種行事を開催
するなど、各特別支援学校の特色を
生かした活動や地域等との交流を実
施

1,544

専門的な知識・経験が求
められることから、指導
者の確保が必要である。

既存事業を継続するとと
もに、委託団体との協力
関係の維持を図る。
【令和６年度実施予定】
（７月現在）
（1）実施団体　２団体
（2）地域学校協働活動推
進事業へ統合済

(1)一般教養やマナー、コミュニケーション力の習得、スポーツ、社会見学、健
康管理などの、社会で自立した生活を送る力を身に付けることを目的としたプ
ログラムを行う成人学級事業の実施を２団体に委託。「トライ青年学級（一般
社団法人札幌市手をつなぐ育成会）」及び「札幌トエ・ピラ会成人学級（市立
札幌豊明高等支援学校）」で、録画映像を用いた自宅学習プログラムと対面・
直接交流プログラムを計9回実施し、延べ602人が参加した。
(2)地域学校協働活動推進事業に統合済

620

実施団体の負担軽減を図る
ため、コロナ禍に開始した
自宅学習プログラムを継続
するなど、状況に合わせた
より良い活動について引き
続き検討していく必要があ
る。

既存事業を継続するとともに、委託団体との協力関係の維持を図る。
【令和７年度実施予定】（７月現在）
（1）実施団体　２団体
（2）地域学校協働活動推進事業へ統合済

1,340

教）生涯学習推進課

学んだ成果を生
かして活躍した
い市民を広く講
師として募集
し、研修プログ
ラム等を提供す
るとともに、生
涯学習センター
をはじめ、市内
の各地域で「ご
近所先生企画講
座」を実施し
た。
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
152講座
・受講者数：
2,289名

（1）一般社団法
人札幌市手をつ
なぐ育成会及び
市立札幌豊明高
等支援学校札幌
トエ・ピラ会
が、実生活に即
した学習内容を
64回実施し、延
べ1,847人が参加
した。
（2）市立札幌豊
明高等支援学校
ＰＴＡ及び市立
札幌みなみの杜
高等支援学校応
援団が、各学校
の特色を生かし
た活動や地域等
との交流の場を
14回設け、延べ
228人が参加し
た。
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地域の拠点とし
ての学校図書館
活用事業

12 1 2 11 22

学校図書館を拠点として、学校・家
庭・地域が連携し、読書活動を通じ
て大人と子ども、大人相互の交流の
場を広げ、地域の教育力の向上に役
立てるため、学校図書館を地域へ開
放

117の小中学校
（小116、中1）
で開放事業を実
施し、4,680名の
ボランティアが
運営に携わっ
た。学校教育と
連携した読み聞
かせや、地域の
人々が参加でき
るボランティア
体験講座や工作
会、古本市な
ど、4,565回の行
事を開催し、一
般利用者（貸
出・来館合計）
は延べ67,822名
となった。

71,443

本市全体で地域と学校が
連携した取組が広がるよ
う、開放校の拡大やボラ
ンティア人材の確保に務
める必要がある。
また、コロナ禍を経て、
実施校ごとの活動状況の
差が広がっているため、
各校のノウハウや事例の
共有を図り、工夫された
取組を各校へ反映、広げ
ていく必要がある。

既存実施校で事業を継続
するとともに、新たに2校
の新規開設を行う。
また、引き続き各校で工
夫した行事等を実施する
とともに、ボランティア
向け情報誌を活用し、各
校の取組や利便性に資す
る優良事例を紹介するな
ど、ノウハウの共有や課
題解決に努める。
【令和６年度実施予定】
・既存実施校　121校（小
120、中1）
・新規校　　　　2校（小
2）

本年度は新規開設校はなく、計121校の小中学校（小120、中1）で開放事業を実
施した。運営には、3,575名のボランティアが携わり、図書の貸出・返却等の基
本業務や、館内装飾などを行ったほか、読み聞かせや工作会、周年記念イベン
トなどの行事を4,241回実施した。また、ボランティア向け情報誌を3回発行
し、各開放校の取組紹介や事務手順の共有を図ったとともに、学校向けの情報
誌を発行し、改めてそれぞれの役割や業務分担等について周知した。

84,461

本市全体で地域と学校が連
携した取組が広がるよう、
開放校の拡大やボランティ
ア人材の確保に務める必要
がある。
また、実施校ごとの活動状
況の差が広がっているた
め、各校のノウハウや事例
の共有を図り、工夫された
取組を各校へ反映、広げて
いく必要がある。

既存実施校で事業を継続するとともに、新たに2校の新規開設を行う。
また、引き続き各校で工夫した行事等を実施するとともに、ボランティア向
け情報誌を活用し、各校の取組や利便性に資する優良事例を紹介するなど、
ノウハウの共有や課題解決に努める。
【令和７年度実施予定】
・既存実施校　121校（小120、中1）
・新規校　　　　2校（小2）

91,105

教）生涯学習推進課

地域学校協働活
動推進事業
（旧）サッポロ
サタデースクー
ル事業
（再掲:32、134
、162、209、224
） 12 8 19 11 12 22

子どもたちを対象に地域の力を生か
した多様な学びや体験の機会を提供
するとともに、活動を通じて地域と
学校の持続可能な連携・協働の体制
づくりを支援し、地域全体で子ども
を育てる環境を醸成

30の小中学校
（小23、中7）
で、地域の多様
な経験や技能を
持つ人材・企業
等の豊かな社会
資源を活用した
プログラムを228
回実施し、延べ
12,763人の児童
生徒が参加し
た。

7,007

コミュニティ・スクール
の導入に合わせて、本事
業の全市的な展開を目指
し、実施校の更なる拡大
が必要。研修等の機会を
通じて事業の活用につい
て普及啓発を図る必要が
ある。

引き続き子どもたちを対
象に多様な学びや体験の
機会を提供するととも
に、活動の中核を担う
コーディネーターとして
地域学校協働活動推進員
の配置を進めるなど、地
域と学校の持続可能な連
携・協働の体制づくりを
支援する。

　48校44地域学校協働本部にて子どもたちに学びや体験の機会等を提供し、子
どもの年間延べ参加者数が47,000人を超えるなど、平成26年度の事業発足以
降、過去最大の実施校数及び参加者数となった。また、本年度より、学校と地
域のコーディネート機能強化や教職員の負担軽減を目的に、実施校の内10校を
モデルとし、従来の地域コーディネーターから地域学校協働活動推進員への切
替を実施（小７校、中３校）。地域と学校の連携・協働の体制づくりを支援し
た。

12,331

　コミュニティ・スクール
の導入に合わせて、本事業
の全市的な展開を目指し、
実施校を更に拡大するた
め、研修等の機会を通じて
事業の活用について普及啓
発を図る必要がある。ま
た、推進員間のノウハウや
取組事例を共有することに
より、推進員の育成及び持
続可能な体制づくりを進め
る必要がある。

　引き続き子どもたちを対象に多様な学びや体験の機会を提供するととも
に、従来の地域コーディネーターを地域学校協働活動推進員へ切り替え、配
置拡大を進めることにより、地域と学校の連携・協働の体制づくりを支援し
ていく。また、推進員やコーディネーターを対象に情報交流会を実施し、
各々の経験や活動事例の共有、横のつながりの形成に向けた支援を行うこと
で、持続可能な体制づくりを進めていく。

30,555

教）生涯学習推進課

社会教育関係団
体等補助金

12 1 2

家庭・地域の教育力の向上及び子ど
もの健全育成のため、ＰＴＡ（札幌
市PTA協議会・札幌市私立幼稚園PTA
連合会）に対し補助金を交付

11,000

近年、PTA会員の減少に伴
い会費収入が減少し、PTA
活動の円滑な運営や組織
の活性化が難しくなりつ
つある。

札幌市PTA協議会、札幌市
私立幼稚園PTA連合会にお
いて、社会教育・家庭教
育・幼児教育に資する事
業を企画しており、札幌
市PTA協議会へ事業費
10,000千円、札幌市私立
幼稚園PTA連合会へ事業費
300千円をそれぞれ補助す
る。
札幌市私立幼稚園ＰＴＡ
連合会においては、新型
コロナの感染拡大以降、
事業を縮小して実施して
おり、収束後も事業内容
の見直しを進めているた
め、補助金額の減額を行
う。

札幌市PTA協議会へ事業費10,000千円、札幌市私立幼稚園PTA連合会へ事業費300
千円をそれぞれ補助。両団体において、社会教育・家庭教育・幼児教育に資す
る事業を企画・実施した。

10,300

近年、PTA会員の減少に伴
い会費収入が減少し、PTA
活動の円滑な運営や組織の
活性化が難しくなりつつあ
る。

札幌市PTA協議会、札幌市私立幼稚園PTA連合会において、社会教育・家庭教
育・幼児教育に資する事業を企画しており、札幌市PTA協議会へ事業費
10,000千円、札幌市私立幼稚園PTA連合会へ事業費300千円をそれぞれ補助す
る。

10,300

教）生涯学習推進課

札幌市立大学の
運営に対する支
援

13 3 9 10 12

学術研究の高度化等に対応した職業
人の育成を行うとともに、知と創造
の拠点として札幌市のまちづくり全
体に大きな価値を生み出し、地域社
会に積極的な貢献を果たすことを目
的に、札幌市立大学の運営を支援

札幌市立大学に
おいて市民向け
公開講座を49件
開催し、1,177人
が受講した。

1,462,361

施策の展開13「地域づく
りに向けた学びの推進」
を念頭に置いて、対面形
式での公開講座開催を積
極的に企画するととも
に、遠方からの参加等の
メリットが得られること
から、遠隔形式等を用い
た開催を検討する。

新たな知見の獲得に繋が
る生涯学習の機会提供や
健康寿命の延伸等をテー
マとした市民向け公開講
座を開催し、生涯学習の
振興、健康増進・福祉の
向上、地域コミュニティ
の振興等に貢献する。

対面形式や遠隔形式、またはそれらの併用等の対策を講じながら、市民向け公
開講座を54件開催した。

1,685,929

なし 新たな知見の獲得に繋がる生涯学習の機会提供や健康寿命の延伸等をテーマ
とした市民向け公開講座を３６件開催し、生涯学習の振興、健康増進・福祉
の向上、地域コミュニティの振興等に貢献する。

1,712,617

政）企画課

次世代の活動の
担い手育成事業

13 2 10

次世代のまちづくり活動の担い手育
成のため、将来のまちづくりの主役
である子どもや若者を対象とした地
域のまちづくり活動への参加機会を
拡大

5,997

各事業での参加者を増や
し、まちづくり活動の大
切さや必要性に気づく機
会を拡大していくため、
効果的な事業内容を検討
する必要がある。

①小学生対象事業：小学
校10校の授業でのMaGの活
用(当課制作のまちづくり
ビンゴ)
②中学生対象事業：まち
づくり活動に関わるボー
ドゲームを活用したワー
クショップ
③高校生対象事業：札幌
市立高校８校でのごみ拾
いボランティア
④大学生・若者対象事業
：町内会・若者マッチン
グ事業のモデル実施

①小学生対象事業：小学校15校の授業でのMaGの活用(当課制作のまちづくりビ
ンゴ)(958名参加)
②中学生対象事業：中学校３校でまちづくり活動に関わるボードゲーム（コ
ミュニティコーピング）の実施(38名参加)
③高校生対象事業：札幌市立高校８校でのごみ拾いボランティアを実施（837名
参加）
④大学生・若者対象事業：町内会・若者マッチング事業のモデル実施。マッチ
ングした地域での活動を３回（7名参加）、若者同士の繋がりをつくる交流イベ
ントを３回（41名参加）実施

5,005

①②小・中学生対象
1年間で実施できる学校数
が限られること。
③③高校生・若者対象
継続して地域活動に参画す
る若者の数を増やすこと。

まちづくり活動の大切さや
必要性に気づく機会を拡大
していくため、効果的な事
業内容を検討する必要があ
る。

①小学生対象事業：小学校15校の授業でのMaGの活用(当課制作のまちづくり
ビンゴ)
②中学生対象事業：まちづくり活動に関わるボードゲーム（コミュニティ
コーピング）の実施（３校程度）
③高校生、大学生等の若者対象事業：町内会・若者マッチング事業のモデル
実施

5,400

市）市民自治推進課

札幌市PTA協議会
へ、運営費600千
円・事業費
10,000千円を、
札幌市私立幼稚
園PTA連合会へ事
業費400千円をそ
れぞれ補助。両
団体において、
社会教育・家庭
教育、幼児教育
に資する事業を
企画・実施し
た。なお、札幌
市PTA協議会に対
する運営費補助
は、平成29年度
をもって廃止と
した。

①子どもまちセ
ン所長体験（ミ
ニさっぽろに出
店等：177人参
加）、②中学校
生徒会と若者の
まちづくり団体
等のワーク
ショップ（24人
参加）を実施、
③高校生の地域
ボランティアへ
の参加機会を創
出し263人が参
加、④若者対象
イベントを3回実
施（1,906人参
加）、若者座談
会実施（26人参
加）⑤地域活動
と学生をマッチ
ング（依頼39、
マッチング19
件）及び委員会
（15名）
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まちづくりセン
ターの支援力強
化

13

まちづくりセンターの支援力強化の
ために、まちづくりセンター所長を
対象とした研修やまちづくり活動に
関する情報提供、アドバイザーの派
遣などを実施

幅広い分野の地
域のまちづくり
活動をより積極
的に支援できる
ように、希望さ
れる所長にまち
づくりの専門
家・有識者であ
る「まちセンア
ドバイザー」の
派遣および、全
所長を対象とし
た研修の実施に
より活動をサ
ポートした。
【29年度実績】
・まちセン所長
研修：新任所長
研修1回、全体所
長研修1回
・まちセンアド
バイザー派遣：4
件

所長研修
：106

アドバイ
ザー：89
※予算項
目が異な

る

昨今の社会情勢において
ニーズが高いと思われる
テーマやアドバイザーを
適宜追加選定していく必
要がある。

まちセンの役割の理解
や、地域のコーディネー
ターとしての総合的な能
力向上を目的として、引
き続きアドバイザー派遣
や研修の実施により、活
動のサポートの充実を図
る。
【令和6年度実施予定】
・まちセン所長研修：新
任所長研修1回、全体所長
研修1回
・まちセンアドバイザー
派遣：6件程度

幅広い分野の地域のまちづくり活動をより積極的に支援できるように、希望さ
れる所長にまちづくりの専門家・有識者である「まちセンアドバイザー」の派
遣および、全所長を対象とした研修の実施により活動をサポートした。
【令和６年度実績】
・まちセン所長研修：新任所長研修1回、全体所長研修1回
・まちセンアドバイザー派遣：２件

所長研修：111
アドバイザー

：45
※予算項目が

異なる

昨今の社会情勢において
ニーズが高いと思われる
テーマやアドバイザーを適
宜追加選定していく必要が
ある。

まちセンの役割の理解や、地域のコーディネーターとしての総合的な能力向
上を目的として、引き続きアドバイザー派遣や研修の実施により、活動のサ
ポートの充実を図る。
【令和７年度実施予定】
・まちセン所長研修：新任所長研修1回、全体所長研修1回
・まちセンアドバイザー派遣：６件程度

所長研修：
111

アドバイ
ザー：460
※予算項目
が異なる

市）市民自治推進課

地域まちづくり
人材育成事業

13 3 10

セミナーやワークショップ、実践体
験等を通じて、地域課題等の解決に
必要なスキルを有する人材を育成

6,038

３次構想を踏まえ、課題
解決のために必要なスキ
ルを身につけた人材を育
成するために、参加した
市民・活動団体が講座受
講後、どのような活動に
参加し、どのような活動
に活かしたか、などを把
握するために、事後交流
の機会や追跡調査を行う
など、より講座の実施効
果が高まるような開催形
式や内容について検討を
行い、事業を進めていく
必要がある。

セミナーや体験等を通じ
て、より多くの市民のま
ちづくり活動参加のきっ
かけとなるよう、気軽に
参加できるまちづくり活
動の体験の機会を提供す
ることや、地域課題や団
体が抱える課題の解決に
必要なスキルを有する人
材を育成する。

・まちづくり活動体験講
座
  セミナー、実践体験
・スキルアップ講座
  セミナー、実践体験

【実績】
①まちづくり活動体験講座
・キックオフセミナー（１回：13名）
・セミナー開催（３回：27名）
・体験講座（１回：３名）
・活動体験会（７回）

②サポーター養成講座
・スキルアップセミナー（３回：35名）
・総合演習（１回：６名）
・交流会（１回：６名）　

【補足】
①まちづくり活動に興味関心がある方など幅広く様々な市民を対象に、まちづ
くり活動団体の思いや取組みに触れるなど、まちづくりに関わる機会を広げる
ことを目的としたセミナーや、活動体験会を実施した。
②まちづくり活動の経験を持つ方等を対象に、地域課題や団体の抱える課題を
解決するため、ファシリテーションに関する知識や、活動の広報プロモーショ
ンとSNS活用法等を学ぶセミナーを実施した。

5,315

３次構想を踏まえ、課題解
決のために必要なスキルを
身につけた人材を育成する
ために、参加した市民・活
動団体が講座受講後、どの
ような活動に参加し、どの
ような活動に活かしたか、
などを把握するために、事
後交流の機会や追跡調査を
行うなど、より講座の実施
効果が高まるような開催形
式や内容について検討を行
い、事業を進めていく必要
がある。

人材育成には時間を要し、単年度では十分な効果を得られないことが課題で
あったが、日ごろから市民まちづくり活動団体の相談業務を実施しフォロー
体制が充実している、札幌市市民活動サポートセンターへ事業を統合するこ
とで、総合的かつ効果的な事業実施を行うことが可能であるとして、令和６
年度末をもって事業を引き継ぐこととした。

0

市）市民自治推進課

地域子育て支援
事業

13 1 10 11 14

乳幼児を持つ子育て家庭を支援し、
地域における子育て環境を整備（子
育ての仲間づくり、子育てボラン
ティア育成等）

・子育て支援推
進ネットワーク
会議開催回数：
61回
・サークル活動
支援件数：23件
・地域支援件数
：2,095件
・子育て情報室
利用件数：
24,502件
・育児相談件数
：3,345件

77,389

こそだてインフォメー
ション利用件数及び育児
相談件数が増加している
ことから、子育て家庭や
地域のニーズに合わせた
情報提供を行う必要があ
る。

必要な情報が子育て家庭
に届きやすくなるよう、
こそだてインフォメー
ションの充実を行う。
・情報提供・助言利用支
援
・育児相談
・サークル活動支援
・子育て支援推進ネット
ワーク会議の開催
・地域支援
・子育てボランティア講
習会の開催

・こそだてインフォメーション利用件数：28,041件
・情報提供・助言利用支援件数：33,378件
・育児相談件数：6,566件
・サークル活動支援件数：10件
・子育て支援推進ネットワーク会議：16回
・地域支援件数：3,413件
・子育てボランティア講習会開催回、受講者数：５回、60人

48,313

なし 必要な情報が子育て家庭に届きやすくなるよう、こそだてインフォメーショ
ンの充実を行う。
・情報提供・助言利用支援
・子育て相談
・子育て講座の実施
・子育て支援推進ネットワーク会議の開催
・地域支援
・子育て支援者研修会・交流会の開催

51,642

子）子育て支援推進担当課

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:52、83、
156、182、189、
208、223）

13 10 19 13 15 22

まちづくりを担う人材などを育成す
るため、生涯学習センター等で学習
機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

ボランティア・
市民活動、まち
づくり等を促進
する「市民活動
系」、職業能力
の向上や産業育
成・活性化を促
進する「産業・
ビジネス系」、
生きがいづくり
につながる「文
化・教養系」の
３つの系を柱と
して幅広い分
野、レベルの講
座を実施した。
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
298講座
・受講者数：
5,223名

16,855千
円

３次構想の重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、講座数よりも、各
講座の企画内容の質をさ
らに高めていくことが求
められる。

指定管理業務であること
から、引き続き、指定管
理者に事業を継続させ
る。特に、重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく。

【令和６年度実施予定】
・実施予定講座数：184講
座
・受講者数目標：3,000名

３次構想の重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を
念頭に置いて講座を企画・実施した。
なお、指定管理業務仕様書で定められている実施講座数を満たしたうえで、講
座数を増やすことよりも講座一つひとつの内容の質を高める方向にシフトして
いるため、コロナ禍前と比べて講座数は減少している。

【令和６年度実績】
・実施講座数：207講座
・受講者数：3,829名

10,343

３次構想の重点施策である
施策の展開10「まちの活力
を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、各講座の企画内容の
質をさらに高めていくこと
が求められる。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続させる。
特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和７年度実施予定】
・実施予定講座数：186講座
・受講者数目標：3300名

11,125

教）生涯学習推進課

【実績】
①キックオフセ
ミナー　51名
②まちづくり活
動の実践体験プ
ログラム
　・ワーク
ショップ（４
回）延べ60名
　・実践体験
（５回）述べ151
名
③コーディネー
ター等育成プロ
グラム
　・セミナー
（３回）　延べ
33名
　・体験派遣
（３回）　延べ
52名
【補足】
②市民、活動し
ている団体の方
等を対象に、地
域課題を解決す
るために必要な
まちづくり活動
の考え方や手法
等を学び、課題
解決する取組み
を企画し、実践
体験を行う
③コーディネー
トやアドバイス
経験を持つ方等
に対して、セミ
ナーを開催す
る。
さらに、その参
加者をまちづく
り活動団体に体
験派遣し、実践
体験を行う。
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西区環境まちづ
くり協議会支援
事業

13 5 8

住民による環境活動が定着・継続・
発展するまち（通称「エコまち」）
を実現するため、区民協議会である
「西区環境まちづくり協議会」の活
動を支援

2,291

次代を担う世代対象の環
境活動だけではなく、幅
広い世代に環境活動を定
着・発展させていく必要
がある。

引き続き協議会を側面支
援していく。概ね前年通
りの活動内容予定。

協議会の活動を中心に、住民による環境活動がより促進するため、財政的支援
や事務局運営等の側面支援を行い、区と協議会が連携した取組を実施した。

【主な協議会活動内容】
・エコキッズ・プログラム（1,596人）
・親子でエコキッズ・プログラム（36人）
・西区子ども体験学校（12人）
・西区PTA子ども作品コンクール
・西区こども環境広場（1,262人）
・エコ映画会（345人）
・親子で環境満喫バスツアー（68人）
・西区コドモ自然学校（49人）
・子ども服のリユース大作戦！
【その他の活動】
・西区アダプトプログラム等
【環境活動参加人数】
計　8,309人

3,380

次代を担う世代対象の環境
活動だけではなく、幅広い
世代に環境活動を定着・発
展させていく必要がある。

引き続き協議会を側面支援していく。概ね前年通りの活動内容予定。

3,600

西）地域振興課

商店街地域力向
上支援事業（旧
：みんなの商店
街支援事業）

13

商店街の持続的な発展を目指し、商
店街が主体となった地域のにぎわい
づくりに資するイベント等の取組や
ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の
実現に寄与する地域課題解決のため
の取組を支援する。

（R2新規） （R2新
規）

今後も引き続き、商店街
が主体となった「にぎわ
いづくり」「SDGsの実現
に資する地域課題解決」
の取組の創出を支援して
いくことにより、商店街
ひいては地域に新たな
「ヒト」「モノ」「コ
ト」を呼び込み、商店街
の立地するエリアの商業
地としての魅力を高め、
商店街の持続的な発展を
目指す。

⑴　商店街地域力向上支
援事業（にぎわい型-単
独）：25件
⑵　商店街地域力向上支
援事業（にぎわい型-連
携）：5件
⑶　商店街地域力向上支
援事業（SDGs推進型）：
14件

⑴　商店街地域力向上支援事業（にぎわい型-単独）：45件
⑵　商店街地域力向上支援事業（にぎわい型-連携）：０件
⑶　商店街地域力向上支援事業（SDGs推進型）：８件

9,971

今後も引き続き、商店街が
主体となった「にぎわいづ
くり」「SDGsの実現に資す
る地域課題解決」の取組の
創出を支援していくことに
より、商店街ひいては地域
に新たな「ヒト」「モノ」
「コト」を呼び込み、商店
街の立地するエリアの商業
地としての魅力を高め、商
店街の持続的な発展を目指
す。

⑴　商店街地域力向上支援事業（にぎわい型-単独）：50件
⑵　商店街地域力向上支援事業（にぎわい型-連携）：１件
⑶　商店街地域力向上支援事業（SDGs推進型）：12件

17,000

経）商業・経営支援課

食育学生ボラン
ティア養成講座

14 5

食育学生ボランティアが地域で活動
を行うための基礎知識を得ることを
目的として、養成講座を開催

・受講者数：64
人
・受講者全員が
食育学生ボラン
ティアの登録を
行った。（H29年
度食育学生ボラ
ンティア数：186
人）

66

特になし 令和３年度からオンライ
ンでの開催としており、
参加のしやすさから好評
だったため、令和６年度
も引き続きオンラインで
の受講とした。

・食育学生ボランティア受講者数：53人
（オンライン開催）
・受講者53人のうち41人が食育学生ボランティアの登録を行った。
（R6年度食育学生ボランティア数：103人）

31

受講者数の減少。 令和３年度からオンラインでの開催としており、参加のしやすさから好評
だったため、令和７年度も引き続きオンラインでの受講とした。また、栄養
士養成校との連携により周知を強化し、受講者数の増加を目指した。

286

保）ウェルネス推進課

食生活改善推進
員養成講座

14 10

食に関するボランティアを育成し、
活動を支援

受講者数：146人

468

高齢化等により会員数が
減少している。受講人数
を増加できるよう広報媒
体等でのはたらきかけが
必要。

受講者募集に合わせテレ
ビや新聞等の広報媒体を
活用し周知した。
令和５年度と同様に全区
で養成講座を開講。

・受講者数：132人

448

受講者数の減少。 受講者募集に合わせて広報さっぽろや新聞等で団体の活動内容や魅力、養成
講座の概要などの周知を行い、受講者数の増加に努めた。また、令和６年度
と同様に全区で養成講座を実施した。

737

保）ウェルネス推進課

少年団体活動促
進

14 2

子どもの自主的な社会参加や連帯意
識の向上、青少年活動を担う人材の
育成、少年団体の活発化を目的に、
市内の小・中・高校生を対象に、少
年リーダー養成研修などの様々な体
験活動機会を提供

・少年リーダー
養成研修（基本
研修）：計55
回、延べ参加人
数2,263名。
・少年団体加入
促進事業：来場
者数約3,000名。 128,138

習い事や塾などの普及に
よる子どもの生活環境の
変化、出生数の減少等に
より、体験活動をする子
どもが減少傾向にあるこ
とを踏まえつつ、地域の
大学や企業、団体と連携
した体験講座の充実を図
り、SDGsの視点や子ども
たちのニーズに沿った事
業展開を盛り込む等、普
及啓発を継続して新たな
参加者の確保に力を入れ
ていく必要がある。

必要に応じて事業内容を
見直しつつ実施予定

　市内で活動する少年6団体の新規加入者募集に関する広報として、市内小学
校・児童会館・ミニ児童会館に配布される「エコチル」に各団体の告知記事を
掲載。市内の児童に対し、広く団体のPRを行った。
　また、子どもの活動等の中心としてふさわしい資質をもったジュニアリー
ダーを育成する研修や子どもの健全育成に資する体験活動を実施。研修は175回
行い、参加者は延べ5,858名であった。様々な体験活動や異年齢交流を行う中
で、子ども達の自主性や協調性を高めることができた。

100,154

必要に応じて事業内容を見直しつつ実施予定

106,000

子）子どもの権利推進課

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:52、83、
156、176、189、
208、223）

14 10 19 13 15 22

まちづくりを担う人材などを育成す
るため、生涯学習センター等で学習
機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

ボランティア・
市民活動、まち
づくり等を促進
する「市民活動
系」、職業能力
の向上や産業育
成・活性化を促
進する「産業・
ビジネス系」、
生きがいづくり
につながる「文
化・教養系」の
３つの系を柱と
して幅広い分
野、レベルの講
座を実施した。
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
298講座
・受講者数：
5,223名

16,855千
円

３次構想の重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、講座数よりも、各
講座の企画内容の質をさ
らに高めていくことが求
められる。

指定管理業務であること
から、引き続き、指定管
理者に事業を継続させ
る。特に、重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく。

【令和６年度実施予定】
・実施予定講座数：184講
座
・受講者数目標：3,000名

３次構想の重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を
念頭に置いて講座を企画・実施した。
なお、指定管理業務仕様書で定められている実施講座数を満たしたうえで、講
座数を増やすことよりも講座一つひとつの内容の質を高める方向にシフトして
いるため、コロナ禍前と比べて講座数は減少している。

【令和６年度実績】
・実施講座数：207講座
・受講者数：3,829名

10,343

３次構想の重点施策である
施策の展開10「まちの活力
を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、各講座の企画内容の
質をさらに高めていくこと
が求められる。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続させる。
特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和７年度実施予定】
・実施予定講座数：186講座
・受講者数目標：3300名

11,125

教）生涯学習推進課

協議会の活動を
中心に、住民に
よる環境活動が
より促進するた
め、財政的支援
や事務局運営等
の側面支援を行
い、区と協議会
が連携した取組
を実施した。

【主な協議会活
動内容】
・エコキッズ・
プログラム
・親子でエコ
キッズ・プログ
ラム
・西区子ども体
験学校
・西区PTA子ども
作品コンクール
・西区こども環
境広場
・エコトーク映
画会
・親子で環境満
喫バスツアー
・西区コドモ自
然学校
【その他の活
動】
・西区アダプト
プログラム等
【環境活動参加
人数】
計　11,524人

習い事や塾などの普及によ
る
子どもの生活環境の変化、
出
生数の減少等により、体験
活
動をする子どもが減少傾向
に
あることを踏まえつつ、地
域
の大学や企業、団体と連携
し
た体験講座の充実を図り、
SDGsの視点や子どもたちの
ニーズに沿った事業展開を
盛
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保育士資格を持っていない幼稚園教
諭が資格を取得する際に要する費用
などの補助

ご近所先生企画
講座
（再掲:163、225
）

14 14 22

地域における学習機会の提供を目指
し、市民が講座を企画・運営する
「ご近所先生企画講座」を市民カ
レッジの一環として実施

学んだ成果を生
かして活躍した
い市民を広く講
師として募集
し、研修プログ
ラム等を提供す
るとともに、生
涯学習センター
をはじめ、市内
の各地域で「ご
近所先生企画講
座」を実施し
た。
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
152講座
・受講者数：
2,289名

（市民カ
レッジに
含まれる
ため抜出
不可）

３次構想を踏まえ、学び
を通じたコミュニティ作
りや、学びの成果を地域
課題解決に生かす取り組
みを一層推進していく必
要がある。

指定管理業務として引き
続き、学んだ成果を生か
して活躍したい市民を広
く講師として募集し、研
修プログラム等を提供す
るとともに、生涯学習セ
ンターをはじめ、市内の
各地域で「ご近所先生企
画講座」を実施する。

学んだ成果を生かして活躍することを望む市民を広く講師として募集し、研修
プログラム等を提供するとともに、市内の各地域で「ご近所先生企画講座」を
実施した。
【令和６年度実績】
・実施講座数：114講座
・受講者数：1,407名

（市民カレッ
ジに含まれる
ため抜出不

可）

３次構想を踏まえ、学びを
通じたコミュニティ作り
や、学びの成果を地域課題
解決に生かす取り組みを一
層推進していく必要があ
る。

指定管理業務として引き続き、学んだ成果を生かして活躍したい市民を広く
講師として募集し、研修プログラム等を提供するとともに、生涯学習セン
ターをはじめ、市内の各地域で「ご近所先生企画講座」を実施する。

（市民カ
レッジに含
まれるため
抜出不可）

教）生涯学習推進課

点訳奉仕員・音
訳奉仕員・音訳
校正奉仕員・拡
大写本奉仕員養
成講習会の実施

14

視覚に障がいのある方の文化・教
養・娯楽等の情報支援のため、図書
等の点訳・音訳・音訳校正・拡大を
行う奉仕員の養成講習会を実施

（R1新規） （R1新
規）

将来的な奉仕員の人員確
保

〇点訳ボランティア養成
講習会
　令和6年8月29日（木）
～令和7年10月23日（木）
　毎週、木曜日　13：00
～15：00
　（R6 29回　R7 26回　
全55回を予定）

令和６年度中に講習修了したものがないため、該当なし。

0

将来的な奉仕員の人員確保 〇点訳ボランティア養成講習会
　令和6年8月29日（木）～令和7年10月23日（木）
　毎週、木曜日　13：00～15：00
　（R6 29回　R7 26回　全55回を予定）

○録音図書製作ボランティア養成講習会
　令和7年6月6日（金）～令和7年11月28日（金）
　毎週、金曜日　13：00～15：00
　（全24回を予定）

○拡大写本ボランティア養成講習会
　令和7年11月4日（火）～令和8年3月24日（火）
　毎週、火曜日　10：30～12：30
　（全15回を予定）※R8.1月は講習会を実施しない

0

保）障がい者更生相談所(視聴覚障が
い者情報センター）

さっぽろまち
キャンパス共創
事業（学生団体
によるまちづく
り活動推進事
業）

14 13 22 2

市内大学に在籍する学生による団体
が、市内で活動する地域団体と連
携・協働して行うまちづくり活動に
対して補助金を交付し、学生の地元
への愛着及び関心を高めるととも
に、学生の力を生かした地域コミュ
ニティの活性化を目指す。

（R5新規） （R5新
規）

地域における学びの循環
を促進するためには、ま
ちづくり活動に実際に参
加した学生団体や地域団
体だけではなく、その成
果を広く発信して波及さ
せる必要があることか
ら、効果的な発信方法に
ついて検討する。

大学での学習成果を生か
した活動が地域で実践さ
れることで、学生と地域
が双方向に学びあい、ま
ち全体が大学のキャンパ
スのような学びの場とな
ることを期待し、1件あた
り上限300千円の補助金を
10の学生団体に交付し、
まちづくり活動を実施す
る。

10団体に対し、合計1,644千円を補助した。

3,000

応募規模が拡大しておら
ず、学びを通じた地域との
つながりづくりの認知や魅
力が十分に伝わっていない
ことが課題である。

10団体公募し審査により6団体を採択。
令和7年度より、事業を円滑かつ効果的に推進するにあたって必要となる各
種支援を民間委託している。

3,000

政）公民・広域連携推進室

未就業歯科衛生
士復職支援事業

15 9

歯科衛生士の育成及び資質の向上を
図り、もって札幌市の歯科医療体制
の充実に寄与することを目的に、離
職等により就業していない歯科衛生
士のうち、復職を目指す者を対象と
して研修事業を実施

慢性的な歯科衛
生士不足の現状
と歯科医療現場
の窮状を踏ま
え、歯科衛生士
の資格を有しな
がらも、結婚・
出産・育児・そ
の他の事情によ
り職場を離れた
方々を対象に、
復職に必要な知
識・技能等を習
得していただく
ための未就業歯
科衛生士支援リ
カバリー研修セ
ミナーを実施。
【平成29年度実
績】
・実施回数：１
回
・受講者数：13
名

726

特になし 引き続き、同等程度の回
数を継続予定

慢性的な歯科衛生士不足の現状と歯科医療現場の窮状を踏まえ、歯科衛生士の
資格を有しながらも、結婚・出産・育児・その他の事情により職場を離れた
方々を対象に、復職に必要な知識・技能等を習得していただくための未就業歯
科衛生士支援リカバリー研修セミナーを実施。
【令和６年度実績】
・実施回数：１回
・受講者数：９名

852

なし 同等程度の回数を継続して実施予定

1,800

保）医療政策課

看護職復職支援
講習会

15 9

復職を目指している看護職（保健
師、助産師、看護師、准看護師）を
対象として、看護現場の現状や復職
への取組方などを学ぶ講習会を開催

・講義と演習を
行う2日間の看護
職復職支援研修
会を3回実施。
・参加者数は計
78人

2,711
（No.43の
高齢者等
の在宅医
療ネット
ワーク推
進事業の
うち看護
職向け研
修4回を含

む）

特になし 令和5年度と同等程度の回
数を継続予定

3回（参加者30人）実施

2837
（No.46の地域
共生医療推進
事業のうち看
護職向け研修8
回を含む）

特になし。 令和6年度と同等程度の回数を継続予定

3,118

保）医療政策課

保育士等支援事
業

15 9

保育士の復職支援や保育所からの求
人へのマッチングなどを行う「保育
士・保育所支援センター」の運営

「保育士・保育
所支援セン
ター」を運営
し、マッチング
を充実させるこ
とに加え、就業
の継続に資する
施策についても
検討を進める
等、保育士不足
への対策を一層
強化した。「保
育士・保育所支
援センター」で
は、平成29年度
において104名を
保育士として採
用に結びつけ
た。

16,120

さぽ笑みの利用者増や各
種イベントの集客力強化
のため、保育士資格者等
をターゲットとした効果
的・効率的な広報の工夫
が必要である。

引き続き、「保育人材支
援センターさぽ笑み」の
運営を中軸として、合同
施設説明会・面接会、人
材確保・定着化研修等の
事業を実施し、保育人材
確保を推進していく。

・「保育人材支援センターさぽ笑み」運営実績：新規登録事業者数35件、求人
人数1,111件、登録求職者数381件、採用者数177名
・「札幌市保育園ミーティング（合同施設説明会・面接会）」開催実績（２回
開催）：229名、100法人

41,593

さぽ笑みの利用者増や各種
イベントの集客力強化のた
め、保育士資格者等をター
ゲットとした効果的・効率
的な広報の工夫が必要であ
る。

引き続き、「保育人材支援センターさぽ笑み」の運営を中軸として、合同施
設説明会・面接会、人材確保・定着化研修等の事業を実施し、保育人材確保
を推進していく。

45,000

子）保育推進課
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さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:52、83、
156、176、182、
208、223）

15 10 19 13 15 22

まちづくりを担う人材などを育成す
るため、生涯学習センター等で学習
機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

ボランティア・
市民活動、まち
づくり等を促進
する「市民活動
系」、職業能力
の向上や産業育
成・活性化を促
進する「産業・
ビジネス系」、
生きがいづくり
につながる「文
化・教養系」の
３つの系を柱と
して幅広い分
野、レベルの講
座を実施した。
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
298講座
・受講者数：
5,223名

16,855千
円

３次構想の重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、講座数よりも、各
講座の企画内容の質をさ
らに高めていくことが求
められる。

指定管理業務であること
から、引き続き、指定管
理者に事業を継続させ
る。特に、重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく。

【令和６年度実施予定】
・実施予定講座数：184講
座
・受講者数目標：3,000名

３次構想の重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を
念頭に置いて講座を企画・実施した。
なお、指定管理業務仕様書で定められている実施講座数を満たしたうえで、講
座数を増やすことよりも講座一つひとつの内容の質を高める方向にシフトして
いるため、コロナ禍前と比べて講座数は減少している。

【令和６年度実績】
・実施講座数：207講座
・受講者数：3,829名

10,343

３次構想の重点施策である
施策の展開10「まちの活力
を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、各講座の企画内容の
質をさらに高めていくこと
が求められる。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続させる。
特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和７年度実施予定】
・実施予定講座数：186講座
・受講者数目標：3300名

11,125

教）生涯学習推進課

障がい者ICTサ
ポートセンター
運営事業

16 9

障がい者の情報通信技術の利用機会
を設け自立と社会参加の促進を図る
ため、障がい者ITサポートセンター
を設置し、ITに関する利用相談・情
報提供、パソコン講習の開催、パソ
コンボランティアの要請及び派遣等
を実施

4,730

3次構想を踏まえ、障がい
のある方に開かれた学び
の環境づくりを図るよ
う、利用者のニーズに併
せて講習内容を見直しな
がら継続して行っていく
必要がある。

障がいのある方のパソコ
ン講習をはじめ、自宅で
パソコン操作等を助言す
るボランティアの養成、
派遣等を行っており、外
出機会の多くない障がい
のある方の社会参加を支
援した。
【令和５年度実績】
・ICTに関する利用相談件
数112件
・パソコンボランティア
派遣件数75件
・パソコン講習受講数69
人

障がいのある方のパソコン講習をはじめ、自宅でパソコン操作等を助言するボ
ランティアの養成、派遣等を行っており、外出機会の多くない障がいのある方
の社会参加を支援した。
【令和６年度実績】
・ICTに関する利用相談件数113件
・パソコンボランティア派遣件数75件
・パソコン講習受講数64人

5,218

・３次構想を踏まえ、障が
いのある方に開かれた学び
の環境づくりを図るよう、
利用者のニーズに併せて講
習内容を見直しながら継続
して行っていく必要があ
る。

障がいのある方のパソコン講習をはじめ、自宅でパソコン操作等を助言する
ボランティアの養成、派遣等を行っており、外出機会の多くない障がいのあ
る方の社会参加を支援した。
【令和７年度予定】
・ICTに関する利用相談件数113件
・パソコンボランティア派遣件数75件
・パソコン講習受講数64人

5,627

保）障がい福祉課

困難を有する若
者への相談支援
及び支援機関
ネットワークの
充実

16

再掲 前年比で年間延べ利用人
数等は増加したが、いま
だコロナ禍前の水準には
回復していないことか
ら、引き続き積極的な広
報活動等を実施してい
く。

同程度の事業規模で継続
実施予定

再掲（No.48と同じ） 再掲（No.48と同じ） 再掲（No.48と同じ） 子）子どものくらし・若者支援担当課

子どもの学びの
環境づくり事業
費

16 2

不登校児童生徒の受け皿となってい
るフリースクールなどの民間施設に
対し、児童生徒の教材や体験活動等
に係る経費の一部を助成すること
で、子どもたちの学び・育ちの環境
を整え、もって不登校児童生徒の社
会的自立を支援

フリースクール
など民間施設に
対し、指導体制
の整備や教材・
体験活動等の充
実などに必要な
経費の一部を助
成した。【平成
29年度実績】
・８団体、補助
申請額：15,043
千円

15,042

特になし 不登校児童生徒の多様な
学びの環境を整え、社会
的自立を支援するため、
事業を継続する。

　フリースクール等民間施設12団体に対し、指導体制の整備や教材・体験活動
等の充実などに必要な経費の一部を助成した。

23,798

　不登校児童生徒の多様な学びの環境を整え、社会的自立を支援するため、
事業を継続する。

24,000

子）子どものくらし・若者支援担当課

小児慢性特定疾
病児童等自立支
援事業

16

幼少期から慢性的な疾病に罹患して
いることにより自立に困難を伴う児
童等に対し、相談体制の強化を図る
とともに、就職支援や長期入院等で
学習の遅れがある児童等に対する学
習支援を実施。

（R6新規） （R6新
規）

特になし 慢性的な疾病に罹患している子どもたちやその家族の自立支援事業について、
令和６年10月に相談支援事業の業務委託を開始。相談窓口に寄せられた相談内
容から、事業の精査が必要と判断し、令和６年度の実施に至らず。

0

学習面に関する相談内容を
精査のうえ、ニーズに応じ
た支援を行うことが必要

1,951

保）保健管理課

札幌市交通資料
館の運営
（再掲40、54、
138） 16

令和６年５月、市営交通の歴史を発
信する札幌市交通資料館をリニュー
アルオープン。学びと体験の場を創
出し、市営交通の興味関心の向上を
図っていく。

（R6新規） （R6新
規）

施設の管理・運営のほ
か、来館者促進に資する
イベント等を実施予定。

13,336 13,337

交）総務課

障がいのある方
のパソコン講習
をはじめ、自宅
でパソコン操作
等を助言するボ
ランティアの養
成、派遣等を
行っており、外
出機会の多くな
い障がいのある
方の社会参加を
支援した。
【平成29年度実
績】
・ITに関する利
用相談件数　236
件
・パソコンボラ
ンティア派遣件
数　353件
・パソコン講習
受講数　120人

札幌市若者支援総合センターにおい
て、ひきこもりやニート等困難を有
する若者のための相談事業や、自立
支援プログラムを実施するなど、若
者の社会的自立に向けた総合的な支
援を行い、「さっぽろ子ども・若者
支援地域協議会」をはじめとする支
援機関の連携により、困難を有する
子ども・若者を速やかに適切な支援
機関へとつなげる事業

相談・調整窓口として学
習支援コーディネーター
を配置し、入院先医療機
関との調整を図り在学校
によるオンライン授業へ
の支援を実施する。ま
た、学習の遅れに対して
は学生ボランティア等に
よる学習支援を実施す
る。令和6年10月開始予
定。
【令和６年度実施予定】
・学習支援コーディネー
ターによる相談・調整　
　　　　　　　　　　　

令和６年５月１日のリニューアルオープン以降、夏休み企画やコンサートなど
の各種イベントを実施し、９月に開催した交通資料館まつりでは、イベント１
日で約2,000人が来場した。
また、定期的な展示物の入れ替えや車両の開放を実施するなど、来館者の増加
に繋がる様々な工夫を行うとともに、市営交通に対する興味関心の向上に努め
た。
【令和６年度実績】
・来館者数：37 781人

↓ 〇

↓

→

↑

―

―

〇

〇

〇

▲

〇

小慢児童等またはその家族から寄せられた学校生活に関する相談で、
特殊性・専門性が高い相談に対し、自立支援員が学校関係者やボラン
ティア等と連携をとりコミュニケーション支援や自学サポート等の支
援を行う。

　今後も来館者数をの維
持・増加のため、展示物
の工夫やイベントの開催
等、来館者促進策を継続
的に講じていく必要があ
る。

　令和７年度からは屋外に新たな展示車両を設置し、定期的に車内の
開放を行っている。また、屋内への新たな展示物の設置や各種イベン
トの開催を予定しており、より多くの人に市営交通に興味関心を持っ
てもらえるよう取り組んでいく。さらに冬季の閉館期間時中にコン
サートを開催するなど、普段市営交通に接する機会が少ない層に対し
ても交通事業に触れていただく機会を創出し、来館促進や市営交通の
PRに繋げていく。



195

196

197

198

199

200

大通情報ステー
ションの運営

17 7

市内及び札幌近郊における文化、観
光、交通、都心部のショッピング情
報などを提供する大通情報ステー
ション及びウェブサイトを運営

13,986,000

デジタル技術を活用した
情報発信へ移行すること
として令和５年度末を
もって廃止。

―

政）都心まちづくり課

ボランティア振
興事業

17 10 18

ボランティア活動センターにて、ボ
ランティア活動の普及・啓発やボラ
ンティア団体の円滑な活動を支援す
るための広報誌及び活動手引書によ
る情報提供、ボランティアに関する
相談業務、ボランティア団体等の登
録・需給調整、ボランティア活動の
ための各種研修等を実施

55,428

ボランティア研修の参加
者数は回復傾向にあるも
のの、依然コロナ前の水
準まで回復はしておら
ず、ボランティア登録状
況も芳しくない状況が続
いている。団体数、個人
登録数の減少原因がどこ
にあるのか分析を行う必
要がある。

引き続きボランティアに
関する相談・登録の受付
や活動調整、各種研修な
どを実施する。

○ボランティア登録状況
・団体数　536団体（32,569人）
・個人登録数　2,034人
○ボランティア研修参加者数
　集合型1,830人、出張型8,098人
○小学生向けに配布している福祉教育支援関連読本の作成・配布を行った。

56,937

ボランティア研修の参加者
数は回復傾向にあるもの
の、依然コロナ前の水準ま
で回復はしておらず、ボラ
ンティア登録状況も芳しく
ない状況が続いている。団
体数、個人登録数の減少原
因がどこにあるのか分析を
行う必要がある。

引き続きボランティアに関する相談・登録の受付や活動調整、各種研修など
を実施する。

57,278

保）地域福祉・生活支援課

子育て情報提供
強化事業

17 2

子育て家庭が必要な情報を入手し、
自分に合ったサービスを利用できる
よう、子育て情報に特化したホーム
ページとスマートフォンアプリを開
設するとともに、年齢別、地域別な
どの個々の状況に合わせた子育て情
報を発信

アプリダウン
ロード数：
14,007

1,311

操作性の向上、コンテン
ツや多言語化対応等の機
能充実を図り、見やすく
使いやすいサイトやアプ
リにしていく必要があ
る。

7,777

操作性の向上、コンテンツ
や多言語化対応等の機能充
実を図り、見やすく使いや
すいサイトやアプリにして
いく必要がある。

子育て家庭に対し、サイトやアプリを通じて必要な情報の発信を行う。
令和８年度の札幌市公式ホームページリニューアルに合わせて、子育て家庭
がより効果的・効率的に情報を得ることができるよう、情報サイトのぺージ
整理やサイトとアプリの情報発信について検討する。

7,800

子）子育て支援推進担当課

札幌市環境プラ
ザ情報発信機能
強化事業

17 5

札幌市の主要な環境拠点施設である
環境プラザにおいて、より実践的な
学習内容となるよう展示物を更新
し、情報発信力の強化を推進

情報収集・提供
を効果的に行え
るよう、タッチ
式モニターや投
影用スクリーン
等を設置するな
ど施設整備を
行った（10項目
更新）。

強化事業
：6,088
運営：
34,404

引き続き、オンラインの
活用も行い、利用者の
ニーズを踏まえた事業運
営を検討する必要があ
る。

引き続き、SNSツールを活
用した効果的な情報発信
に努め、幅広い層に向け
て環境情報を提供してい
く。また、コロナ禍にお
けるノウハウを活かし、
オンラインを活用した事
業を継続する一方で、環
境と市民の関心をつなぎ
合わせた直接体験を重視
した普及啓発事業を実施
することで、より広く、
多くの市民に環境プラザ
の認知を広めていきたい
（「札幌市環境プラザ情
報発信機能強化事業」と
しては、今後の実施予定
はなし）。

令和６年度は、前年比34％増加にあたる46,753人の利用があり、コロナ禍での
利用者数減少からは脱却できたと思われる。見学の受け入れも含め、直接体験
型の事業についてニーズが増加している。ＳＮＳについては、Facebook、イン
スタグラムによる投稿を200件以上実施しており、情報発信の効果が利用者数に
現れてきていることが推察される。

強化事業：0
運営：32,829

利用者数の増加に反し、
ホームページのアクセス数
が減少してきており、情報
発信媒体の選択や発信内容
の精査が求められている。

引き続き、活用した効果的な情報発信に努め、幅広い層に向けて環境情報を
提供していく。また、オンラインでの事業や情報発信を継続する一方で、環
境と市民の関心をつなぎ合わせた直接体験を重視した普及啓発事業を実施
し、多くの市民に環境プラザの認知を広め、施設の活用の機会を広げていき
たい（「札幌市環境プラザ情報発信機能強化事業」としては、今後の実施予
定はなし）。

強化事業：
0

運営：
33,498

環）環境政策課

生涯学習セン
ターにおける学
習相談コーナー
の運営
（再掲:207）

17 18 14

学習相談コーナーを運営し、自らの
知識・経験を活かしたい市民が登録
する「ちえりあ市民講師バンク」講
師を地域へ派遣するコーディネート
等を実施

市民の多様な学
習ニーズに応
え、「ちえりあ
市民講師バン
ク」に登録して
いる講師や、
サークル活動の
内容を紹介する
など、市民の学
習活動に役立つ
情報を提供し
た。
【平成29年度実
績】
・学習相談件数
　12,389件
・市民講師バン
ク登録者数　191
名
・マッチング件
数　15件

（指定管
理費

356,783千
円）

生涯学習センターが学び
のコーディネーターとし
てより一層活用されるよ
う、学習相談機能や市民
講師バンクの存在につい
て市民周知に努めていく
とともに、併せて、より
効果的な広報手法を検討
していく必要がある。

引き続き、指定管理業務
として、市民の多様な学
習ニーズに応え、「ちえ
りあ市民講師バンク」に
登録している講師や、
サークル活動の内容を紹
介するなど、市民の学習
活動に役立つ情報を提供
する。

市民の多様な学習ニーズに応え、「ちえりあ市民講師バンク」に登録している
講師や、サークル活動の内容を紹介するなど、市民の学習活動に役立つ情報を
提供した。また、広報誌やSNS等でPRするなど、利用促進にも取り組んだ。

【令和６年度実績】
・学習相談件数　　14,196件
・市民講師バンク登録者数　　212名
・マッチング件数　　40件

（指定管理業
務の一部であ
るため抜出不

可）

生涯学習センターが学びの
コーディネーターとしてよ
り一層活用されるよう、学
習相談機能や市民講師バン
クの存在について市民周知
に努めていくとともに、併
せて、より効果的な広報手
法を検討していく必要があ
る。

引き続き、指定管理業務として、市民の多様な学習ニーズに応え、「ちえり
あ市民講師バンク」に登録している講師や、サークル活動の内容を紹介する
など、市民の学習活動に役立つ情報を提供する。

（指定管理
業務の一部
であるため
抜出不可）

教）生涯学習推進課

効果的な生涯学
習情報の提供に
ついての検討

17

市民が利用しやすい生涯学習情報の
提供方法について検討

市内で実施され
る講座、学習施
設、団体サーク
ル等、生涯学習
に関する情報の
収集するととも
に、広報誌を中
心に、ホーム
ページや資料配
架によって市民
に広く発信し
た。

（指定管
理費

356,783千
円）

幅広い年齢層に、効果的
に生涯学習情報を発信で
きるよう、引き続き新た
な手法を検討していく。

市内で実施される講座、
学習施設、団体サークル
等、生涯学習に関する情
報収集を引き続き行うと
ともに、広報誌を中心
に、ホームページ、公式
LINEアカウント、新しく
立ち上げた公式Xアカウン
ト、資料配架等によって
市民に広く発信してい
く。

市内で実施される講座、学習施設、団体サークル等、生涯学習に関する情報を
収集するとともに、広報誌を中心に、ホームページ、公式LINEアカウント、資
料配架等によって市民に広く発信した。

（指定管理業
務の一部であ
るため抜出不

可）

幅広い年齢層に、効果的に
生涯学習情報を発信できる
よう、引き続き新たな手法
を検討していく。

市内で実施される講座、学習施設、団体サークル等、生涯学習に関する情報
収集を引き続き行うとともに、広報誌を中心に、ホームページ、公式LINEア
カウント、新しく立ち上げた公式Xアカウント、資料配架等によって市民に
広く発信していく。

（指定管理
業務の一部
であるため
抜出不可）

教）生涯学習推進課

３か語による有
人案内のほか、
ホームページ及
び情報誌
「ウィークリー
プレス」（隔
週）において、
観光、市内の交
通、ショッピン
グなどのイベン
ト情報ととも
に、「書道講
座」など学びに
係る文化芸術の
情報を提供し
た。
【平成29年度実
績】
・来場者数：
134,385件（日、
114,198件・英、
12,439件・中、
7,748件）
・イベント取扱
件数：10,860件
（WEB、6,820
件・チラシ、
4,040件）

○ボランティア
登録状況
・団体数　617団
体（37,266人）
・個人登録数　
1,575人
○ボランティア
研修参加者数
　集合型4,729
人、出張型9,728
人
○小学生向けに
配布している福
祉教育副読本及
び教員向けアイ
ディア集を改訂
した。

大通情報ステーション
については、有人対応
と紙媒体を中心とした
施設であるが、昨今の
社会情勢からデジタル
技術を活用した情報発
信への移行が求められ
る。

子育て家庭に対し、サ
イトやアプリを通し必
要な情報の発信を行
う。
また令和８年度の札幌
市公式ホームページリ
ニューアルに向けて、
今後の子育て情報サイ
トの方向性について、
利用者のニーズを考慮
しながら検討をを行
う。
アプリのリニューアル
（入れ替え）に向けた
検討についても引き続
き行う。

アプリダウンロード数（累計）：56,927
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出前講座の総括

18 5

職員が地域に出向き、市政情報の提
供と市民との直接対話を行う「出前
講座」の総括

0

幅広い年齢の市民に利用
されるよう、よりテーマ
を工夫するよう各局に働
きかける必要がある。

令和6年度は11分野199
テーマで実施予定。次年
度のテーマ集作成の段階
で各局に幅広い年齢の市
民に利用されるよう内容
を工夫するよう働きかけ
る。また、市民からの要
望があった場合には、必
要に応じてオンラインに
て開催するよう、各部局
に働きかける。

令和6年度は11分野200テーマで実施。実施回数は792回、参加人数は44,133人。
実施回数及び参加人数ともに前年度を上回った。新型コロナウイルス感染症流
行前の水準まで戻りつつある。

0

幅広い年齢の市民に利用さ
れるよう、よりテーマを工
夫するよう各局に働きかけ
る必要がある。

令和7年度は11分野204テーマで実施予定。次年度のテーマ集作成の段階で各
局に幅広い年齢の市民に利用されるよう内容を工夫するよう働きかける。ま
た、市民からの要望があった場合には、必要に応じてオンラインにて開催す
るよう、各部局に働きかける。

0

総）広報課

消費生活講座・
講師派遣講座

18 5

消費者被害の未然防止や、消費者意
識の高揚を図ることを目的として、
消費生活講座、講師派遣講座等の各
種講座を実施

72,533

より多くの市民に受講し
ていただけるよう、効果
的な周知方法を検討する
必要がある。

引き続き、消費者庁作成
の「消費者教育の体系イ
メージマップ」における
各項目を参考に、消費生
活講座等を実施してい
く。

消費者被害の未然防止や、消費者意識の高揚を図ることを目的として、次の２
種の講座を実施した。
【令和６年度実績】
◯消費生活講座
・実施講座数：10講座
・受講者数：延べ327人
◯講師派遣講座
・実施講座数：83講座
・受講者数：延べ3,233人

647

より多くの市民に受講して
いたくため、様々な団体や
学校で活用していただける
よう、効果的な周知方法を
検討する必要がある。

引き続き、消費者庁作成の「消費者教育の体系イメージマップ」における各
項目を参考に、消費生活講座等を実施していく。
【令和７年度実施予定】
・消費生活講座：10講座
・講師派遣講座：70講座

748

市）消費生活課

消費者被害防止
ネットワーク事
業

18 5

高齢及び障がい福祉機関、民生委
員、町内会等の依頼により、消費生
活推進員を派遣して、高齢者・障が
い者を悪質商法から守るためのミニ
講座を実施

8,694

市民の受講推進のため、
より身近な会場で講座を
開催する必要がある事か
ら、地区図書館や区民セ
ンターでの講座開催や、
オンライン講座を引き続
き実施する必要がある。

引き続き、より幅広い層
にミニ講座を受講しても
らえるよう、関係機関等
との連携を充実させ、消
費者教育の機会確保につ
なげていく。

高齢者・障がい者を悪質商法から守るため、地域活動団体等に対してミニ講座
を実施した。
【令和６年度実績】
・実施回数：40回
・受講者数：819人

11,660

より多くの市民に受講いた
だくため、効果的な周知方
法を検討する必要がある。

引き続き、より幅広い層にミニ講座を受講してもらえるよう、関係機関等と
の連携を充実させ、消費者教育の機会確保につなげていく。

12,000

市）消費生活課

文化財等に関す
る普及講演・出
前講座

18 7

文化財保護指導員が講師となり、地
域の歴史・文化や文化財等に関する
出前講座を実施（実施する地域や受
講者に応じてその都度内容を変更）

文化財保護指導
員が講師となり
札幌の文化財等
に関する出前講
座を実施し、市
民の希望に応じ
た学習機会を提
供した。
【平成29年度実
績】
・9回334名

2,254

市民の希望が全般的な札
幌の文化財から地域の歴
史まで幅広いことからき
め細やかな対応が必要と
なる。コロナ禍が落ち着
き、コンスタントに申込
があることが予想される
ことから、申込者のニー
ズに応えつつ、幅広く対
応できるよう効率的に進
めていかなければならな
い。

令和５年度同様、引き続
き、文化財保護指導員が
講師となり、札幌の文化
財等に関する出前講座等
を実施し、市民の希望に
応じた学習機会を提供し
ていく。

文化財保護指導員が講師となり、札幌の文化財等に関する出前講座等を実施
し、市民の希望に応じた学習機会を提供した。
【令和６年度実績】
・４件

3,369

前年度（７件）と比較して
も実施件数が減少した結果
となった。
より興味を引くような出前
講座の周知・広報を行うこ
とが必要である。

令和６年度に引き続き、文化財保護指導員が講師となり、札幌の文化財等に
関する出前講座等を実施し、市民の希望に応じた学習機会を提供していく。

3,524

市）文化財課

健康づくりサ
ポーター派遣事
業

18 4 6

地域における自主的な健康づくりを
推進するため、健康づくりに関する
指導経験を有する市民を「健康づく
りサポーター」として登録し、健康
づくりを行う自主活動グループや町
内会等の団体に派遣

健康づくりサ
ポーター派遣回
数
106回

2,295

コロナ禍で大幅に減少し
た派遣回数は回復傾向に
あるものの目標達成には
至らなかったため、事業
のPRを継続し、自主的な
健康づくりの活動を促進
していく必要がある。

健康づくりを行いたい団
体等に講師を派遣できる
よう事業の普及啓発や活
動支援を行っていく。

【令和６年度実施予定】
派遣回数：100回

・派遣回数：47回

380

コロナ禍をきっかけに自主
活動グループの活動が停
滞。また、リピーターの利
用回数に制限を設けるよう
事業のスキームを見直した
ため、実施回数が減少。新
規開拓のための取組が必要
である。

健康づくりを行いたい団体等に講師を派遣できるよう、事業の普及啓発や活
動支援を行っていく。
【令和７年度実施予定】
派遣回数：100回

857

保）ウェルネス推進課

札幌市食育ボラ
ンティア事業

18 5

食育が市民活動として広く展開され
るよう、食生活改善や地産地消など
の分野で活動いただく「札幌市食育
ボランティア」を公募し、登録・派
遣の実施

1,700

・食育ボランティアにつ
いては活動回数増加を目
指し、食育が広く展開さ
れるようにはたらきかけ
が必要。

オンラインでの開催等、
方法も検討しつつ随時実
施する。
市民へは、食育に係る活
動団体があること等を周
知し、活用いただく機会
を増やすことも検討して
いく。

・食育ボランティア登録数：33人、派遣数：7回
・食育学生ボランティア登録数：103人、派遣数：32回
・食生活改善推進員数：944人
・すこやか食育支援事業実施回数：50回、事業利用者数：857人

1,689

・食育ボランティア：登録
数及び活動数の減少。
・食育学生ボランティア：
登録数の減少。
・食生活改善推進員協議会
：会員の減少。
・すこやか食育支援事業：
実施回数の減少。

・食育ボランティア：登録数及び活動数の増加を目指して、市民へ食育に係
る活動団体があることを周知し、活用の機会を増やすよう働きかける。
・食育学生ボランティア：養成講座の周知や事業説明などを強化する。派遣
数は増加しているため、継続して実施する。
・食生活改善推進員協議会：再研修等を実施し、会員の定着に努める。
・すこやか食育支援事業：市内の介護予防センター全54カ所での実施を目指
す。

2,356

保）ウェルネス推進課

生涯学習セン
ターにおける学
習相談コーナー
の運営
（再掲:199）

18 18 14

学習相談コーナーを運営し、自らの
知識・経験を活かしたい市民が登録
する「ちえりあ市民講師バンク」講
師を地域へ派遣するコーディネート
等を実施

市民の多様な学
習ニーズに応
え、「ちえりあ
市民講師バン
ク」に登録して
いる講師や、
サークル活動の
内容を紹介する
など、市民の学
習活動に役立つ
情報を提供し
た。
【平成29年度実
績】
・学習相談件数
　12,389件
・市民講師バン
ク登録者数　191
名
・マッチング件
数　15件

生涯学習センターが学び
のコーディネーターとし
てより一層活用されるよ
う、学習相談機能や市民
講師バンクの存在につい
て市民周知に努めていく
とともに、併せて、より
効果的な広報手法を検討
していく必要がある。

引き続き、指定管理業務
として、市民の多様な学
習ニーズに応え、「ちえ
りあ市民講師バンク」に
登録している講師や、
サークル活動の内容を紹
介するなど、市民の学習
活動に役立つ情報を提供
する。

市民の多様な学習ニーズに応え、「ちえりあ市民講師バンク」に登録している
講師や、サークル活動の内容を紹介するなど、市民の学習活動に役立つ情報を
提供した。また、広報誌やSNS等でPRするなど、利用促進にも取り組んだ。

【令和６年度実績】
・学習相談件数　　14,196件
・市民講師バンク登録者数　　212名
・マッチング件数　　40件

（指定管理業
務の一部であ
るため抜出不

可）

生涯学習センターが学びの
コーディネーターとしてよ
り一層活用されるよう、学
習相談機能や市民講師バン
クの存在について市民周知
に努めていくとともに、併
せて、より効果的な広報手
法を検討していく必要があ
る。

引き続き、指定管理業務として、市民の多様な学習ニーズに応え、「ちえり
あ市民講師バンク」に登録している講師や、サークル活動の内容を紹介する
など、市民の学習活動に役立つ情報を提供する。

（指定管理
業務の一部
であるため
抜出不可）

教）生涯学習推進課

出前講座につい
ては、テーマご
との申し込み状
況やアンケート
結果などを踏ま
え、市民の関心
の高いテーマを
選定し、11分野
200のテーマで
765回実施。
34,516人が参加
した。

消費者被害の未
然防止や、消費
者意識の高揚を
図ることを目的
として、次の４
種の講座を実施
した。
【平成29年度実
績】
○消費生活講座
・実施講座数：
12講座
・受講者数：386
人
○講師派遣講座
・実施講座数：
53講座
・受講者数：
2,294人
○消費生活セミ
ナー
・実施講座数：3
講座
・受講者数：69
人
○体験テスト講
座
・実施講座数：
16講座
・受講者数：315
人

高齢者・障がい
者を悪質商法か
ら守るため、地
域活動団体等に
対して、ミニ講
座を実施した。
【平成29年度実
績】
○ミニ講座
・実施講座数：
61講座
・受講者数：
1,454人

・食育ボラン
ティア　登録数
：294人、派遣数
：6回
・食育学生ボラ
ンティア　登録
数：186人、派遣
数：12回
・食生活改善推
進員数：1,452人
・すこやか食育
支援事業　実施
回数：54回、事
業利用者数：
1,166人

→

→

→
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理費
356,783）
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さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:52、83、
156、176、182、
189、223）

19 10 19 13 15 22

まちづくりを担う人材などを育成す
るため、生涯学習センター等で学習
機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

ボランティア・
市民活動、まち
づくり等を促進
する「市民活動
系」、職業能力
の向上や産業育
成・活性化を促
進する「産業・
ビジネス系」、
生きがいづくり
につながる「文
化・教養系」の
３つの系を柱と
して幅広い分
野、レベルの講
座を実施した。
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
298講座
・受講者数：
5,223名

３次構想の重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、講座数よりも、各
講座の企画内容の質をさ
らに高めていくことが求
められる。

指定管理業務であること
から、引き続き、指定管
理者に事業を継続させ
る。特に、重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく。

【令和６年度実施予定】
・実施予定講座数：184講
座
・受講者数目標：3,000名

３次構想の重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を
念頭に置いて講座を企画・実施した。
なお、指定管理業務仕様書で定められている実施講座数を満たしたうえで、講
座数を増やすことよりも講座一つひとつの内容の質を高める方向にシフトして
いるため、コロナ禍前と比べて講座数は減少している。

【令和６年度実績】
・実施講座数：207講座
・受講者数：3,829名

10,343

３次構想の重点施策である
施策の展開10「まちの活力
を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、各講座の企画内容の
質をさらに高めていくこと
が求められる。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続させる。
特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和７年度実施予定】
・実施予定講座数：186講座
・受講者数目標：3300名

11,125

教）生涯学習推進課

地域学校協働活
動推進事業
（旧）サッポロ
サタデースクー
ル事業
（再掲:32、134
、162、169、224
） 19 8 19 11 12 22

子どもたちを対象に地域の力を生か
した多様な学びや体験の機会を提供
するとともに、活動を通じて地域と
学校の持続可能な連携・協働の体制
づくりを支援し、地域全体で子ども
を育てる環境を醸成

30の小中学校
（小23、中7）
で、地域の多様
な経験や技能を
持つ人材・企業
等の豊かな社会
資源を活用した
プログラムを228
回実施し、延べ
12,763人の児童
生徒が参加し
た。

7,007

コミュニティ・スクール
の導入に合わせて、本事
業の全市的な展開を目指
し、実施校の更なる拡大
が必要。研修等の機会を
通じて事業の活用につい
て普及啓発を図る必要が
ある。

引き続き子どもたちを対
象に多様な学びや体験の
機会を提供するととも
に、活動の中核を担う
コーディネーターとして
地域学校協働活動推進員
の配置を進めるなど、地
域と学校の持続可能な連
携・協働の体制づくりを
支援する。

　48校44地域学校協働本部にて子どもたちに学びや体験の機会等を提供し、子
どもの年間延べ参加者数が47,000人を超えるなど、平成26年度の事業発足以
降、過去最大の実施校数及び参加者数となった。また、本年度より、学校と地
域のコーディネート機能強化や教職員の負担軽減を目的に、実施校の内10校を
モデルとし、従来の地域コーディネーターから地域学校協働活動推進員への切
替を実施（小７校、中３校）。地域と学校の連携・協働の体制づくりを支援し
た。

12,331

　コミュニティ・スクール
の導入に合わせて、本事業
の全市的な展開を目指し、
実施校を更に拡大するた
め、研修等の機会を通じて
事業の活用について普及啓
発を図る必要がある。ま
た、推進員間のノウハウや
取組事例を共有することに
より、推進員の育成及び持
続可能な体制づくりを進め
る必要がある。

　引き続き子どもたちを対象に多様な学びや体験の機会を提供するととも
に、従来の地域コーディネーターを地域学校協働活動推進員へ切り替え、配
置拡大を進めることにより、地域と学校の連携・協働の体制づくりを支援し
ていく。また、推進員やコーディネーターを対象に情報交流会を実施し、
各々の経験や活動事例の共有、横のつながりの形成に向けた支援を行うこと
で、持続可能な体制づくりを進めていく。

30,555

教）生涯学習推進課

中央図書館運営

20

札幌市の図書館施設の中心となる中
央図書館における事業の運営及び施
設の維持管理を行い、図書資料の貸
出をはじめ資料の収集・保存・参考
調査などを行うとともに、道内外の
公共図書館・大学図書館等との間の
資料の相互協力を積極的に実施

図書資料の充
実、図書貸出・
予約・返却、資
料レファレン
ス、インター
ネットによる蔵
書検索及び貸出
予約などによる
幅広い市民への
図書館サービス
の提供を行っ
た。
【平成29年度実
績】
・来館者数　
187,927人（大通
カウンターを除
く）
・蔵書冊数　
868,520冊

405,019

「身近な学びの施設」
「知の拠点」として、市
民が生活や活動、学習に
役立つ情報を容易に的確
に得ることができるよ
う、図書館サービスの一
層の充実が必要である。
そのためにも、図書施設
を安心・安全かつ快適な
状態に維持すること、創
意工夫をして、図書館
サービスを提供し続ける
必要がある。

中央図書館における事業
の運営及び施設の維持管
理を行う。また、図書資
料の充実、図書貸出・予
約・返却、資料レファレ
ンス、インターネットに
よる蔵書検索及び貸出予
約などによる幅広い市民
への図書館サービスの提
供を継続的に行う。

中央図書館における事業の運営及び施設の維持管理を行った。また、図書資料
の充実、図書貸出・予約・返却、資料レファレンス、インターネットによる蔵
書検索及び貸出予約などによる幅広い市民への図書館サービスの提供を行っ
た。
【令和６年度実績】
・来館者数：447,516人（大通カウンターを除く）
・貸出冊数：1,012,704冊
・蔵書冊数：922,397冊

488,532

「身近な学びの施設」「知
の拠点」として、市民が生
活や活動、学習に役立つ情
報を容易に的確に得ること
ができるよう、図書館サー
ビスの一層の充実が必要で
ある。そのためにも、図書
施設を安心・安全かつ快適
な状態に維持し、創意工夫
をして、図書館サービスを
提供し続ける必要がある。

中央図書館における事業の運営及び施設の維持管理を行う。また、図書資料
の充実、図書貸出・予約・返却、資料レファレンス、インターネットによる
蔵書検索及び貸出予約などによる幅広い市民への図書館サービスの提供を継
続的に行う。

747,525

教）運営企画課

地区図書館運営

20 8 18

新琴似図書館（北区）、元町図書館
（東区）、東札幌図書館（白石
区）、厚別図書館（厚別区）、西岡
図書館（豊平区）、清田図書館（清
田区）、澄川図書館（南区）、山の
手図書館（西区）、曙図書館（手稲
区）における図書館事業の運営及び
施設の管理

図書資料の充
実、図書貸出・
予約・返却、資
料レファレン
ス、普及事業な
どによる幅広い
市民への図書館
サービスの提供
を行った。
【平成29年度実
績】
・来館者数　
1,402,891人
・貸出冊数　
2,320,136冊

263,305

「身近な学びの施設」
「知の拠点」として、市
民が生活や活動、学習に
役立つ情報を容易に的確
に得ることができるよ
う、図書館サービスの一
層の充実が必要である。
そのためにも、図書施設
を安心・安全かつ快適な
状態に維持すること、創
意工夫をして、図書館
サービスを提供し続ける
必要がある。

地区図書館における事業
の運営及び施設の維持管
理を行う。また、図書資
料の充実、図書貸出・予
約・返却、資料レファレ
ンス、インターネットに
よる蔵書検索及び貸出予
約などによる幅広い市民
への図書館サービスの提
供を行う。

地区図書館における事業の運営及び施設の維持管理を行った。また、図書資料
の充実、図書貸出・予約・返却、資料レファレンス、インターネットによる蔵
書検索及び貸出予約などによる幅広い市民への図書館サービスの提供を行っ
た。
【令和６年度実績】
・来館者数：1,127,316人
・貸出冊数：1,852,374冊
・蔵書冊数：740,470冊

332,357

「身近な学びの施設」「知
の拠点」として、市民が生
活や活動、学習に役立つ情
報を容易に的確に得ること
ができるよう、図書館サー
ビスの一層の充実が必要で
ある。そのためにも、図書
施設を安心・安全かつ快適
な状態に維持し、創意工夫
をして、図書館サービスを
提供し続ける必要がある。

地区図書館における事業の運営及び施設の維持管理を行う。また、図書資料
の充実、図書貸出・予約・返却、資料レファレンス、インターネットによる
蔵書検索及び貸出予約などによる幅広い市民への図書館サービスの提供を継
続的に行う。

356,918

教）運営企画課

図書室・図書
コーナー等運営

20

区民センター、篠路コミュニティセ
ンター、地区センター等に併設され
る図書室及び里塚・美しが丘地区セ
ンター図書カウンターの図書室事業
の運営、並びに月寒公民館・定山渓
まちづくりセンター・もみじ台管理
センター・身体障害者福祉センター
に設置している図書コーナーの事業
運営。

＜オンラインで
結ばれた図書室
等＞
・蔵書冊数　
976,776冊（全体
の36.4％）
・貸出冊数　
2,723,132冊（全
体の45.7％）
・予約冊数　
147,921冊（全体
の49.4％）
＜図書コーナー
＞
・貸出冊数　
30,004冊（全体
の0.5％）
・登録者数　
52,579人（全体
の12.5％）
※平成29年度実
績統計

19,725

地域の身近な学びの場と
し
て、引き続き蔵書の充実
と
サービスの向上に努め
る。

・指定管理者等により事
業を継続。

区民センターや地区センターなどに併設されている図書室・図書コーナーを運
営した。
【令和６年度実績】
・貸出冊数：2,172,626冊
・蔵書冊数：972,602冊

15,637

地域の身近な学びの場とし
て、引き続き蔵書の充実と
サービスの向上に努める。

・指定管理者等により事業を継続。

15,767

教）利用サービス課

中央図書館大通
カウンター運営

20

図書資料の利用にあたって、都心部
におけるサービスアップを図るた
め、地下鉄大通駅大通交流拠点に貸
出・返却カウンターを設置

・貸出冊数　
304,206冊（全体
の5.1％）…地区
図書館の貸出冊
数257,793冊（９
館平均）を上回
る
・予約冊数　
28,482冊（全体
の9.5％）…地区
図書館の予約冊
数9,983冊（９館
平均）の2.9倍

12,650

利便性の高い場所で図書
の貸出・返却に特化して
サービスを提供するカウ
ンターとして、多様な学
びの機会の提供に寄与し
ており、今後も一層の
サービスの向上に努め
る。

・業務委託により事業を
継続

【令和６年度実績】
・貸出冊数：250,910冊
・開館日数：359日

13,533

利便性の高い場所で図書の
貸出・返却に特化してサー
ビスを提供するカウンター
として、多様な学びの機会
の提供に寄与しており、今
後も一層のサービスの向上
に努める。

・業務委託により事業を継続

19,198

教）利用サービス課

16,855 ↓ 〇
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こども本の森札
幌・北大開設準
備（再掲42、
226）

「こども本の森札幌・北大」の運営
に参画する。

中央図書館セン
ター機能整備事
業

20

センター館としての機能を充実さ
せ、市民の読書活動や学習活動を支
援するため、中央図書館の図書資料
及び視聴覚資料の整備を実施

図書8,979冊を購
入。
中央図書館の図
書資料及び視聴
覚資料の整備を
行っているが、
政令指定都市の
平均である市民
一人当たり0.66
冊には、届いて
いない（札幌市
：0.45冊、日本
の図書館2017よ
り）。

24,242

生涯学習と情報の拠点と
なるべくセンター館とし
て、より一層の蔵書の充
実に努める。

・直営にて事業を継続。
・引き続き資料の充実を
図る。

図書及び視聴覚資料を購入（予算執行率：94.5％）

15,127

生涯学習と情報の拠点とな
るべくセンター館として、
より一層の蔵書の充実に努
める。

・直営にて事業を継続。
・引き続き資料の充実を図る。

16,000

教）利用サービス課

読書チャレン
ジ・図書資源
ネットワーク事
業
（１）ブック
さぁくる事業
（２）さっぽろ
本の再活用パー
トナーシップ事
業

20 2

（１）のべ90
校、2,222冊の利
用があった。

（２）改修工事
のため、受け入
れ、提供ともに
停止した。工事
前までで3236冊
を提供。

2,154

（１）ブックさぁくる事
業から学校向け団体貸出
に移行し、配送がなく
なったことや予約上限数
が減ったことで不便に
なった面がある。

（１）学校向け団体貸出
として継続
（２）これまでどおり継
続

（１）ブックさぁくる事業は令和元年度に廃止となったが、学校における図書
館資料利用の利便性が著しく低下するのを防ぐために、令和６年度も学校向け
団体貸出を継続して実施した。
（２）「さっぽろ読書・図書館プラン20222」の施策１「文字・活字文化に親し
む基盤の整備」の一環として、前年度に引き続き図書再活用ネットワークセン
ターを通じて、図書館に寄贈されたが所蔵に至らなかった図書を再活用図書と
して提供した。

【令和６年度実績】
（１）小学校8校、中学校55校、義務教育学校1校に計5,325冊を貸出
（２）約9,500冊を再活用

―

（１）ブックさぁくる事業
から学校向け団体貸出への
移行に伴い、配送サービス
の廃止や予約上限数が減少
したため、サービス向上が
求められる。
（２）安定して事業を継続
するために、引き続き寄贈
図書を有効に再活用できる
体制を維持する必要があ
る。

（１）定期的に学校向けに情報提供しつつ、利便性と持続可能性の双方を満
たせるよう、学校向け団体貸出として事業を継続する。
（２）引き続き市民から図書の寄贈を募り、図書館で受入れなかった図書を
必要な場所で再活用できるよう事業を継続する。

-

教）利用サービス課

図書館の「知の
拠点化」推進

20 22

市民の情報活用能力の向上を目的
に、電子書籍や情報検索に関する普
及事業を拡大し、学校等との連携に
より、図書館の専門的知識を活用し
た読書活動の支援方法を検討し、学
校や地域に向けたより実効性のある
図書館普及事業を推進

3,296

引き続き図書館職員の専
門研修は、集合と配信の2
本立てて実施するなど、
地域と関わりの深い区
民・地区センター図書室
や学校司書等の参加を促
し、市民向けの普及事業
の充実を図る必要があ
る。

スキルアップ研修2回実施
予定
サービスアップ研修1回実
施予定
児童サービス研修1回実施
予定
えほん図書館読み聞かせ
職員研修1回実施予定　
データベース研修1回実施
予定
市民向け情報探索関係イ
ベント1回実施予定

スキルアップ研修2回（①会場74名＋動画視聴98名・②会場69名＋動画視聴87
名）
えほん図書館読み聞かせ職員研修1回（会場11名）
児童サービス研修1回（会場62名）
サービスアップ研修1回（会場86名）
市民向け講座「今こそ知りたい！法テラスってどんなところ?」（95名）
市民向け個別相談会「商用データベースの使い方、教えます。」（6名）

1,547

引き続き図書館職員の専門
研修は、集合と配信の2本
立てで実施するなど、地域
と関わりの深い区民・地区
センター図書室や学校司書
等の参加を促すとともに、
市民向けの情報探索に係る
普及事業の更なる充実が必
要である。

専門研修３回実施予定
えほん図書館読み聞かせ職員研修1回実施予定　
データベース研修1回実施予定
市民向け情報探索関係イベント1回実施予定

1,551

教）利用サービス課

図書・情報館の
建設・運営
（再掲:222）

20 20

（１）市民が抱える仕事やくらしの
課題（就職、創業、健康など）の解
決を資料・情報面から支援
（２）札幌の魅力をデジタルコンテ
ンツ等により発信し、都心の賑わ
い・活力維持に寄与
（３）利用者の調べものや交流を促
進する空間を創出

計画に従い、建
設事業のほか、
図書館システム
の増設、デジタ
ルコンテンツ作
成、資料購入を
行い、施設の目
的を発揮できる
ように準備を
行った。

831,933

「身近な学びの施設」
「知の拠点」として、市
民が生活や活動、学習に
役立つ情報を容易に的確
に得ることができるよ
う、また都心の図書館と
しての特性を生かした図
書館サービスの充実が必
要である。
また、開館５年を経過し
たことから、時代の変化
や利用実態に合わせて提
供するサービスの拡充や
見直しをする必要があ
る。

1）活動の場の１つである
予約席は、座席種別ごと
の性質や利用実態に合わ
せた運用の見直しを図
る。
2）交流空間としての場の
醸成のため、セミナー等
の開催などを含めた、サ
ロンの利活用を促進す
る。
3）相談窓口、及びデータ
ベースサービスの利用促
進のため、広報の拡充と
関係機関との連携を図
る。
4）経済部局や団体などと
の連携を深め、行事や展
示を行う。
5）ホームページ、SNSや
広報誌にて、各種サービ
スのPRや活用事例の紹介
といった広報の拡充を行
う。
6）選書やテーマ別配架と
いったノウハウの承継を
滞りなく行うことで、質
の維持向上を目指す。ま
た、外部研修の講師など
に派遣することで企画人
材の育成を行う。

1）利用実態に合わせて適宜配席ロジックの変更を行った。座席の稼働率はワー
キング席 72％(前年差+4.6pt)、リーディング席58％(同+8.3pt)、グループ席31
％(同+3.9pt)、ミーティングルーム 14％(同+4.7pt)、データベースの閲覧席８
％(同+1.1pt)と前年を超えた。特にミーティングルームについては、予約開始
日等の運用ルールを変更することで、変更前後で稼働率が1.5倍になった。
2）サロンの利活用として、セミナー開催数31回（前年差＋１回）、参加人数延
べ1,956人（前年比111.1%）。また、庁内関係部局との連携事業を推進するため
会場協力の運用を開始した。庁内連携イベント開催数は９件。
3）相談窓口開設件数114回（▲22回）、相談件数116件（前年差▲11件）。デー
タベース利用件数は、5,414件（前年比136.1%）。データベース利用促進策とし
て、マーケティングセミナーを２回開催（令和７年度は定例開催予定）。
4）NoMaps、さっぽろ産業振興財団との連携企画を合計５件実施。
5）webメディア、雑誌、DVD教材合計４媒体での特集記事の取り上げがあった。
SNSのフォロワー数2,300人。
6）提案性の高い配架を維持するため、適正蔵書数である40,000冊に対して約
4,000冊超過しているため、３年計画で40,000冊にするため、除籍計画を策定し
令和６年度分は予定通り完了した。また、外部研修等５案件で講師の派遣を
行った。

190,082

1）レファレンスについては、サービス検討チームを発足させ利用促進策を
検討する。また無料相談窓口及びデータベースはミニセミナーやレクチャー
会を定期開催する。合わせてレファレンスサービスと共通して広報の拡充を
図ることで利用促進を図る。
2）座席種別ごとの性質や利用実態に合わせた運用改善を適宜行う。
3）交流空間としての場の醸成のため、庁内の各部局をはじめ、市民交流プ
ラザ内やNoMapsなどの団体と連携施策を行いサロンの利活用を促進する。
4）経済部局や団体などとの連携を深める。また、さっぽろウェルネスプロ
ジェクトをはじめとした庁内の各部局とも積極的に連携を図る。
5）引き続きノウハウの承継を滞りなく行う。また、外部研修の講師などに
派遣することで企画人材の育成を行い、質の維持向上を目指す。
6）基金運用、図書購入、修繕及びシステム構成などの中長期計画を策定す
る。

151,747

教）調整担当課

「図書館との連
携を核とした新
たな生涯学習推
進体制の方針」
の推進

20

札幌市生涯学習センターと、生涯学
習の「知の拠点」である図書館との
連携を核とした、生涯学習の全市展
開を推進するための体制構築にかか
る本方針を元に、関係施設間の連
携・取組を推進し、身近な地域で学
びを深められる環境を充実させる。

- - －

図書館の学びの拠点としての機能を高め、身近な地域における学びを推進し
ていくため、引き続き、図書館と連携した講座を実施していくとともに、持
続可能な取組とするため、連携を密にしながら企画を進めていく。

－

教）生涯学習推進課

20 2 22

子どもの自主的な読書活動の推進と
未来を担う人材の育成のため、建築
家の安藤忠雄氏が北海道大学に建
築・寄附する子ども向け図書施設

（R6新規） （R6新
規）

開設に向けて、運営の方
向性を定める基本方針の
策定や、寄附金募集、施
設の周知のための広報活
動を実施する。

・運営に関する方向性を定めるための「（仮称）こども本の森」基本方針を、
パブリックコメント・キッズコメントによる意見募集を踏まえて、令和７年２
月に策定した。基本方針では、この施設を読書離れが進む小・中学生に対して
読書に対する興味・関心を引き出す取組を行う、新たな市立図書館として設置
することや、北海道大学の構内に立地するという独自性を活かした取組などに
ついてまとめている。
・令和６年12月から、ふるさと納税等を活用した寄附金の募集を開始した。募
集した寄附金は施設の運営経費などに活用する。

11,255

策定した基本方針をもと
に、施設の設置目的である
子どもの自主的な読書活動
推進のための取組を検討
し、実施する必要がある。

開館に向けて、令和８年度から施設を運営する指定管理者を選定する他、子
どもの読書への興味・関心を引き出す本の選書や、蔵書として活用する寄贈
本の募集、クラウドファンディング等も活用した寄附金の募集を行う。

33,000

教）事業推進担当課

（１）児童生徒が必要なときに必要
な図書が手に入る環境作り
（２）家庭や地域などに眠っている
図書が必要なところで再活用される
環境を整備するため、公立図書館の
インターネット予約システムを活用
し物流システムを整備するととも
に、全国唯一の「図書再活用ネット
ワークセンター」を使い、中古・寄
贈図書のネットワーク拠点とするた
め、公立図書館にも図書の受入窓口
を拡大

大規模改修によ
り中央図書館が
利用できず情報
検索に関する普
及事業は実施で
きなかったが、
図書館職員の専
門研修実施の際
に地域とかかわ
りの深い区民・
地区センター図
書室の参加を呼
びかけより実効
性の高い図書館
活動を推進し
た。研修4回参加
のベ人数：60人

1）基幹サービスであるレ
ファレンス件数が来館者数
の伸びに比べて少ない。ま
た無料相談窓口及びデータ
ベースサービスの利用促進
を図る必要がある。
2）各種予約席の提供にお
いて、座席種別による稼働
率に差異がある。また、利
用状況に応じた運用改善を
模索し、さらなる有効活用
を図る必要がある。
3）ビジネスパーソンの打
合せや交流の活用は増加傾
向にあるが、より利用を促
す必要がある。
4）札幌市経済観光局をは
じめとした市役所内部の関
係局区や外部の各種専門機
関と連携を深め、取組みを
さらに進める必要がある。
5）選書やテーマ別配架と
いった館特有のノウハウの
承継は滞りなく行われてい
るが、さらなる質の維持向
上のため、企画人材の育成
を継続的に行う必要があ
る。
6）開館から７年を経過
し、利用状況はもとより将
来の市況環境に合った効率
的な運営が求められる

→
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講座テーマの充実を図
るとともに、図書館と
連携して講座を実施す
ることの利点を生か
し、連携内容をより一
層深めるよう取り組ん
でいく必要がある。ま
た、１講座あたりの受
講者数を増やしていく
ため、講座の内容や広
報の手法を検討する必
要がある。

図書館の学びの拠点と
しての機能を高め、身
近な地域における学び
を推進していくため、
引き続き、図書館と連
携した講座を実施して
いくとともに、持続可
能な取組とするため、
連携を密にしながら企
画を進めていく。

市民が身近な地域で学びを深められるよう、生涯学習センターが、地域
における事業展開として、生涯学習の知の拠点である図書館と連携した
講座を開催。図書館を会場として12講座開催した。

【令和６年度実績】
・中央図書館　　１講座
・新琴似図書館　２講座
・元町図書館　　２講座
・東札幌図書館　２講座
・厚別図書館　　２講座
・山の手図書館　２講座
・曙図書館　　　１講座

講座テーマの充実を図る
とともに、図書館と連携
して講座を実施すること
の利点を生かし、連携内
容をより一層深めるよう
取り組んでいく必要があ
る。また、１講座あたり
の受講者数を増やしてい
くため、講座の内容や広
報の手法を検討する必要
がある。

↑ 〇
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小中学生を対象とした「日曜実験
室」や、中高校生の科学部等の活動
を支援する「中高生による科学教
室」、夏・冬休み期間中に特定の
テーマを取り上げて開催する特別企
画展などの各種事業も実施

221

222

223

224

青少年科学館運
営

21 2 11 22

青少年の科学に対する関心を高め、
科学する心を培い、創造性豊かな青
少年の育成を目的に、約200点の展
示物やプラネタリウムを備えた青少
年科学館を運営

379,623

科学館の休館にともない
新たなアウトリーチ事業
を展開するなど、オンラ
イン等も活用した事業展
開を行っていたが、今年
度から科学館が再開館し
た後も、アウトリーチ事
業等の継続を行う。

・展示室とプラネタリウ
ムの観覧
・日曜実験室
・サイエンジャー科学教
室
・特別企画展（夏）
・特別企画展（冬）
・環境科学展
・中高生のサイエンス広
場

R4.8.22より休館の後、R6.4月にリニューアルオープン。
R6年度の来館者数は過去最多となった。

【令和6年度実績】
・来館者数：594,748人
（展示室：409,306人 プラネタリウム：185,442人）
・日曜実験室：1,665人
・サイエンジャー科学教室：240人
・特別企画展（夏）：82,907人
・特別企画展（冬）：14,825人
・環境科学展：1,372人
・中高生のサイエンス広場：1,456人

354,811

令和７年度以降はリニュー
アル効果が薄れることが予
想されることから、自主事
業や他企業との連携、イベ
ントの開催を行い、新たな
来館者の獲得を目指す。

・展示室とプラネタリウムの観覧
・日曜実験室
・サイエンジャー科学教室
・特別企画展（夏）
・特別企画展（冬）
・環境科学展
・中高生のサイエンス広場

376,523

教）生涯学習推進課

オリンピック・
パラリンピック
教育推進事業
（再掲:106）

21 2 16

「スポーツを通じて心身を鍛え、人
種・民族、国の違いを超えて友好を
深め、平和な世界を築く」というオ
リンピズムの理念を踏まえ、スポー
ツを通じて子どもの知・徳・体をバ
ランスよく育むための取組を推進

9,375

３次構想を踏まえ、札幌
の特性を生かし、スポー
ツを通じて心身を鍛え、
人種・民族、国の違いを
超えて友好を深めという
オリンピズムの理念を育
む教育に一層努める必要
がある。

事業を継続するととも
に、オリンピックミュー
ジアムを活用した授業を
一層充実させることで、
冬季オリンピック大会を
開催した札幌市の歴史と
伝統を踏まえた学習を通
して、「ふるさと札幌」
を愛する心の育成する事
業実施を図っていく。
【令和７年度実施予定】
・実施校数：103校
・体験児童生徒数：8,500
名程度

番号106と同内容

番号106と同内
容

３次構想を踏まえ、札幌の
特性を生かし、スポーツを
通じて心身を鍛え、人種・
民族、国の違いを超えて友
好を深めというオリンピズ
ムの理念を育む教育に一層
努める必要がある。

事業を継続するとともに、オリンピックミュージアムを活用した授業を一層
充実させることで、冬季オリンピック大会を開催した札幌市の歴史と伝統を
踏まえた学習を通して、「ふるさと札幌」を愛する心の育成する事業実施を
図っていく。
【令和７年度実施予定】
・実施校数：103校
・体験児童生徒数：8,500名程度

番号106と
同内容

教）教育課程担当課

ス）スポーツ都市推進課

図書・情報館の
建設・運営
（再掲:217）

21 20

（１）市民が抱える仕事やくらしの
課題（就職、創業、健康など）の解
決を資料・情報面から支援
（２）札幌の魅力をデジタルコンテ
ンツ等により発信し、都心の賑わ
い・活力維持に寄与
（３）利用者の調べものや交流を促
進する空間を創出

計画に従い、建
設事業のほか、
図書館システム
の増設、デジタ
ルコンテンツ作
成、資料購入を
行い、施設の目
的を発揮できる
ように準備を
行った。

831,933

「身近な学びの施設」
「知の拠点」として、市
民が生活や活動、学習に
役立つ情報を容易に的確
に得ることができるよ
う、また都心の図書館と
しての特性を生かした図
書館サービスの充実が必
要である。
また、開館５年を経過し
たことから、時代の変化
や利用実態に合わせて提
供するサービスの拡充や
見直しをする必要があ
る。

1）活動の場の１つである
予約席は、座席種別ごと
の性質や利用実態に合わ
せた運用の見直しを図
る。
2）交流空間としての場の
醸成のため、セミナー等
の開催などを含めた、サ
ロンの利活用を促進す
る。
3）相談窓口、及びデータ
ベースサービスの利用促
進のため、広報の拡充と
関係機関との連携を図
る。
4）経済部局や団体などと
の連携を深め、行事や展
示を行う。
5）ホームページ、SNSや
広報誌にて、各種サービ
スのPRや活用事例の紹介
といった広報の拡充を行
う。
6）選書やテーマ別配架と
いったノウハウの承継を
滞りなく行うことで、質
の維持向上を目指す。ま
た、外部研修の講師など
に派遣することで企画人
材の育成を行う。

1）利用実態に合わせて適宜配席ロジックの変更を行った。座席の稼働率はワー
キング席 72％(前年差+4.6pt)、リーディング席58％(同+8.3pt)、グループ席31
％(同+3.9pt)、ミーティングルーム 14％(同+4.7pt)、データベースの閲覧席８
％(同+1.1pt)と前年を超えた。特にミーティングルームについては、予約開始
日等の運用ルールを変更することで、変更前後で稼働率が1.5倍になった。
2）サロンの利活用として、セミナー開催数31回（前年差＋１回）、参加人数延
べ1,956人（前年比111.1%）。また、庁内関係部局との連携事業を推進するため
会場協力の運用を開始した。庁内連携イベント開催数は９件。
3）相談窓口開設件数114回（▲22回）、相談件数116件（前年差▲11件）。デー
タベース利用件数は、5,414件（前年比136.1%）。データベース利用促進策とし
て、マーケティングセミナーを２回開催（令和７年度は定例開催予定）。
4）NoMaps、さっぽろ産業振興財団との連携企画を合計５件実施。
5）webメディア、雑誌、DVD教材合計４媒体での特集記事の取り上げがあった。
SNSのフォロワー数2,300人。
6）提案性の高い配架を維持するため、適正蔵書数である40,000冊に対して約
4,000冊超過しているため、３年計画で40,000冊にするため、除籍計画を策定し
令和６年度分は予定通り完了した。また、外部研修等５案件で講師の派遣を
行った。

190,082

1）レファレンスについては、サービス検討チームを発足させ利用促進策を
検討する。また無料相談窓口及びデータベースはミニセミナーやレクチャー
会を定期開催する。合わせてレファレンスサービスと共通して広報の拡充を
図ることで利用促進を図る。
2）座席種別ごとの性質や利用実態に合わせた運用改善を適宜行う。
3）交流空間としての場の醸成のため、庁内の各部局をはじめ、市民交流プ
ラザ内やNoMapsなどの団体と連携施策を行いサロンの利活用を促進する。
4）経済部局や団体などとの連携を深める。また、さっぽろウェルネスプロ
ジェクトをはじめとした庁内の各部局とも積極的に連携を図る。
5）引き続きノウハウの承継を滞りなく行う。また、外部研修の講師などに
派遣することで企画人材の育成を行い、質の維持向上を目指す。
6）基金運用、図書購入、修繕及びシステム構成などの中長期計画を策定す
る。

151,747

教）調整担当課

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:52、83、
156、176、182、
189、208）

22 10 19 13 15 22

まちづくりを担う人材などを育成す
るため、生涯学習センター等で学習
機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

ボランティア・
市民活動、まち
づくり等を促進
する「市民活動
系」、職業能力
の向上や産業育
成・活性化を促
進する「産業・
ビジネス系」、
生きがいづくり
につながる「文
化・教養系」の
３つの系を柱と
して幅広い分
野、レベルの講
座を実施した。
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
298講座
・受講者数：
5,223名

３次構想の重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、講座数よりも、各
講座の企画内容の質をさ
らに高めていくことが求
められる。

指定管理業務であること
から、引き続き、指定管
理者に事業を継続させ
る。特に、重点施策であ
る施策の展開10「まちの
活力を高める学びの推
進」、施策の展開20「身
近な地域で学びを深めら
れる環境の整備」を念頭
に置いた事業展開を進め
ていく。

【令和６年度実施予定】
・実施予定講座数：184講
座
・受講者数目標：3,000名

３次構想の重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を
念頭に置いて講座を企画・実施した。
なお、指定管理業務仕様書で定められている実施講座数を満たしたうえで、講
座数を増やすことよりも講座一つひとつの内容の質を高める方向にシフトして
いるため、コロナ禍前と比べて講座数は減少している。

【令和６年度実績】
・実施講座数：207講座
・受講者数：3,829名

10,343

３次構想の重点施策である
施策の展開10「まちの活力
を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進め
ていく必要がある。
また、各講座の企画内容の
質をさらに高めていくこと
が求められる。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続させる。
特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学びの推進」を念
頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和７年度実施予定】
・実施予定講座数：186講座
・受講者数目標：3300名

11,125

教）生涯学習推進課

地域学校協働活
動推進事業
（旧）サッポロ
サタデースクー
ル事業
（再掲:32、134
、162、169、209
）

22 8 19 11 12 22

子どもたちを対象に地域の力を生か
した多様な学びや体験の機会を提供
するとともに、活動を通じて地域と
学校の持続可能な連携・協働の体制
づくりを支援し、地域全体で子ども
を育てる環境を醸成

30の小中学校
（小23、中7）
で、地域の多様
な経験や技能を
持つ人材・企業
等の豊かな社会
資源を活用した
プログラムを228
回実施し、延べ
12,763人の児童
生徒が参加し
た。

7,007

コミュニティ・スクール
の導入に合わせて、本事
業の全市的な展開を目指
し、実施校の更なる拡大
が必要。研修等の機会を
通じて事業の活用につい
て普及啓発を図る必要が
ある。

引き続き子どもたちを対
象に多様な学びや体験の
機会を提供するととも
に、活動の中核を担う
コーディネーターとして
地域学校協働活動推進員
の配置を進めるなど、地
域と学校の持続可能な連
携・協働の体制づくりを
支援する。

　48校44地域学校協働本部にて子どもたちに学びや体験の機会等を提供し、子
どもの年間延べ参加者数が47,000人を超えるなど、平成26年度の事業発足以
降、過去最大の実施校数及び参加者数となった。また、本年度より、学校と地
域のコーディネート機能強化や教職員の負担軽減を目的に、実施校の内10校を
モデルとし、従来の地域コーディネーターから地域学校協働活動推進員への切
替を実施（小７校、中３校）。地域と学校の連携・協働の体制づくりを支援し
た。 12,331

　コミュニティ・スクール
の導入に合わせて、本事業
の全市的な展開を目指し、
実施校を更に拡大するた
め、研修等の機会を通じて
事業の活用について普及啓
発を図る必要がある。ま
た、推進員間のノウハウや
取組事例を共有することに
より、推進員の育成及び持
続可能な体制づくりを進め
る必要がある。

　引き続き子どもたちを対象に多様な学びや体験の機会を提供するととも
に、従来の地域コーディネーターを地域学校協働活動推進員へ切り替え、配
置拡大を進めることにより、地域と学校の連携・協働の体制づくりを支援し
ていく。また、推進員やコーディネーターを対象に情報交流会を実施し、
各々の経験や活動事例の共有、横のつながりの形成に向けた支援を行うこと
で、持続可能な体制づくりを進めていく。

30,555

教）生涯学習推進課

【平成29年度実
績】
・来館者数：
352,425人
（展示室：
234,725人 プラ
ネタリウム：
117,700人）
・日曜実験室：
689人
・中高生による
科学教室：59人
・特別企画展
（夏）：43,063
人
・特別企画展
（冬）：21,517
人

オリンピック・
パラリンピック
に関する知識、
選手の体験・エ
ピソード、大会
を支える仕組み
等についての学
習を通して、ス
ポーツの意義や
価値等に触れる
機会の充実を図
ることを目的と
して、オリンピ
アン・パラリン
ピアン等の講
話、オリンピッ
ク・パラリン
ピック種目の体
験、オリンピッ
クミュージアム
を活用した学習
を実施した。
【平成29年度実
績】
・実施校数：60
校
・体験児童生徒
数：6,698名

1）基幹サービスであるレ
ファレンス件数が来館者数
の伸びに比べて少ない。ま
た無料相談窓口及びデータ
ベースサービスの利用促進
を図る必要がある。
2）各種予約席の提供にお
いて、座席種別による稼働
率に差異がある。また、利
用状況に応じた運用改善を
模索し、さらなる有効活用
を図る必要がある。
3）ビジネスパーソンの打
合せや交流の活用は増加傾
向にあるが、より利用を促
す必要がある。
4）札幌市経済観光局をは
じめとした市役所内部の関
係局区や外部の各種専門機
関と連携を深め、取組みを
さらに進める必要がある。
5）選書やテーマ別配架と
いった館特有のノウハウの
承継は滞りなく行われてい
るが、さらなる質の維持向
上のため、企画人材の育成
を継続的に行う必要があ
る。
6）開館から７年を経過
し、利用状況はもとより将
来の市況環境に合った効率

↑

→

―

↓ 〇

↑

〇

〇

〇

〇

16,855



225

226

こども本の森札
幌・北大開設準
備（再掲42、
219）

「こども本の森札幌・北大」の運営
に参画する。

ご近所先生企画
講座
（再掲:163、183
）

22 14 22

地域における学習機会の提供を目指
し、市民が講座を企画・運営する
「ご近所先生企画講座」を市民カ
レッジの一環として実施

（市民カ
レッジに
含まれる
ため抜出
不可）

３次構想を踏まえ、学び
を通じたコミュニティ作
りや、学びの成果を地域
課題解決に生かす取り組
みを一層推進していく必
要がある。

指定管理業務として引き
続き、学んだ成果を生か
して活躍したい市民を広
く講師として募集し、研
修プログラム等を提供す
るとともに、生涯学習セ
ンターをはじめ、市内の
各地域で「ご近所先生企
画講座」を実施する。

学んだ成果を生かして活躍することを望む市民を広く講師として募集し、研修
プログラム等を提供するとともに、市内の各地域で「ご近所先生企画講座」を
実施した。
【令和６年度実績】
・実施講座数：114講座
・受講者数：1,407名

（市民カレッ
ジに含まれる
ため抜出不

可）

３次構想を踏まえ、学びを
通じたコミュニティ作り
や、学びの成果を地域課題
解決に生かす取り組みを一
層推進していく必要があ
る。

指定管理業務として引き続き、学んだ成果を生かして活躍したい市民を広く
講師として募集し、研修プログラム等を提供するとともに、生涯学習セン
ターをはじめ、市内の各地域で「ご近所先生企画講座」を実施する。

（市民カ
レッジに含
まれるため
抜出不可）

教）生涯学習推進課

22 2 20

子どもの自主的な読書活動の推進と
未来を担う人材の育成のため、建築
家の安藤忠雄氏が北海道大学に建
築・寄附する子ども向け図書施設

（R6新規） （R6新
規）

開設に向けて、運営の方
向性を定める基本方針の
策定や、寄附金募集、施
設の周知のための広報活
動を実施する。

・運営に関する方向性を定めるための「（仮称）こども本の森」基本方針を、
パブリックコメント・キッズコメントによる意見募集を踏まえて、令和７年２
月に策定した。基本方針では、この施設を読書離れが進む小・中学生に対して
読書に対する興味・関心を引き出す取組を行う、新たな市立図書館として設置
することや、北海道大学の構内に立地するという独自性を活かした取組などに
ついてまとめている。
・令和６年12月から、ふるさと納税等を活用した寄附金の募集を開始した。募
集した寄附金は施設の運営経費などに活用する。

11,255

策定した基本方針をもと
に、施設の設置目的である
子どもの自主的な読書活動
推進のための取組を検討
し、実施する必要がある。

開館に向けて、令和８年度から施設を運営する指定管理者を選定する他、子
どもの読書への興味・関心を引き出す本の選書や、蔵書として活用する寄贈
本の募集、クラウドファンディング等も活用した寄附金の募集を行う。

33,000

教）事業推進担当課

学んだ成果を生
かして活躍した
い市民を広く講
師として募集
し、研修プログ
ラム等を提供す
るとともに、生
涯学習センター
をはじめ、市内
の各地域で「ご
近所先生企画講
座」を実施し
た。
【平成29年度実
績】
・実施講座数：
152講座
・受講者数：
2,289名
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